
 

第 73 回科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 議事次第 

 

日時：令和2 年7 月16 日(木） 

14 時00 分～16 時00 分 

場所：WEB 会議 

   

 

 

１．開会 

 

２．議事  

（１）研究開発課題の評価について 

（２）研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめと 

新たな取組について 

（３）その他 

 

３．閉会 
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【配付資料】  

○資料1-1-1 防災科学技術に関する施策マップ 

○資料1-1-2 防災科学技術委員会による防災科学技術に関する研究開発課題の中間評価結果 

○資料1-1-3 防災科学技術に関する研究開発課題の中間評価結果（案） 

 

○資料1-2-1 情報科学技術に関する施策マップ 

○資料1-2-2 情報委員会による情報科学技術に関する研究開発課題の中間評価結果 

○資料1-2-3 情報科学技術に関する研究開発課題の中間評価結果（案） 

 

○資料1-3-1 量子科学技術に関する施策マップ 

○資料1-3-2 量子科学技術委員会による量子科学技術に関する研究開発課題の事後評価結果 

○資料1-3-3 量子科学技術に関する研究開発課題の事後評価結果（案） 

 

○資料2-1  研究開発プログラム試行実施結果まとめ（分野別委員会意見反映版）（案） 

○資料2-2   研究開発プログラム試行実施結果まとめ（伊地知委員意見見消し版）（案） 

○資料2-3   研究開発プログラム試行実施結果まとめ（伊地知委員意見反映版）（案） 

○資料3 新しい仕組み概要(案) 

○資料4-1 新たな計画・評価の仕組み（分野別委員会意見反映版）（案） 

○資料4-2 新たな計画・評価の仕組み（伊地知委員意見見消し版）（案） 

○資料4-3 新たな計画・評価の仕組み（伊地知委員意見反映版）（案） 

○資料5 計画、課題、プログラム等の関係 

○資料6 新たな仕組みに向けた今後の予定・見込み（イメージ；検討資料） 

○資料7 文部科学省における分野別プログラムのイメージ（案） 

○資料8    プログラム評価への意見 

 

【参考資料】 

○参考資料 1  研究成果展開事業 共創の場形成支援（イノベーションハブ構築支援事業）事後評

価報告書 

○参考資料2 第10期研究計画・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的実施と研究

開発課題の評価の実施について（平成31年4月17日 研究計画・評価分科会決定） 

○参考資料3  各分野別委員から提出の研究開発プログラム評価まとめ 

○参考資料4  研究開発計画（平成29年2月（最終改訂 平成29年8月）科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会） 

○参考資料 5 知識集約型の価値創造に向けた科学技術イノベーション政策の展開－Society 5.0

の実現で世界をリードする国へ－（最終取りまとめ）（令和2年3月26日科学技術・

学術審議会総合政策特別委員会） 

○参考資料 6  関係部会等における検討結果（資料 3－2 科学技術・学術審議会総合政策特別委員

会（第31回）R元.11.7） 
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【防災科学技術に関する施策マップ】 安全・安心の確保に関する課題への対応

都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト
首都直下地震の地震ハザード予測、都市機能の維持・回復のための調
査・研究、被災者心理・行動を踏まえた災害回復力の向上のため研究等
を推進

大目標： 防災科学技術については、大規模自然災害に対して、安心・安全を確保するべく、従来の研究手法に加えIoT、ビッグデータ、AI等の先端科学技術
を活かした研究開発を推進し、災害に対する予測力・予防力・対応力のバランスがとれたレジリエントな社会を構築する。
大目標達成のために必要な中目標： （予測力・予防力の向上）自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の
向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る。 （対応力の向上）発災
後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的発展を保つため、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社
会実装の加速を図る。

・複合・誘
発災害等を
考慮した発
災後早期
の被害推
定及び状
況把握・予
測技術の
研究開発

・災害情報
をリアルタ
イムで推定
・予測・収
集・共有し
、被害最小
化や早期
復旧につ
なげる技術
の研究開
発

・発災直後
の応急対
応 か ら 被
災者の生
活再建支
援等 を 含
む復旧・復
興対策に
必要な研
究開発

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト
首都直下型地震等に備え、リアルな被害予測に基づく首都機能の脆弱性
を判断して効果的な防災対策につなげるとともに、発災時の個々人の適
切な防災行動を支援

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト
大災害からの被害軽減を図るための防災対策を、自治体と連携しながら検討するとともに、「東南・東南海・南海
地震の連動性評価研究」での調査未領域等において、地震・津波発生メカニズムの解明、地震・津波シミュレー
ション等を実施

地域防災対策支援研究プロジェクト
地域の防災力向上のため、理学・工学・社会科学等の分野横断的な防災研究
開発を推進

東海・東南海・
南海地震の連
動性評価研究

日本海地震・津波調査プロジェクト
日本海側の津波や地震の防災対策の検討に資するため、地震・津波の観測調査、メカニズムの解明等を実施

ひずみ集中帯
の重点的調査
観測・研究

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図り、火山災害の軽減に貢献

地震・津波観測監視システム（第Ⅱ期）
東南海に構築したシステムの運用に加え、南海地震の想定震
源域への海底ネットワークシステムの整備を推進

地震調査研究推進本部関連事業
地震活動の長期評価等の、地震調査研究推進本部の活動を支援

活断層調査の総合的推進 地震が発生した場合の社会的影響が大きい活断層や、沿岸海域に存在する活断層等を対象とした調査観測・研究を総合的に推進

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における地震
防災プロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

・被害の軽
減につなが
る 予 測 手
法の確立

・建築物・イ
ンフラの耐
災害性の
向上

・自然災害
の不確実
性と社会の
多 様 性 を
踏まえたリ
スク評価手
法の確立

・発災後の
早期の被
害把握

・迅速な早
期の復旧

・防災業務
手順の標
準化・適正
化

南海トラフ海底地震津波観測網の構築
地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可
能な高密度海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震想定震源
域の西側にある高知県沖～日向灘にかけて、観測網を敷設

： 今回審議する
研究開発課題
： 事前評価
： 中間評価
： 事後評価

日本海溝海底地震津波観測網の整備
日本海溝沿いに地震計・水圧計を備えたケーブル式観測網を整備し、地
震・津波を観測監視するとともに、観測データ等を用いて、津波即時予測
技術の開発に向けた基礎的な研究を実施

海底地震・津波観測網の運用
津波即時予測技術の開発及び津波情報提供の高精度化・迅速化、南海トラフや日本海溝沿いで発生する地震像の解明、将来起
きる地震の正確な予測、緊急地震速報の高度化

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
南海トラフ沿いの「異常な現象」の科学的・定量的評価を
目指す理学研究と、住民・企業等の防災対策・対応の
あり方等の工学・社会科学研究を連携して推進

年度

資料1-1-1
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16
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防災科学技術に関する 

研究開発課題の中間評価結果 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和元年１０月 

防災科学技術委員会 

  

資料 1-1-2 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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1 

 

防災科学技術委員会委員 

 

 

        氏名         所属･職名 

主査    寶   馨 京都大学大学院総合生存学館長 教授 

主査代理  山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科 副研究科長 教授 

大原 美保 国立研究開発法人土木研究所  

水災害・リスクマネジメント国際センター 主任研究員 

大湊 隆雄 東京大学地震研究所 教授 

上村 靖司 長岡技術科学大学工学部機械創造工学専攻 教授 

鈴木 博人 東日本旅客鉄道株式会社 JR 東日本研究開発センター 

防災研究所 所長 

鈴木  靖 一般財団法人日本気象協会 執行役員 最高技術責任者 

瀧澤 美奈子 科学ジャーナリスト 

田村 圭子 新潟大学危機管理室 教授 

林  春男 国立研究開発法人防災科学技術研究所 理事長 

福和 伸夫 名古屋大学減災連携研究センター長 教授 

前田 裕二 日本電信電話株式会社研究企画部門Ｒ＆Ｄビジョン担当

統括部長 

松久 士朗 兵庫県企画県民部防災企画局防災企画課長 

水村 一明 東京消防庁防災部震災対策課長 

三宅 弘恵 東京大学大学院情報学環（兼）地震研究所 准教授 
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2 

「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」の概要 

 

１. 課題実施期間及び評価時期 

実施期間：平成 29 年度から令和 3 年度 

中間評価：令和元年度、事後評価：令和 3 年度を予定 

 

２． 研究開発概要･目的 

＜事業概要＞ 

我が国では大規模な自然災害により数多くの被害を受けてきており、これまでの災害から

得られた教訓を今後の自然災害等への備えに活かすことが必要である。このような自然災害

に対して、安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。 

   ＜事業目的・目標＞ 

以下の取組を達成することにより、産官学民一体の総合的な事業継続と災害対応、個人の

防災行動等に役立つ社会実装を実現する。 

 

・精緻な即時被害把握等を実現。 

・官民一体の総合的な災害対応や事業継続、個人の防災行動等に資するビッグデータを整

備。 
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３． 研究開発の必要性等 

（１）必要性 

 本プロジェクトは、先行プロジェクトで設定された目標も踏まえ、民間の地震観測データを活

用し、これまでの基礎的データを収集解析する技術を発展させ、科学的データに基づく適切な被

害抑止と社会機能の効果的な継続を両立しようとするものである。IoT、ビックデータ、AI 等の

活用や、新たな観測技術の開発と展開、シミュレーション技術の高度化により、先行プロジェクト

において生じた課題に対する新たな突破口の発見と新機軸の展開が期待され、安全・安心な社会

の実現や産業・経済活動の活性化・高度化にとって必要であると評価できる。また、精緻な地震動

分布と地盤構造の把握は、熊本地震のような「連続」地震や余震・誘発地震の影響と被害の評価手

法の開発につながると期待され、より確実な避難や機能再生への行動を速やかに実施する観点で

重要である。 

既存の MeSO-net の維持と有効利用という観点からも必要性は大きいことに加え、5 年間という

プロジェクトの遂行の過程で、次代の研究発展を担う若手研究者を育成するという意義も大きい。 

（２）有効性 

本プロジェクトは、建物・機能健全性評価手法の確立や、官民の災害状況認識統一システムの開

発研究、地震時における個々人の行動履歴解析に基づく情報提供の在り方など、災害時の行政施

策に資する研究内容となっており、得られる成果は、首都圏のみならず、南海トラフ巨大地震によ

る被災の脅威にさらされている中京圏や関西圏の都市部における諸問題の解決にも有効に適用で

きるものと期待される。また、内閣府や東京都のみならず企業の協力と参画も得て各々が連携し

て社会実装を目指す体制が検討されており、有効性は高いと評価できる。 

（３）効率性 

本プロジェクトは、先行プロジェクトで構築された MeSO-net 等の資産や、データの共有など、

得られた成果を最大限活用している。また、官民の地震観測データを共有するなど、効率性の高い

計画となることが期待される。そのためには、民間組織との密な連携が必要であり、産官学が緊密

に連携して運営されれば、更に効率性は上がり、目標・達成管理の向上も期待できる。 
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４． 予算（執行額）の変遷 

（単位：百万円） 

年度 H29 H30 R1 R2 R3 総額 

予算額 396.4 

 

456.1 

 

456.1 

 

456.1 

(見込み額) 
－ － 

執行額 388.7 442.3 － － － － 

内
訳 

設備備品費 26.2 23.6  

 

 

 

   

 

 

 

人件費 14.4 29.0 

事業実施費 126.8 154.5 

委託費 221.3 235.2 

 

５． 課題実施機関･体制 

事業名：首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト 

事業責任者 ：平田 直 （参与、首都圏レジリエンス研究センター長） 

事業責任機関：国立研究開発法人 防災科学技術研究所 

 

＜サブプロジェクト（a）首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に資するデータ利活用に向け

た連携体制の構築＞ 

課題責任者 ：上石 勲 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（a）統括、首都圏

レジリエンス研究センター 副センター長） 

       田村 圭子（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（a）統括、新潟大

学 教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：新潟大学 

参加機関  ：東京工業大学、岐阜大学、富山大学、関西大学、兵庫県立大学 

 

（テーマ 1：サブプロジェクト（a）の総括・データ利活用協議会の設置・運営） 

  分担責任者 ：田村 圭子（新潟大学 教授） 

（テーマ 2：情報インフラ基盤を活用したデータ流通方策の検討） 

  分担責任者 ：上石 勲 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

（テーマ 3：被害拡大阻止のためのフラジリティ関数の検討） 

  分担責任者 ：松岡 昌志（東京工業大学 環境・社会理工学院 教授） 

能島 暢呂（岐阜大学 工学部 教授） 

（テーマ 4：災害対応能力向上のための被害把握技術の検討） 

  分担責任者 ：井ノ口 宗成（富山大学 都市デザイン学部 准教授） 

（テーマ 5：事業継続能力の向上のための業務手順確立） 

  分担責任者 ：河田 惠昭（関西大学 社会安全研究 センター長・特別任命教授） 

木村 玲欧（兵庫県立大学 環境人間学部 教授） 
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＜サブプロジェクト（b）官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備＞ 

課題責任者 ：青井 真 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（b）統括、地震津

波火山ネットワークセンター長） 

       酒井 慎一（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（b）統括、東京大

学地震研究所 准教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：東京大学 

参加機関  ：株式会社東芝、神奈川県温泉地学研究所 

 

（テーマ 1：官民連携超高密度データ収集） 

  分担責任者 ：上野 友岳（防災科研 地震津波火山ネットワークセンター 主任研究員） 

（テーマ 2：マルチデータインテグレーションシステム開発の検討） 

（サブテーマ 2-a：マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発） 

  分担責任者 ：木村 武志（防災科研 地震津波火山ネットワークセンター 主任研究員） 

（サブテーマ 2-b：MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定） 

  分担責任者 ：先名 重樹（防災科研 マルチハザードリスク評価部門 主幹研究員） 

（サブテーマ 2-c：スマートフォンによる揺れ観測技術の開発） 

  分担責任者 ：東 宏樹 （防災科研 マルチハザードリスク評価部門 研究員） 

（サブテーマ 2-d：MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ伝送技術の開発） 

  分担責任者 ：佐方 連 （株式会社東芝 研究開発センター ネットワークシステムラボラト

リー 主任研究員） 

（サブテーマ 2-e：首都圏における過去/未来の地震像の解明） 

  分担責任者 ：酒井 慎一（東京大学地震研究所 准教授） 

  分担責任者 ：本多 亮 （神奈川県温泉地学研究所 主任研究員） 

 

＜サブプロジェクト（c）非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集・整備＞ 

課題責任者 ：梶原 浩一（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（c）統括、兵庫耐

震工学研究センター長、地震減災実験研究部門長） 

       西谷 章 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（c）統括、早稲田

大学 理工学術院 教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：早稲田大学 

参加機関  ：名古屋大学、東京大学、京都大学、豊橋技術科学大学大学院 

 

（テーマ 1：簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定） 

  分担責任者 ：長江 拓也（名古屋大学 減災連携研究センター 准教授） 

  分担責任者 ：井上 貴仁（防災科研 兵庫耐震工学研究センター 副センター長） 

（テーマ 2：災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定） 

  分担責任者 ：楠 浩一 （東京大学地震研究所 教授） 

  分担責任者 ：中村 いずみ（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

（テーマ 3：災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定） 

  分担責任者 ：倉田 真宏（京都大学 防災研究所 准教授） 
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  分担責任者 ：河又 洋介（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

（テーマ 4：室内空間における機能維持） 

  分担責任者 ：佐藤 栄児（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

  分担責任者 ：林 和宏 （豊橋技術科学大学大学院 工学研究科 助教） 

（テーマ 5：データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・利活用検討） 

  分担責任者 ：西谷 章 （早稲田大学 理工学術院 教授） 

 

＜データ利活用協議会＞ 

（理事会） 

  会長 ：平田 直 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター長） 

副会長・理事： 

細谷 功 （東京ガス株式会社 常務執行役員 導管ネットワーク本部長） 

上石 勲 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

監事 ：澤野次郎（公益財団法人 日本法制学会 理事長） 

理事： 

飯塚 豊 （川崎市 総務企画局 危機管理室長） 

佐々木拓郎（日東工業株式会社 取締役社長 COO） 

嶋倉 泰造（東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 代表取締役社長） 

前川 忠生（東日本旅客鉄道株式会社 代表取締役副社長） 

若井 太郎（東京都 総務局総合防災部 防災計画課長） 

その他、防災科研 首都圏レジリエンス研究プロジェクト各サブプロ統括の 5名。 

<令和元年 8 月 時点> 

（分科会） 

○早期被害把握分科会 

  会長  ：鵜飼 章弘（東京海上日動火災保険株式会社 災害対策推進室長） 

副会長 ：井ノ口 宗成（富山大学 都市デザイン学部 准教授） 

○集合住宅分科会 

会長  ：木村 玲欧（兵庫県立大学 環境人間学部 教授） 

副会長 ：安西 康修（UR 都市機構 技術・コスト管理部 担当課長） 

○生活再建分科会 

会長  ：正木 千陽（ESRI ジャパン株式会社 代表取締役社長） 

副会長 ：田村 圭子（防災科研 首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ (a) 統括） 

○行政課題分科会 

会長  ：取出新吾（防災科研 首都圏レジリエンス研究センターセンター長補佐） 

組織会員：飯塚 豊（川崎市 総務企画局 危機管理室長） 

○建物付帯設備分科会 

会長  ：楠浩一（東京大学地震研究所 教授） 

副会長 ：鈴木 宏（日東工業株式会社 開発本部 新規開発部 部長） 

○IoT 技術活用分科会 

会長  ：西村 出（株式会社セブン・イレブン・ジャパン システム本部 ＧＭ） 

副会長 ：上石 勲（防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

<令和元年 8 月 時点> 
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中間評価票 

（令和元年 10月現在） 

１．課題 1名 首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト 

２．研究開発計画との関係 

施策目標：安全・安心の確保に関する課題への対応 

 

大目標（概要）： 

我が国では大規模な自然災害により数多くの被害を受けてきており、これまでの災害か

ら得られた教訓を今後の自然災害等への備えに活かすことが必要である。このような自然

災害に対して、安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。 

 

中目標（概要）： 

（予測力・予防力の向上） 

自然災害を的確に観測・予測することで、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継

続能力の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレ

ーション技術及び災害リスク評価手法の高度化を図る。 

（対応力の向上） 

発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しその持続的

発展を保つため、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加

速を図る。 

 

重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

○ 本事業では、官民の地震観測データを共有することにより建物等に影響を与える詳

細な地震動分布を把握するとともに、構造体、非構造部材に与える損傷をセンサー

によって定量把握する手法を開発する（IoT/ビッグデータ解析技術の活用）。 

○ この結果を用いて、政府・地方公共団体のみならず民間企業等を含めて総合的な災

害対応や事業継続能力の向上、個々人の防災行動等に資する提供情報の在り方等、

官民一体となった総合防災力向上に結びつける。 

 

本課題が関係するアウトプット指標（活動指標）： 

（予測力・予防力の向上） 

○ 官民連携による超高密度観測データの収集・整備 

○ 非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集・整備 

○ 査読付き論文数 

16 件（2017 年 4 月～2019 年 10 月現在） 

 

（対応力の向上） 

○ 産官学民が連携したデータ利活用協議会の設置・運営 
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○ 災害対応能力向上のための被害把握技術の検討 

○ 事業継続能力向上のための業務手順確立 

○ 査読付き論文数 

20 件（2017 年 4 月～2019 年 10 月現在） 

 

本課題が関係するアウトカム指標（成果指標）： 

（予測力・予防力の向上） 

○ 官民連携超高密度地震観測システムの構築 

○ 都市機能維持の観点からの精緻な即時被害把握等の実現 

（対応力の向上） 

○ 総合的な災害対応、事業継続、個人の防災行動等に資する適切な情報提供の在り

方の確立 

 

３．評価結果 

（１）課題の進捗状況 

本プロジェクトが掲げるコンセプト「企業も強くなる 首都圏も強くなる」のもと、理

学、工学、社会科学の３つのサブプロジェクトにおいて研究が進められており、革新性が

高い成果や知見が論文や学会等で報告され、社会のニーズに応えるべく「データ利活用協

議会」（以下「デ活」という）を通じて研究成果の社会実装に取り組んでいる。 

 

（予測力・予防力の向上） 

理学分野においては、首都圏地震観測網（MeSO-net）のデータの受信・蓄積・監視シス

テムを防災科学技術研究所に再構築し安定的な運用を行っている。得られた観測データは、

陸海統合地震津波火山観測網（MOWLAS）の観測データととともに、一般に公開した。結果

として多くの利用者によりデータがダウンロードされ、研究活用されている。 

これら複数の観測網のデータを統合することに加え、民間企業等が保有する地震動デー

タを統合し、従来よりも 1桁高い空間解像度で揺れの分布を把握できる手法が開発された。

また、本プロジェクトの中で開発を行っているスマートフォン地震計ネットワーク等、従

来の地震計よりも安価で簡易な地震計を用いて既存観測網を補完し、さらなる稠密化を図

る研究も行っている。これらのデータを統合するマルチデータインテグレーションシステ

ムの技術開発も順調に進捗している。また、首都圏直下における地震発生場の解析を行う

ことで任意の地点における地震動を推定する手法の開発を行い震源情報と地下構造を同時

に推定するイメージングモジュールを開発した。 

工学分野では、建物の崩壊余裕度に関するデータを収集するため、実大三次元震動破壊

実験施設「E－ディフェンス」を活用した４種類(木造住宅、災害拠点施設である RC 造行政

庁舎、鉄骨造病院建物、室内の家具・什器等の地震損傷データ収集等)の実大型実験を計画・

実施し、構造体・非構造部材に与える損傷をセンサーによって定量把握する手法の開発が

順調に進捗している。 

プロジェクト 2 年目の実験では、日本に多くみられる木造住宅について、高い損傷軽減

効果を見せる免震住宅、および構造骨組と非構造材に損傷が発生する通常の木造住宅の応
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答を比較した。実験の結果、埋設配管等の被害状況、柱脚部が水平破断する崩壊メカニズ

ム等に関する新たな技術資料が得られた。また、上記の実験で得られた計測データは、過

去に E－ディフェンスで実施された各種実験のデータ、既設の常時地震観測記録等の情報

との統合を進めている。 

 

（対応力の向上） 

社会科学分野では、災害を発生させる外力と被害規模の関係式を明らかにすることによ

り、いち早く被害規模の予測を行い、被害拡大防止と対応策の検討に貢献する研究を行っ

た。また、事業継続能力向上のために、災害対応要素を収集整理するとともに、強震動を

経験した企業に BCP に関するアンケ－ト調査を行い、BCP が機能しない原因について分析

を行った。さらに、大都市大震災時に問題となる帰宅困難者の対応訓練のための図上訓練

ツールを開発した。 

以上の研究成果の社会実装を確実かつ早期に実現するために、研究開発と並行して、産

官学民をつなぐ「デ活」を発足させた。「デ活」では民間企業等からの会員を募集し、「デ

活」会員の関心テーマに応じて分科会やワーキンググループ（分科会準備会）を立ち上げ、

復旧作業の効率化や経済損失の軽減に関する研究成果を実社会で活用するべく活動を行っ

ている。 

分科会活動の例として、「早期被害把握分科会」では被災地における早期被害把握技術を

実装することを目的とし、北海道胆振東部地震において保険会社の顧客対応に対する資源

配置計画の策定手法を試行的に実装することで、民間力による早期生活再建の実現に貢献

した。「生活再建分科会」では被災者の生活再建の質の向上を目的とし、山形県沖を震源と

する地震において、自治体等の職員向け住家被害認定調査研修を実施し、「ドローンによる

屋根被害の確認」等の技術導入により科学的根拠に基づいた罹災証明書の早期発行に貢献

した。これらのほかに４つの分科会が活動している。 

その他のテーマについてもワーキンググループを通じた活動を進めている。例えば、2020

年東京オリンピック・パラリンピック等のイベント時を含め、多国籍かつ不特定多数が利

用する成田国際空港等の大規模な集客施設における共同研究も進めている。また、プロジ

ェクト管理のための運営会議や研究者の情報交換のための研究集会が適宜開催されてい

る。 

こうした分科会等を通じた民間企業等との連携やプロジェクトの中で創出された研究開

発成果等は、年度末の成果報告会を含み年 4 回の「デ活」シンポジウムを通じてオープン

な形での報告会を開催している。「デ活」の規模は、イベント参加者数が 1,000 名を超え、

インフラ（電気、ガス、通信）、交通（鉄道、空港）、IT、建設、保険等の分野の企業が「デ

活」会員となっており、会員数は令和元年 9月末時点で、72（60 企業・団体、12 個人）と

なっている。社会ニーズに基づいた研究活動の推進を行うことでプロジェクト終了後も見

据えた研究開発・実装基盤の構築が進んでいる。 

 

以上により、本プロジェクトは適正な進捗状況にあると評価する。 
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（２）各観点の再評価 

当初設定された「必要性」「有効性」「効率性」の各観点における評価項目及びその評価

基準は普遍的な妥当性を有しており、変更の必要は無い。 

 

＜必要性＞ 

評価項目： 

○ 科学的・技術的意義（革新性等） 

○ 社会的・経済的意義（社会的価値（安全・安心で心豊かな社会等）の創出等） 

評価基準： 

○ 本プロジェクトの成果は、革新性の高いものとなっているか。 

○ 本プロジェクトの成果は、安心・安全な社会の実現に資するものとなっている

か。 

（超高密度地震観測システムを構築する地震観測データ数、論文数・学会発表数・新聞

雑誌等掲載件数等） 

評価内容： 

以下に挙げるとおり、ICT の利活用による防災科学技術の高度化に取り組んでいるこ

とから科学的・技術的意義が認められ、かつ民間企業、地方公共団体とともに研究開発

成果の社会実装に取り組んでいることから社会的・経済的意義が認められる。社会のレ

ジリエンス力を向上させるためには、産官学民が共同して課題解決に当たることが必要

であるとの認識がある中で、本プロジェクトがこの要請にこたえる形で、これを実現し

つつある状況を踏まえると引き続き本プロジェクトを実施する必要性は高い。 

 MeSO-net の地震動データを、MOWLAS の地震動データとともに一般に公開し、これ

らのビッグデータを国民が自由に活用できる仕組みを構築した。さらに民間企業等

が保有する地震動データ等も統合するマルチデータインテグレーションシステム

の開発が順調に進捗している。 

 「デ活」参加企業から提供された地震動データ以外のビッグデータについても、情

報の秘匿性を担保しつつ、防災のために共有できる仕組みを構築しつつある。 

 これらのデータ共有の仕組みを、広く社会に還元することにより、防災情報の共

有に資するデータ基盤の拡大に貢献するとともに、科学的データに基づく適切な

被害抑止と社会機能の効果的な継続を両立する防災科学技術の確立が期待でき

る。 

 「デ活」には民間企業、地方公共団体等が参加し、データの共有、研究成果の社

会実装に取り組んでおり、かつてない研究活動体制の構築に成功しつつある。民

間企業や地方公共団体等のニーズを直接聴取し、産官学民が協力して課題解決に

取り組んでおり、学の視点だけでは得られない革新性の高い成果が期待できる。

これらの取り組みは研究成果の社会実装につながると期待され、安全・安心な社

会のより確実かつ速やかな実現に資する観点で重要である。 

 

＜有効性＞ 

評価項目： 

○ 実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組 
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○ 直接・間接の成果・効果やその他の波及効果の内容等 

評価基準： 

○ 本プロジェクトの実施により、災害発災後に迅速に建物やインフラ施設の機能健

全性を評価できる実用的な技術の確立につながる等、社会や行政のレジリエンス

向上につながるものとなっているか。 

○ 本プロジェクトにより得られた知見は、首都圏以外の都市圏にも応用できるもの

となっているか。 

（得られた成果の提供の実施、関係機関数・研究者数等） 

評価内容： 

以下に挙げるとおり、実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組がなされ

ており、直接・間接の成果・効果やその他の波及効果が認められる。産官学民それぞれ

が保有するデータやノウハウを共有し課題解決に役立てることは社会のレジリエンス

力向上に有効であるが、権利関係の整理など困難な面もある中で、本プロジェクトでは

一定の成果を得つつあることを踏まえると、引き続き本プロジェクトを実施する有効性

は高いといえる。 

 建物やインフラ施設の発災直後における機能健全性を直ちに評価できる技術を確

立するため、E－ディフェンスにおいて実物大での加震実験を実施している。特

に、首都圏をはじめとする都市圏に多く存在する建築物の建物種別を類型化し、

実物大の試験体にセンサーを取り付けてデータを収集し、地震の揺れによる損傷

度を定量把握する技術・手法を研究開発し、普及活動を実施している。 

 「デ活」の分科会の活動は、災害発生時に実社会に存在するニーズに基づく課題

が設定されており、実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組となっ

ている。これらの成果は参加会員だけでなく、社会全体で共有できる内容であ

り、その波及効果は大きいといえる。 

 「デ活」を通じた産官学民連携による学際的研究体制が整いつつあり、その実践

的な分科会活動により企業・団体の事業継続計画（BCP）への波及効果が見込ま

れ、防災関連の省庁・地方公共団体関係部署との連携も期待できる。 

 

＜効率性＞ 

評価項目： 

○ 計画・実施体制の妥当性 

○ 研究開発の手段やアプローチの妥当性 

評価基準： 

○ 本プロジェクトの実施に当たって、産学官が連携し、目標達成に向けて適切な実

施体制、運営体制が組まれているか。 

○ 本プロジェクトの実施に当たって、既存の研究基盤や知見を活用し、成果の最大

化につながるよう妥当な手段とアプローチを取っているか。 

（産学官が連携した運営体制の設置、既存の研究基盤や知見の活用等） 

評価内容： 

以下に挙げるとおり、産学官が連携し、目標達成に向けて適切な実施体制、運営体制

が組まれていることが認められ、かつ既存の研究基盤や知見を活用し、成果の最大化に
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つながるよう妥当な手段とアプローチを取っていることが認められることを踏まえる

と、引き続き本プロジェクトを実施することによる効率性は高いといえる。 

 運営会議や研究集会が適宜開催されており、互いの成果や経験を自らの活動に取

り込んで活用したり、共通テーマに多角的な観点からのアプローチで調査や解釈

を試みたり、他課題の解決に関しても各々の知見を活かした助言を適宜行うこと

で成果の最大化を図っている。 

 社会ニーズに基づいて研究活動の推進を行うことで民間企業のリソースの導入を

拡大する研究モデルを確立し、プロジェクト終了後をも見据えた研究開発・実装

基盤の構築が進んでいる。 

 それぞれの課題において調査研究や技術開発に鋭意取り組まれているのみなら

ず、「デ活」における分科会等の活動では、プロジェクト参画者や民間企業、地方

公共団体等が分野を超えて連携する等、分野内外の連携が様々に図られながら研

究が進められている。 

 MeSO-net、MOWLAS、E－ディフェンス等を活用して先行するプロジェクトの成果

（運用ノウハウ等）を利活用することにより、効率的かつ継続的に地震観測デー

タを取得している。 

 研究としての価値と社会実装する上でのニーズとの整合性を図りながら、本プロ

ジェクト全体の推進に貢献する取組が行われている。特に、プロジェクト期間中

に発生した当初計画にはない災害での情報収集や試行的な実証を行いながら、実

践的かつ特色のある成果を生み出しつつあり、投資された予算を高い効率性をも

って運用している。 

（３）科学技術基本計画等への貢献状況 

①  自然災害への対応  

第５期科学技術基本計画 抜粋 

自然災害に対して、国民の安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。  

具体的には、災害に負けないインフラを構築する技術、災害を予測・察知してその正

体を知る技術、発災時に被害を最小限に抑えるために、早期に被害状況を把握し、国

民の安全な避難行動に資する技術や迅速な復旧を可能とする技術などの研究開発を

推進し、さらにはこれらを組み合わせて連動させ、リスクの効率的な低減を図るとと

もに、災害情報をリアルタイムで共有し、利活用する仕組みの構築を推進する。 

 

○ 近年進展著しい ICT 技術を積極的に活用することで、災害対応を迅速に進めるとと

もに、災害現場の生の声を取り入れ、被災者の生活再建を支援するための技術の研

究開発を推進している。 

○ 地震計が捉えた地震動の強さを指標として、危険度の高い地域を特定することによ

り、その地域に対して重点的に人命救助活動等を展開することを可能とする早期被

害把握技術の研究開発を推進している。 

○ 災害対応機関を含む諸組織の被害を最小限にとどめ、事業継続能力向上を通じた早

期復旧を可能とするための業務手順の確立を推進している。 

○ 防災科学に関する研究成果の社会実装を効率的に推進し、レジリエントな社会を実

現するための協議会として「デ活」を発足させ運用している。 
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（４）今後の研究開発の方向性 

 

本課題は「 継続 」、「 中止 」、「 方向転換 」する（いずれかに丸をつける）。 

 

理由： 

都市機能や人口が集中して社会経済活動の中枢となっている首都圏を中心とした都

市・地域において、国民の安全・安心を確保するために、社会科学・理学・工学の各分野

が連携した学際的研究を実施しつつ、政府や地方公共団体のみならず、民間企業等を含

めた総合的な災害対応力や事業継続能力を向上させることは、社会的重要性の極めて高

い課題であり、必要かつ有効なプロジェクトである。 

「企業も強くなる 首都圏も強くなる」をコンセプトに掲げる本プロジェクトにより、

中間年度においてすでに社会ニーズへの対応を求められる民間企業等の外部機関のリソ

ースの導入を拡大し、また先行プロジェクトの成果を踏まえた研究体制が構築されてお

り、効率的にプロジェクトが運営されている。 

以上に加え、各課題の進捗状況も良好であることを鑑み、本事業推進の意義は大きい

と判断した。 

 

（５）その他 

 

本プロジェクトで整備している各種地震動データ等を統合するマルチデータインテグレ

ーションシステムは、地震研究推進の中心的存在となりえるものである。ユーザーとなる

研究者等の視点を十分に取り入れ、何よりも使い易いシステムを目指すとともに、その利

活用方策と併せて検討を進めながら研究開発を進めていくことが求められる。 

研究開発成果の社会実装にあたっては、企業、地方公共団体、研究機関で活用するうえ

での権利関係の課題を整理しつつ、プロジェクト終了後も自立・継続して活動できる仕組

みを構築するとともに、他地域を含む日本社会全体への高い浸透力を持たせる努力が必要

である。同時に、事務局においては、「デ活」の活動状況等に応じて、プロジェクト遂行の

全体的なマネジメント機能の強化を図ることが望ましい。 

「公助」の強化に加え、「自助」「共助」の強化を促進する観点から、個人の防災行動、

企業の事業継続に資する適切な情報提供の在り方の確立を進めていくとともに、レジリエ

ンス総合力の向上を示す指標の確立を進めていくことが求められる。 

本プロジェクトの個々の課題の中には当初計画の進捗を超えて順調に進んでいるものも

あり、こうした課題については、計画の前倒しや、より高い目標設定について検討するこ

とが望ましい。 
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防災科学技術に関する 

研究開発課題の中間評価結果 

（案） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和２年７月 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

（以下、【資料 1-1-2】に同じ） 

 

資料 1-1-3 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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2013

(FY25)

2014

(FY26)

2015

(FY27)

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY31)

2020

(FY32)

2021

(FY33)

2022

(FY34)

2023

(FY35)

【情報科学技術関連】 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化

前

研究開発計画：
大目標
ICTを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未来社会の姿として
共有し、その実現に向けた一連の取組を更に深化させつつ「Society 5.0」として強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社会を実現していく。このため、国は、
超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術及び個別システムにおいて新たな価値創出のコアとなり現実世界で機能する基盤技術
について強化を図る。
大目標達成のために必要な中目標

我が国が世界に先駆けて超スマート社会を形成し、ビッグデータ等から付加価値を生み出していくために、産学官で協働して基礎研究から社会実装に向け
た開発を行うと同時に、技術進展がもたらす社会への影響や人間及び社会の在り方に対する洞察を深めながら、中長期的視野から超スマート社会サービスプ
ラットフォームの構築に必要となる基盤技術の強化を図る。

前

後

前

未来社会に
おける新たな
価値の創出と
着想の獲得
に向けた研究
開発の推進

社会システム
と高度に連携
したサイバー
フィジカル情
報システム技
術の実現

未来社会における
新たな価値を創出し
、そこから生まれる
新たな着想を得るた
めに、超スマート社
会サービスプラット
フォームの構築に必
要となる基盤技術
の研究開発を推進
し、他分野との連携
を図りながら価値創
出と研究開発をス
パイラルに発展させ
る

：今回審議する研究開発課題

AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト

「世界最高水準の
ICT利活用社会の
実現」に向けて、課
題解決のための技
術を確立するだけで
なく、社会のあるべ
き姿の実現のため
に必要な技術のシ
ーズを見いだすとと
もにその実用化を見
据えた研究開発を
推進し、社会実装に
つなげる

ビッグデータ利活用のための研究開発
ビッグデー
タ利活用
のための
システム
研究等

イノベーション創出を支える情報基盤
強化のための新技術開発

社会システム・サービスの最適化のための
ＩＴ統合システムの構築

ＨＰＣＩ（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）計画

「富岳」の開発

Society5.0実現化拠点支援事業
未来社会実現のためのICT基盤技術の研究開発

中

後

中

中

中

※詳細は別紙

後

「富岳」の
運営

※ AIPの中間評価は2019年度内に実施予定であったが、
新型コロナウイルス感染症の影響により遅れて実施。

資料1-2-1
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16

21



2013

(FY25)

2014

(FY26)

2015

(FY27)

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY31)

2020

(FY32)

2021

(FY33)

2022

(FY34)

2023

(FY35)

HPCI / 「富岳」関連

前

未来社会に
おける新たな
価値の創出と
着想の獲得
に向けた研究
開発の推進

多様なニーズに応
える革新的な計算
環境を構築し、そ
の利用を推進

ＨＰＣＩ（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）計画

スーパーコンピュータ「京」の運営

「京」の利用促進

中

HPCIの整備・運営

HPCIの運用

中

将来のHPCIのｼｽﾃﾑのあり方の調査研究

後

HPCI戦略プログラム

後

スーパーコンピュータ「富岳」の開発

「富岳」のシステム開発

中

「富岳」で重点的に取り組むべき社会的・科学的課題に関する
アプリケーション開発・研究開発

中
「富岳」の
運営

「富岳」の運営

後

「富岳」成果創出加速プログラム

前

後

中

後

（別紙）
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「AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバ

ーセキュリティ統合プロジェクト 

（理化学研究所革新知能統合研究センター分）」 

 

中間評価結果 
 
 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

令和２年６月 

情報委員会 
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Administrator
スタンプ



 

  

情報委員会 委員名簿 

（敬称略、50 音順） 

   氏名             所属･職名  

※ 乾 健太郎 東北大学大学院情報科学研究科教授 

 井上 由里子 一橋大学大学院法学研究科教授 

※ 上田 修功 日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎研究所上田特別研究室

長 NTT フェロー 

  理化学研究所革新知能統合研究センター副センター長 

 ※奥野 恭史 京都大学大学院医学研究科 ビックデータ医科学分野教授 

 梶田 将司 京都大学情報環境機構 IT 企画室教授 

 来住 伸子 津田塾大学学芸学部情報科学科教授 

※ 喜連川 優 情報・システム研究機構国立情報学研究所長 

   東京大学生産技術研究所教授 

 鬼頭 周 ソフトバンク株式会社 事業開発統括 顧問 

サイバーリーズン株式会社 CTO  

 栗原 和枝 東北大学未来科学技術共同研究センター教授 

 佐古 和恵 早稲田大学基幹理工学部教授 

 田浦 健次朗 東京大学情報基盤センター長 

 瀧 寛和 和歌山大学学術情報センター長／前学長 

 辻 ゆかり NTT アドバンステクノロジ株式会社取締役 ネットワークイノベーション事業

本部 副本部長 

 ※津田 宏治 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

 新居 日南恵 株式会社 manma 代表取締役社長 

◎ 西尾 章治郎 大阪大学総長 

 長谷山 美紀 北海道大学大学院情報科学研究科教授 

 引原 隆士 京都大学図書館機構長・附属図書館長 

 ※福田 雅樹 大阪大学大学院法学研究科教授 

 八木 康史 大阪大学産業科学研究所複合知能メディア研究分野教授 

〇 安浦 寛人 九州大学理事・副学長 

 若目田 光生  一般社団法人日本経済団体連合会デジタルエコノミー推進委員会企画部会

データ戦略ワーキンググループ主査 

  株式会社日本総合研究所リサーチ・コンサルティング部門 上席主任研究

員     

令和２年６月現在 

◎：主査 〇：主査代理 ※：評価対象期間において利害関係者のため審議には加わらない。 

 

24



 

 1

「AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト」の概要 

 

事業概要 

「AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト」は、以

下の二つの事業を一体的に行うことによって、人工知能（以下「AI」という。）、ビッグデ

ータ、IoT 及びサイバーセキュリティに関する革新的な基盤技術の研究開発を推進するも

のである。 

・革新的な AI の基盤技術の研究開発等を行う拠点の構築（理化学研究所革新知能統合

研究センター（以下「理研 AIP センター」という。） 

・科学技術振興機構（JST）の戦略的創造研究推進事業の一部である「AIP ネットワー

クラボ」による全国の大学・研究機関等における AI、ビッグデータ、IoT 及びサイバ

ーセキュリティに関する研究開発の支援 

本評価では、同プロジェクトのうち、理研 AIP センターの取組を対象とするものである。 

 

予算の変遷（理研 AIP センター分） 

年度 平成28年度(初年度) 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31/令和元 年度 令和 2年度 

予算額 1,450 百万円 2,950 百万円 3,051 百万円 3,051 百万円 3,249 百万円 
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中間評価票 

 

（令和２年６月現在） 

１．課題名 AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト 

２．研究開発計画との関係 

 

施策目標：未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

大目標（概要）：ICT を最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを

融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未

来社会の姿として共有し、その実現に向けた一連の取組を更に深化させつ

つ「Society 5.0」として強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社会

を実現していく。このため、国は、超スマート社会サービスプラットフォ

ームの構築に必要となる基盤技術及び個別システムにおいて新たな価値

創出のコアとなり現実世界で機能する基盤技術について強化を図る。 

 

中目標（概要）：超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術、

すなわちサイバー空間における情報の流通・処理・蓄積に関する技術は、

我が国が世界に先駆けて超スマート社会を形成し、ビッグデータ等から付

加価値を生み出していく上で不可欠なものである。また、技術の社会実装

が円滑に進むよう、産学官が協働して研究開発を進めていく仕組みを構築

し、社会実装に向けた開発と基礎研究とが相互に刺激し合いスパイラル的

に進めることが重要である。加えて、AI 技術やセキュリティ技術の領域

などでは、人文社会科学及び自然科学の研究者が積極的に連携・融合した

研究開発を行い、技術進展がもたらす社会への影響や人間及び社会の在り

方に対する洞察を深めることも重要である。さらに、こうした研究開発プ

ロジェクトを柔軟に運営できる体制の構築も重要である。これらを踏ま

え、超スマート社会への展開を考慮しつつ中長期的視野から、本分野に関

する基盤技術の強化を図る。 

 

重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

イノベーションの創出に向けた AI/ビッグデータ/IoT/セキュリティ等に

関する研究開発。ビッグデータの解析を通じた新たな価値を創出するため

に、革新的な AI の基盤技術を開発・活用する。また、ビッグデータの充

実のため高度な IoT 技術を活用し、あわせてセキュリティの研究開発を行

い、堅牢なセキュリティの構築を推進する。 
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３．評価結果 

（１）課題の進捗状況      

○事業の概要 

本事業は、「AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト」

のうち、理化学研究所（以下「理研」という。）に、平成 29 年１月に新設した革新知能統

合研究センター（以下「理研 AIP センター」という。）において、革新的な人工知能（以

下「AI」という。）の基盤技術の研究開発や、それらの技術を用いたビッグデータ解析によ

る科学的発見の推進・各分野のサイエンスの飛躍的発達、多数の応用領域での社会実装へ

の貢献、情報科学技術に関わる研究者育成などに取り組むことを目的としている。具体的

には、以下の５つの柱を掲げて事業を実施している。 

・10 年後を見据えた次世代基盤技術を開発するための基礎研究の推進 

・日本が強いサイエンス分野を AI 技術によりさらに強化 

・日本が取り組まなければならない社会的課題の AI 技術による解決 

・AI の普及による倫理的・社会的課題への対応 

・AI 人材の育成 

以上の柱を達成すべく、３つの研究グループを設置し、AI 技術に関する研究開発・社会

実装を推進している。 

・汎用基盤技術研究グループ 

 - 次世代基盤技術の創出を目指し、機械学習アルゴリズム、最適化理論、推論探索等

の幅広い基礎研究に取り組み、その知見を統合することで、現在の深層学習では太

刀打ちできない難題解決を図る。 

・目的指向基盤技術研究グループ 

 - 我が国が国際競争力を有する科学分野の一層の強化及び我が国として抱える社会的

課題の解決に向けて、関係省庁や大学、研究機関、民間企業等との連携を通じて、

具体的な課題への適用に特化した基盤技術の開発を行う。 

・社会における人工知能研究グループ 

 - AI 技術やビッグデータ解析技術の進展や普及に伴う社会への影響として、AI 倫理、

法制度の在り方、個人データの流通等に関する課題への対応等について、人文科学

や社会科学の研究者も加えた議論を先導し、国内外への情報発信を行う。 

 

○運営・研究体制 

 理研 AIP センターでは、センター長、副センター長及び３つの研究グループの各ディレ

クターに学術界、産業界等の人材が事業開始時に採用・配置され、運営がなされてきてい

る。 

 研究体制に関しては、平成 29 年１月の同センターの開所以降、研究者の確保が進められ、

令和２年 1月時点では、研究室主宰者（PI：Principal Investigator）53 名、常勤研究者

110 名等を擁し、一定の分野的広がりを有する AI に関する研究開発拠点の形成が着実に進

められてきている。また、非常勤 PI（34 名）等を通じて、全国の大学・研究機関をサブ拠

点化する等、全国からの人材の参画を得られる仕組みを工夫する一方、海外の研究機関等

と MoU を締結し、当該機関から海外人材を獲得する取組の実施等、国内外の研究者の集積
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を促進する取組が実施されてきている。事務体制としては、センター長のセンター運営を

支援するセンター長室が設置され、広報活動や他機関との連携を促進するコーディネータ

ーやアシスタント等が配置されている。また、理研の事務体制の中に理研 AIP センターを

バックアップするための体制として、企画調整業務、評価等の運営事務を担う革新知能統

合研究推進室、資産管理、出納、職員の健康管理等を担う東京研究支援室が設置され、こ

れら３室により、理研 AIP センターの運営・研究支援業務が実施されている。 

 

○事業の進捗状況 

①政府方針との関係 

本事業は、情報科学の最先端研究を統合し、その社会実装を行うため、新たな研究拠点

とネットワークを構築することを目指して平成 28 年４月から開始された。「AIP：人工知能

/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合プロジェクト」全体としては、AI のみなら

ず、AI、ビッグデータ、IoT 及びサイバーセキュリティも含めた幅広い観点を対象として

いるが、そのうち、本事業で構築される研究拠点については、主に、AI に関する研究開発

を基軸としており、ビッグデータ、IoT 及びサイバーセキュリティに関しては、JST の戦略

的創造研究推進事業の一部である「AIP ネットワークラボ」により、研究開発の支援を行

ってきている。 

令和元年６月に「AI 戦略 2019（統合イノベーション戦略推進会議決定）」が策定され、

同戦略において、理研 AIP センターは、国内の研究開発の中核機関のひとつとして、AI に

関する理論研究を中心とした革新的な基盤技術の研究開発で世界トップを狙い、また、そ

の研究成果を迅速に社会に活用させることを目指す旨が位置付けられた。同戦略に沿って、

その研究開発体制を強化するとともに、他の中核機関である総務省の情報通信研究機構

（NICT）の AI 関連センター及び経済産業省の産業技術総合研究所の人工知能研究センター

（AIRC）と協力して、全国の AI 研究開発機関の連携強化に向けた「AI 研究開発ネットワ

ーク」の構築に取り組んでいる。本中間評価は、この理研 AIP センターの取組に関するこ

とのみに焦点を当てている。 

 

②研究開発成果 

研究開発については、以下の３つのグループにおいて国内を先導する、国際競争力のあ

る成果も得られ始めてきており、着実に進展してきている。 

汎用基盤技術研究グループにおいては、機械学習を活用する上で大きな課題である不完

全なデータや構造を持ったデータからの深層学習を可能とする革新的なアルゴリズムの開

発や、深層学習の有効性の数学的な証明、機械学習の予測の信頼性を評価する技術の開発

を行う等、国際的にも優れた基盤技術の研究を多数発表している。 

目的指向基盤技術研究グループにおいては、我が国が強みを有する医療や材料科学等の

分野や、我が国の社会課題に対応する防災・減災等の分野において、各分野に特化した機

械学習等の基盤技術の開発を進め、実データや実験施設を持つ研究パートナーとの連携の

下、以下に代表される顕著な成果が見られる。 

・医師の診断情報が付いていない病理画像から、がんの特徴を発見する技術の開発 

・機械学習と分子シミュレーションを組み合わせた基盤技術を開発し、所望の特性を持

つ有機分子の設計及び実証 

・理研のスーパーコンピュータ「京」を使って計算した少数の地震動シミュレーション
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データを用いて学習させた AI を利用し、地震動分布を高速に推定する技術の開発 

 社会における人工知能研究グループにおいては、AI の設計指針等に対して求められる AI

倫理に関して、同グループの研究成果を活用して、内閣府の「人間中心の AI 社会原則」等

の国内の議論を先導するとともに、IEEE の倫理指針「Ethically Aligned Design」の作成

に参画する等、国際的な議論に貢献している。また、ビッグデータとしての活用が期待さ

れる個人の情報に関し、倫理的、法的、社会的課題を踏まえて、プライバシー保護技術や

パーソナルデータの流通システム等の技術開発を行っており、パーソナルデータを分散管

理する e ポートフォリオ運用のためのシステムの開発及び実証実験を実施する等、着実な

進捗が見られる。さらに、AI と文化や哲学等の人文科学、社会科学との関係について、セ

ミナーや国際会議を開催する等、新しい知見の発信やアウトリーチ活動に取り組んでいる。 

研究開発の成果等については、国内外の会議での発表（平成 30 年に約 500 件）や特許出

願（平成 31 年３月までに計９件）等が行われている。 

 

③産業界との連携 

理研 AIP センターでは、AI 技術の社会実装の加速を目指し、共同研究や技術指導等、様々

な形での企業連携が進められている。特に、理研の産業界との連携センター制度を活用し

て、４つの連携センターが設置され、企業のニーズに根差した基盤研究が共同で進められ

ている。また、企業連携に際しては、理研 AIP センターのポテンシャルが生かせること、

連携により相乗効果が期待されること等の観点に基づき、共同研究の研究計画を策定する

等、企業連携の仕組みを設けて推進している。令和２年２月時点では、計 44 社との間で共

同研究契約を締結しており、共同研究の成果として、医療分野では、超音波検査の画像か

ら胎児の心臓異常を自動で検知する技術の開発、材料分野では、リチウムイオン電池の最

適組成を予測する技術の開発等、企業の期待に応えた成果が得られ始めている。 

 

④国内外の大学・研究機関との連携及び理化学研究所内での連携 

研究機関間連携については、国内の 34 の大学・研究機関との共同研究契約、海外の 43

の大学・研究機関との MoU 締結を行いながら取組を進めている。また、理研には我が国を

代表する総合的な研究所として、数理科学や計算科学、医科学等、多くの分野で優れた知

見が集積されていることを生かし、所内連携を進め、強みを生かした分野横断の研究が進

められている。 

 

⑤人材育成 

本事業では、人材育成が目標の一つに位置付けられており、学生、企業の研究者、技術

者を積極的に受け入れて、多様な分野の研究者が活動し、最先端の研究設備が備わった環

境の下、OJT を通じて AI 技術分野の人材育成を進めている。学生については、各大学等に

所属する PI の指導の下、非常勤の研究パートタイマーとして OJT で育成しており、平成

30 年度は 215 名を採用・育成している。企業の研究者、技術者については、企業側が抱え

る課題に関して、理研 AIP センターの研究者と共に課題解決に従事しており、平成 30 年度

は 40 社から 147 名を受け入れ、OJT での育成を実施している。 

また、MoU を締結している海外の大学・研究機関等から優秀な学生をインターンとして

受け入れており、平成 30 年度には 19 の国と地域から 54 名を採用・育成している。このよ

うに、理研 AIP センターにおいては、国内外問わず若手をはじめとする人材を受け入れ、
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育成そして輩出することで、人材還流の拠点としての機能を担うべく活動を行っている。 

 

⑥国際外部評価（アドバイザリーカウンシル） 

理研 AIP センターでは、理研全体の取組の一環として、国内外の有識者を委員とする国

際外部評価を実施している。令和元年５月に行われた国際外部評価においては、理研 AIP

センターの研究は国際水準を満たしており、社会的に非常に貢献する実績を挙げている等、

外部評価委員の視点から見ても、優れた研究が行われている旨の評価がなされている。ま

た、インパクトのある重要な活動にフォーカスしていくこと、各グループ間でのコラボレ

ーションを促進すること等、理研 AIP センターの今後の更なる発展に向けた助言を受けて

おり、その実施に向けた検討が進められている。 

（２）各観点の再評価 

当初設定された「必要性」「有効性」「効率性」の各観点における評価項目及びその評価 

基準は普遍的な妥当性を有しており、変更の必要は無い。 

＜必要性＞ 

 

評価項目 

・科学的・技術的意義（革新性、先導性、発展性等） 

・国費を用いた研究開発としての意義（国や社会のニーズへの適合性等） 

 

評価基準 

・理研 AIP センターが目指すビジョンを明確に示し、次世代の新たな人工知能基盤技

術を数件開発する等、事業における目標設定が革新的、先導的なものであるか 

・政府の方針に合致した研究計画となっているか 

 

AI 技術は、近年、加速度的に発展している。AI 技術は、第５期科学技術基本計画におい

て、我が国が目指すべき社会とされている Society5.0 を実現するための基盤となる技術の

ひとつである。その発展は、世界の産業構造を変革するとともに様々な分野の科学研究の

手法を大きく変革するものであり、その研究開発の推進は、極めて高い科学的・技術的意

義を有している。近年、米中を中心に国際競争が激化しており、我が国としても重点分野

として取り組むべく、昨年６月、「AI 戦略 2019」（以下「AI 戦略」という。）が策定された。

理研 AIP センターは、同戦略において、我が国の AI 研究開発推進の中核機関のひとつとし

て位置付けられており、極めて重要な役割を担っていると評価できる。  

理研 AIP センターは、AI 戦略において、研究開発については、理論研究を中心とした革

新的な基盤技術の研究開発で世界トップを狙い、また、その研究成果を迅速に社会で活用

させることを目指すこととされ、さらに、人材育成については、世界をリードする質の高

い研究人材の確保・育成を行うこととされている。こうしたミッションを達成すべく、理

研 AIP センターは、情報科学の最先端研究を糾合し、既存技術では解決できない新たな研

究課題や AI の普及により直面する社会的課題といった未知の領域を含む挑戦的な研究目

標を掲げ、現在主流の機械学習に関する基礎理論や応用技術のみならず、ELSI(Ethical, 

Legal and Social Issues)の問題をしっかりと扱うための研究体制も構築して取り組んで

おり、革新的、先導的、発展的な取組を行っていると評価できる。また、理研 AIP センタ
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ーは、長期的視点が必要な基盤技術の研究開発や人材育成に取り組んでいるが、これらの

課題は、民間企業が取り組むには限界があり、国として取り組む必要性があると評価でき

る。 

AI 技術の発展は大変速く、また、社会への適用が進むにつれて、新たな課題が発生して

きている。理研 AIP センターにおいては、国際的にも重要性が高まっており、また、AI 戦

略においても実施すべきとされた「Trusted Quality AI」に関する研究開発を強化してい

るほか、今般の新型コロナウイルス感染症の流行への対応に向けた研究開発を開始するな

ど、国際的な変化や、国・社会の新たなニーズに合わせてその研究開発計画の見直しが図

られており、評価できる。 

 

以上のことから、本事業の「必要性」は高いと評価できる。 

 

今後のさらなる発展に向けて、以下の助言点を記載する。 

・ これまでの３年間の立ち上げフェーズの成果を基礎として、今後の AI 技術の発展動

向や新型コロナウイルス感染症の流行による社会の変化の影響などの様々な状況変

化を見据えつつ、引き続き、理研 AIP センターの将来像や方向性に関するビジョンの

更なる明確化・具体化や見直しに努めていくことが重要である。 

・ 平成 28 年４月から開始された「AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリ

ティ統合プロジェクト」の中核的な研究センターとして設置された組織であることの

意義を再認識し、世界をリードする新しい研究の潮流を生み出すための新たな戦略を

早急に構築して、今後の研究活動を進めることを強く希望する。このような戦略の明

確化や共有は、若手研究者も含め参画する研究者が研究活動を進める上での指針を示

すものであり、理研 AIP センターが世界をリードする組織となるための必須の要件で

ある。また、人材育成を進める上でも方向性を共有できる体制は極めて重要である。

さらに、理研 AIP センターには、この分野で我が国がどのように世界をリードするか

を示すことが求められていることをもう一度認識して取り組んでもらいたい。 

 

＜有効性＞ 

 

評価項目 

  ・新しい知の創出への貢献、（見込まれる）直接・間接の成果・効果やその他の波及効

果の内容 

評価基準 

・理研 AIP センターの研究成果に基づく人工知能技術を活用することによって、科学

的発見を行い、革新的な研究成果の創出に資することができているか 

・理研 AIP センターにおけるオープンなプラットフォームを活用した研究開発を通じ

て、研究者の人材育成に資することができたか 

 

国際的な人材獲得競争の中、センター長を中心として、短期間に国内の AI 関係研究者の

ネットワークを作り、非常勤 PI としての採用も含めて全国から優れた研究者を糾合すると

ともに、海外の研究者も数多く招聘して組織を立ち上げ、発展させてきた点は高く評価で

きる。 
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理研 AIP センターの３つの研究グループにおいて、（１）課題の進捗状況に記載のとおり、

研究活動が進められてきている。開所後体制整備の期間を経て、現在の体制が整ってから

約３年が経過した段階ではあるが、AI 分野の先導的な理論研究の成果を国内外に向けて発

信し、高く評価されてきていること、企業との共同研究においても、成果の製品への実装

に向けた取組が進展している事例が出始めていること、AI に関する倫理指針策定への参画

など、研究実績や具体的な実装事例も出てきており、今後見込まれるものも含めて、AI 技

術に関する革新的な研究成果の創出と多様な分野における AI 技術の活用や AI 技術による

研究の加速に大きく貢献する活動を行っているものと評価できる。今後も、個人レベルの

研究に留まらず、研究課題や得られた成果等の共有、水平展開等を行い、研究グループ間

の一層の連携を進め、国際競争力のある、独自性の高い研究成果の効果的な創出や他分野

への貢献につなげていくことが期待される。また、新型コロナウイルス感染症の流行への

対応に向けた研究開発も開始しており、有効な成果が早期に得られることが期待される。 

人材育成については、センター内のみに閉じず、外部の関係機関との連携を進めており、

国内外の学生、国内企業の研究者を OJT で多数受け入れ、最先端の研究開発や AI 技術の社

会実装を担う人材の育成に積極的に取組んでいることや、優れた若手 PI の積極的な採用に

力を入れている点が評価できる。 

研究成果のオープン化については、ホームページや公開シンポジウム等での情報発信等

が進められており評価できる。また、全国の大学、研究機関等との連携の下、AI 戦略に基

づく「AI 研究開発ネットワーク」の中核機関のひとつとして成果の情報発信や同ネットワ

ーク参画機関間での共有等を開始していることも研究成果のオープン化の観点から評価で

きる。 

 

以上のことから、本事業の「有効性」は高いと評価できる。 

 

今後のさらなる発展に向けて、以下の助言点を記載する。 

・ 基盤技術の新たな潮流を生み出していくには、実践的な活動の中で様々な分野の研究

者や社会とつながることが重要である。他分野や産業界との連携は、成果の波及・還

元のみならず、新たなニーズをつかみ取る機会でもあり、他分野の専門家・研究者等

や他の研究機関、産業界、NPO 等との連携を、今後とも、拡大、深化させていくこと

が重要である。 

・ このため、学術界のみならず、一般の社会や産業界等への情報発信や広報活動の強化

が重要であり、研究成果のオープン化の推進等をより一層進めていくことが期待され

る。 

・ AI 研究の基盤であるデータの集積について、他機関との連携も含め、戦略的に取り

組むことが重要である。また、データの有効な保管・管理、活用について、理研全体

の方針に基づき適切なマネジメントがなされるよう引き続き取り組むことが重要で

ある。 

・ 他の国のプロジェクトや他分野の研究者等との連携も含め、理研 AIP センターにおい

て、さらに、国籍や性別等、多様な人材を糾合・育成することは、公的研究開発機関

の役割として重要であり、同時に、理研 AIP センターの研究開発及び人材育成の幅を

広め、革新的で、インクルーシブな研究成果の創出を促進するものと期待される。ま

た、世界的に逼迫している優秀な研究人材の糾合にあたって、研究環境及び待遇等の
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検討が必要であれば率先して進めてもらいたい。 

・ 理研 AIP センターの研究成果を発信する仕組みとして、プログラム等をまとめた基盤

的なプラットフォームの構築を目指すことは有効と考えられる。 

・ 新型コロナウイルス感染症の流行により生じた今般の世界的な危機や社会構造の変

化に対し、理研 AIP センターの強みを生かして対応することも、基盤技術の研究開発

と並んで重要である。その際、現場の実態に即した研究成果を目指すとともに、使用

したデータやアルゴリズム等のオープン化やそれらの精度に関する情報公開にも十

分に配慮すべきである。 

 

＜効率性＞ 

 

評価項目 

・費用構造や費用対効果向上方策の妥当性 

評価基準 

・目的の達成に向けて、効率的な研究を推進するための適切な実施計画と体制が形成

され実施されているか 

 

本事業では、５つの重点テーマを効果的かつ効率的に実施するため、センター長のリー

ダーシップの下、３つの研究グループを設置し、これらの得意分野を生かした連携を図る

とともに、研究開発を支える運営、事務支援についても体制を整備しており、外国人研究

者への利便性の向上や研究グループ間でのコミュニケーションの向上に組織的に取り組ん

できている。また、非常勤 PI を多数活用することによって全国的なサブ拠点のネットワー

クを構築し、研究拠点としてのユニークな強みとしているなど、限られた予算の中で存在

感のある研究組織を運営している点や、立ち上げ段階が終わり、研究内容やグループ構成、

資源配分の見直しを進めている点は評価できる。 

基礎研究を中核としつつも、企業と４つの連携センターを設け、複数のグループが参画

する形での共同研究の実施や実用化に向けた成果の創出がなされているとともに、産業界

との連携担当として配置されたコーディネーターを活用した共同研究の発掘や計画遂行を

行っている点、加えて、理研内での計算科学分野や医療分野との連携に関する取組は評価

できる。 

さらに、理研全体の取組の一環として、国際外部評価を実施しており、国内外の有識者

から得られた専門的・俯瞰的な意見を、運営に生かすべく検討を進めていることは評価で

きる。 

 

以上のことから、本事業の「効率性」は高いと評価できる。 

 

今後のさらなる発展に向けて、以下の助言点を記載する。 

・ 新型コロナウイルス感染症の流行による社会のニーズの変化も含め、AI の関係する

研究開発動向は、非常に変化が速く大きい。それらを適時適切に反映した明確なビジ

ョンや戦略の下で、個別の研究プロジェクトの目標設定及び評価、研究内容の戦略的

重点化や研究グループ構成の見直し、資源配分等を柔軟かつ迅速に行っていく必要が

ある。 
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・ 研究拠点としての更なる相乗効果が得られるよう、サブ拠点との連携、研究グループ

間の連携、他の理研の研究グループとの連携等を強める仕組みや環境を構築するとと

もに、スーパーコンピュータ「富岳」等の理研内部の資源の活用や関係部門との連携

を図ることで、研究効率及び費用対効果の高い運営がなされることを期待する。 

・ サブ拠点に関しては、大学の AI 研究拠点との組織的な連携へと発展させ、理研 AIP

センターが日本全体の、そして世界的な、AI 研究のハブとなることを期待したい。 

・ 社会や産業界、他分野との連携については、理研 AIP センターの持つ強みを生かしつ

つ、理研 AIP センター自身の発展にも役立つ観点から、引き続き実施していくことが

重要である。また、他の研究機関等の方策も参考にしつつ、安定的な研究の推進につ

ながるよう、継続して、効果的、効率的な方策や体制の整備等を進めるべきである。 

 

（３）今後の研究開発の方向性 

本課題は「継続」、「中止」、「方向転換」する（いずれかに丸をつける）。 

理由：AI 戦略の下、我が国として、AI 分野の基盤技術を国際的に牽引する研究開発の必要

性は一層高まっており、（２）に記載のとおり、本事業の「必要性」、「有効性」及び「効率

性」について、これまでの立ち上げの期間の実績は高く評価できるところである。今後、

理研 AIP センターが、次のフェーズに早期に移行し、世界の AI 研究をリードする存在に発

展することを強く期待する。 

AI をはじめとする情報科学技術分野の変化は速く、また、海外企業や研究機関等の間で

の研究開発競争も激しい中で、その将来ビジョンや戦略を明確に示し、かつ柔軟に見直し

を行うことは、極めて重要である。さらに、今般の新型コロナウイルス感染症の流行のみ

ならず、今後の新たな感染症や自然災害、社会問題の複雑化の可能性も考慮すれば、AI を

はじめとする情報科学技術の活用や更なる発展への社会的要請は、世界的にも、一層高ま

るものと考えられる。様々な科学的・社会的ニーズや他の研究機関や企業等との新たな連

携の可能性も生じるであろう。 

このような、今後想定される変化を踏まえ、理研 AIP センターにおいては、ビジョンの

早急な明確化・具体化を図り、状況の変化に対応した柔軟な見直しを続けて、AI 研究の新

たな潮流を創出し、世界の AI 研究を先導する研究拠点として更なる発展を遂げることを強

く期待したい。 

また、（２）においては、様々な視点・助言点等も記載しており、今後事業を進めていく

に当たっては、これらを十分勘案して取り組むことが重要である。 

（４）その他 

AI 分野をはじめ急速に発展する情報科学分野においては、論文数等の従来の評価指標で

は、国が真に期待する実績や成果を的確に評価できないと危惧される。そもそも論文に偏

重しない研究評価の重要性は世界中で認識されており、最近では、中国がＳＣＩ論文を評

価の目安にしないとの方針を公表するなど、海外においても従来の評価からの転換の動き

が伺える。評価指標が我が国の将来を決めるような本事業に枠をはめることにならないよ

うに、新しい評価のためのマイルストーンやエビデンスを設定する必要がある。評価に当

たる側の課題として、今後早急に検討すべきである。 
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情報科学技術に関する 

研究開発課題の中間評価結果 

（案） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和２年７月 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

（以下、【資料 1-2-2】に同じ） 

 

資料 1-2-3 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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2016

（H28）

2017

（H29）

2018

（H30）

2019
（H31/R1）

2020

（R2）

2021

（R3）

2022

（R4）

2023

（R5）

2024

（R6）

2025

（R7）

2026

（R8）

2027

（R9）

研究開発計画：
大目標

人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」の実現に向けた取組を強力に推進し、世界に先駆けて実現するため、新たな価値創出のコアとなする基盤技術につ
いて強化を図る。
大目標達成のために必要な中目標
内外の動向や我が国の強みを踏まえつつ、中長期的視野から、21世紀のあらゆる分野の科学技術の進展と我が国の競争力強化の根源となり得る量子科学
技術の研究開発及び成果創出を推進する。

【量子科学技術関連】 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化

今回審議する研究開発課題

我が国の競争
力強化の根源
となり得る優
れた研究成果
の創出

官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の推進
○国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構における加速器等の整備

後前 中

大型研究
施設の整
備・共用
の推進

我が国の研究
力強化や生産
性向上への貢
献による国際
競争力の強化

（注）中間評価はステージゲート評価を予定
（R6年度、R9年度の中間評価は、R2年度新規に開始
したプログラムを対象）

次世代加速器要素技術開発プログ
ラム

後

大強度陽子加速器施設（J-PARC）の整備・共用

中 中

大型放射光施設（SPring-8）・X線自由電子レーザー施設（SACLA）の整備・共用

中 中

経済・社
会的な重
要課題に
対し、量
子科学技
術（光・量
子技術）を
駆使して、
非連続的
な解決を
目指す研
究開発の
推進

最先端の光の創
成を目指した研
究拠点プログラ
ム

後

光・量子融合連
携研究開発プロ
グラム

後

年度

光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）
前 中中 中 中

（注） （注）（注）（注）

資料1-3-1
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16
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次世代加速器要素技術開発プログラムの 

事後評価結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年３月 

量子科学技術委員会 

資料 1-3-2 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 

量子科学技術委員会 委員名簿 

 

 

                                

（臨時委員） 

◎雨宮 慶幸 公益財団法人高輝度光科学研究センター 理事長 

 

（専門委員）       

飯田 琢也  大阪府立大学大学院 理学系研究科 准教授 

岩井 伸一郎  東北大学大学院 理学研究科 教授 

岩本  敏  東京大学 生産技術研究所 教授 

上田 正仁  東京大学大学院 理学系研究科 教授 

○大森 賢治  自然科学研究機構 分子科学研究所 教授 

小杉 信博  高エネルギー加速器研究機構 物質構造科学研究所 所長 

城石 芳博  株式会社日立製作所 研究開発グループ 技術顧問 

根本 香絵  国立情報学研究所 情報学プリンシプル研究系 教授 

早瀬 潤子  慶應義塾大学 理工学部 准教授 

平野 俊夫  国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 理事長 

美濃島 薫  電気通信大学 情報理工学研究科 教授 

湯本 潤司  東京大学大学院 理学系研究科 教授 

 

（敬称略、五十音順、◎：主査、○：主査代理） 
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科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 

量子科学技術委員会 量子ビーム利用推進小委員会 
委員名簿 

 

（臨時委員） 

○ 雨宮 慶幸  公益財団法人高輝度光科学研究センター 理事長 

伊地知 寛博  成城大学社会イノベーション学部 教授 

（専門委員） 

石坂 香子  東京大学大学院工学系研究科 教授 

内海 渉  国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構量子ビーム科学部門 次世代放射光施設整備開発センター長 

岸本 浩通  住友ゴム工業株式会社研究開発本部 分析センター長 

鬼柳 善明  名古屋大学大学院工学研究科 特任教授 

◎ 小杉 信博  高エネルギー加速器研究機構物質構造科学研究所 所長 

近藤 寛  慶應義塾大学理工学部 教授 

阪部 周二  京都大学化学研究所 教授 

佐野 雄二  自然科学研究機構分子科学研究所社会連携研究部門 プログラム・マネージャー 

高橋 瑞稀  第一三共 RD ノバーレ株式会社合成化学研究部 主任研究員 

高原 淳  九州大学先導物質化学研究所 主幹教授 

田中 均  国立研究開発法人理化学研究所放射光科学研究センター 副センター長 

宮内 忍  宮内公認会計士事務所 所長 

山重 寿夫  トヨタ自動車株式会社第 2 材料技術部材料創生・解析室先端解析グループ 主幹 

山田 和芳  高エネルギー加速器研究機構 名誉教授 

（◎：主査、○：主査代理、敬称略、五十音順） 

 

※ 本プログラムの参画研究者である委員は評価に加わっていない。 
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次世代加速器要素技術開発プログラムの概要 

 

１． 課題実施期間及び評価実施時期 

平成 28 年度～平成 30 年度 

事後評価 令和元年度 

 

 

２． 研究開発概要･目的 

我が国の科学技術全体を支える基盤技術である「光・量子ビーム技術」においては、先導

的な技術開発や利用研究を推進するとともに、分野融合を含めた様々な可能性へのチャレン

ジにより、境界領域を開拓していくことが期待されている。そのような技術のうち、次世代

加速器は高エネルギー物理学のフロンティア開拓、放射光光源、医療応用等の広範な分野に

亘って、学術研究から産業応用、社会生活を支える重要な基盤技術である。 

そのため本研究開発課題では、高性能・省コストの次世代加速器の中でも、特に汎用性が

高く、また緊急性の高い次世代の放射光をターゲットとし、高性能化のボトルネックとなっ

ているビーム入射スキームに関する実装可能な基盤技術を開発し、世界を先導する次世代加

速器を実現する礎となることを目指す。 

 

３． 研究開発の必要性等 

【必要性】 

平成 28 年度より実施した本研究開発課題の検討に際し、第４期科学技術基本計画（平成

23 年度～平成 27 年度）においては、それまで分野別に重点化された科学技術の振興に代わ

って、問題解決型あるいは課題対応型で科学技術を進め、更にイノベーションを推進するこ

とが示され、また分野融合やイノベーションの促進に向け、飛躍的な技術革新をもたらし、

幅広い研究開発課題に共通して用いられる基盤技術の高度化や施設及び設備のネットワーク

化、研究開発の促進、相互補完性の向上等が示されている。 

特に、光・量子科学技術については、第４期科学技術基本計画においては｢領域横断的な科

学技術の強化｣として、｢複数領域に横断的に活用することが可能な科学技術や融合領域の科

学技術に関する研究開発を推進する｣ことが明記されており、現行の第５期科学技術基本計画

（平成 29年度～令和２年度）においても当該技術は「新たな価値創出のコアとなる強みを有

する基盤技術」と位置付けられ、「複数の技術が有機的に結び付くことで、相互の技術の進展

を促すことも予想されるため、技術間の連携と統合にも十分留意する。」とされている。 

光・量子ビーム科学技術は、基礎科学から産業応用に至るまで共通基盤としてのキーテク

ノロジーであり、イノベーションを支える基盤技術としてその果たす役割と重要性は益々高

まっており、先導的な技術開発や利用研究を推進するとともに、分野融合や境界領域の開拓

及び高度な研究人材の育成を促進し、我が国の優位性を更に確固としていくことが必要であ

る。 
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本研究開発課題は、先導性や発展性等の観点から科学的・技術的意義が高いことに加え、

産業応用や国際競争力の向上等の観点から社会的・経済的意義、また国や社会の課題解決へ

の貢献等の観点から国費を用いた研究開発の意義についても高いものである。 

 

【有効性】 

本研究開発課題は、平成２０年度より実施している「光・量子科学研究拠点形成に向けた

基盤技術開発」で得られた課題や状況の変化を踏まえ、光・量子ビーム科学技術の更なる発

展を目指すための重点的課題として検討されてきたものである。  

具体的には、次世代放射光加速器において高いエネルギー効率を維持しながら、より微細

な現象の探索を可能とする極低エミッタンスを実現するため、加速器の基本性能に影響を与

えることなく必要な蓄積電流まで安定にビーム入射を可能とする新たな技術を開発するもの

である。また、本研究開発課題では、実装を前提に研究を進めたものであり、こうした技術

開発の成果は今後、現在建設中の次世代放射光施設に設置する加速器や、SPring-8 の加速器

の高度化にも活用され、貢献するものであり、有効性は極めて高い。 

 

【効率性】 

本研究開発課題では、平成２０年度から実施している「光・量子科学研究拠点形成に向け

た基盤技術開発」のうち主に｢量子ビーム基盤技術開発プログラム｣の成果や課題等を踏まえ

更なる発展を目指すものであり、先導的な取組を推進するものである。 

そのため、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成６年法律第 78 号）第２

条第３項に規定する特定放射光施設である SPring-8 及び SACLA を設置・運営する理化学研究

所が中心となり、事業全体の運営を管理するとともに、ＰＯによるプロジェクトマネジメン

トによる連携・協力を強化することとしており、効率的な成果の確実な創出に向け、強力な

推進体制を構築する。 

また、事業の推進に際しては、毎年度進捗確認を実施して、内外の研究動向や諸状況も踏

まえつつ、計画の見直しや必要に応じた改廃を行うこととしており、成果の着実な創出が図

られるように実施された。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H28(初年度) H29 H30 総額 

予算額 49 百万円 49 百万円 50 百万円 148 百万円 

執行額 49 百万円 49 百万円 50 百万円 148 百万円 

 

５． 課題実施機関･体制 

プログラムオフィサー（PO） 大垣 英明 京都大学エネルギー理工学研究所 教授 

採択課題「革新的次世代リング加速器ビーム入射部の開発」 

代表機関 国立研究開発法人理化学研究所 

参画機関 公益財団法人高輝度光科学研究センター、株式会社トーキン、日本高周波株式会社  
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事後評価票 

 

（令和２年３月現在） 

１．課題名 次世代加速器要素技術開発プログラム 

２．研究開発計画との関係 

 施策目標：未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

 

 大目標（概要）： 

人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」の実現に向けた取組を強力に推進し、

世界に先駆けて実現するため、新たな価値創出のコアとなる基盤技術について強化

を図る。 

中目標（概要）： 

内外の動向や我が国の強みを踏まえつつ、中長期的視野から、21 世紀のあらゆる分

野の科学技術の進展と我が国の競争力強化の根源となり得る量子科学技術の研究開

発及び成果創出を推進する。 

重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)： 

Society 5.0 関連技術を横断的に強化していくために、量子科学技術を支える共通

的な基盤技術の研究開発を長期的視点に立ち推進する。 

 本研究開発課題が関係するアウトプット指標： 

  論文数、若手の関連事業参画数 

本研究開発課題が関係するアウトカム指標： 

優れた研究成果の創出状況 

 

３．評価結果 

（１）課題の達成状況      

＜必要性＞ 

評価項目 

  科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性、発展性等）、国費を用いた研究開発と

しての意義（国の関与の必要性、妥当性等） 

 

評価基準 

・光・量子ビーム技術の連携による先導的な技術開発や利用研究が行われたか 

・将来を俯瞰した基盤技術の開発・発展による波及効果があったか 

 

本プログラムにより、先端的な加速器ビーム入射部の開発及び実用化を展望した性

能実証が行われ、次世代加速器の基礎となる技術の開発に大きな貢献を果たした。ま
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た、本プログラムは国立研究開発法人だけでなく、民間企業２社を含む参画機関間の

研究者の緊密な連携協力により遂行された。本プログラムにより開発された技術は、

建設が進む次世代放射光施設に実装される予定である。また、今後の加速器の更なる

高度化への貢献など、基盤技術の開発・発展に係る波及効果が認められた。 

本プログラムは、科学的・技術的意義が大きく、我が国の研究力向上とイノベーシ

ョン創出への高い貢献が期待されるなど、国費投入の意義のあるものと評価できる。 

 

＜有効性＞ 

評価項目 

  研究開発の質の向上への貢献、実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組 

 

評価基準 

・光・量子ビーム科学技術による分野融合や境界領域を開拓し、施設・装置等の基盤

施設の高度化による研究開発の質向上に貢献したか 

・学術、産業の多分野の研究交流が図られ、実用化に向けた課題解決に貢献したか 

 

本プログラムにより開発された先進的な装置・手法は、まずは建設が進む次世代放

射光施設に実装され有効活用される。さらに、それらの成果は、今後の SPring-8 の加

速器の更なる高度化を始めとする最先端の共用施設等の高度化や光・量子ビームの利

用拡大に貢献するものと期待される。 

本プログラムは、民間企業２社を含む参画機関間の研究者の緊密な連携協力により、

実用化に向けた課題解決に成果があったものであり、光・量子ビームの基盤技術の高

度化による研究開発の質向上に貢献し、今後研究機関間や学術と産業界との連携が一

層深化することで、実用化等に向けた産業界の課題解決に寄与するものと評価できる。 

 

＜効率性＞ 

評価項目 

  計画・実施体制の妥当性 

 

評価基準 

・ＰＯによるプログラムマネジメントは妥当であったか 

・参画する研究機関が密に連携する体制を構築できたか 

 

本プログラムのＰＯは、プログラム運営に留意し、プロジェクトについて現地訪問

や進捗評価等のコミュニケーションを密に行う体制を構築するとともに、プロジェク

トの適切な評価及び評価結果を資金配分に反映すること等により、効率的な成果創出

に貢献した。 

特に、実質２年余りの課題実施期間において一定の成果を得ており、効率性に関し

てプロジェクトチーム内のマネジメント力と特出した研究開発力が発揮されたものと

考えられる。 
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（２）総合評価 

 ①総合評価 

本プログラムは、研究開発計画に掲げる施策目標「未来社会を見据えた先端基盤技

術の強化」に則り遂行された。また、本プログラムの目的である高性能ビーム入射ス

キームを実現する主要構成機器を開発し、プロトタイプを製作した上でその性能を実

証したことについては、国費投入に見合う成果が創出されたと評価する。 

特に、本プログラムの成果としての基盤技術については、現在建設中の次世代放射

光施設の蓄積リングのビーム入射部に応用される予定であり、文部科学省「今後の光・

量子ビーム研究開発の推進方策について」（平成 25 年 1 月 31 日 科学技術・学術審議

会先端研究基盤部会）における提言にも応えるものであり、本プログラムの目標は十

分に達成されたと考えられる。 

 

 ②評価概要 

本プログラムにより創出された成果は、現在建設中の次世代放射光施設を始めとす

る我が国の共用施設・設備など、光・量子ビームの利用環境の高度化に貢献すること

が期待される。 

（３）今後の展望 

放射光や中性子、レーザーといった光・量子ビームの利用環境は、今や無くてはな

らない研究開発基盤として、産学の幅広い研究分野に活用されている。本プログラム

を通じて、これらの研究開発基盤の高度化や、産学連携研究が進むことで、我が国の

研究力、産業競争力強化等、研究開発計画に掲げる施策目標に則り、Society5.0 実現

への貢献が見込まれる。 

 

我が国においては、新たな軟Ｘ線向け高輝度放射光源である次世代放射光施設の建

設など、光・量子ビームの利用環境の整備が引き続き進められている。本プログラム

の成果をこうした施設・設備の高度化に適切に反映し、施設・設備を利用する幅広い

分野の研究者の研究開発に貢献していくことが求められる。 

 

本プログラムで開発された次世代の放射光加速器のための要素機器システムは、電

子ビームエネルギーを 3GeV に想定したパラメータで製作されており、現在建設が進む

次世代放射光施設に設置され、実際の運転に利用予定である。技術開発機器が実運用

に供され、実運用を通して得られる情報から、さらなる高度化に向けた問題点が洗い

出され、次の要素技術・システム開発へと繋がるポジティブなスパイラルの形成が期

待される。 
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量子科学技術に関する 

研究開発課題の事後評価結果 

（案） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

令和２年７月 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

（以下、【資料 1-3-2】に同じ） 

 

資料 1-3-3 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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研究開発・評価分科会における 

研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめ（案） 

 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 

 

研究計画・評価分科会に属する各分野別委員会等において実施された研究開発プログ

ラム評価の試行的実施に関して、別紙のとおり各分野別委員会等より様々な意見が示さ

れた。 

これを踏まえ、とりまとめを行った分科会事務局としての見解及び今後の対応につい

て考え方を以下のとおり整理した。 

 

１． 各分野別委員会等における対応状況と主な意見のまとめ 

 

 ○ 「研究開発課題」の評価については、評価手順や様式が明確であり、かつ既に評価

作業が定着している。一方で、今般の研究開発プログラムの評価は、試行的な取組

であり、様々な形で評価作業がなされたが、概ね各分野別委員会等及びその事務局

における評価作業は大変困難であったとの意見が多く示された。 

 

 ○ その理由として、大きく３つの意見に整理できると考える。 

 

 研究開発計画に記載されている内容（具体的には、中目標毎のアウトプット指標

及びアウトカム指標）の各分野の性質に合わせた検討・見直しや、研究開発プロ

グラムの評価の具体的な進め方の検討が、研究開発計画を策定した時点（平成 28

年度）以降、具体的になされていなかったため、結果として、後付けの評価を行

うことが相応しくないのではないかとの印象を感じられた委員がおられた。 

 研究開発プログラム全体を改めて俯瞰することの意義（分野別委員会等において

は、日常的な審議・検討を通じて分野全体を俯瞰していると感じられる委員がお

られた）や、そもそも何をどのように俯瞰するのかといった、純粋な疑問を持た

れる委員がおられ、客観的に把握できるエビデンスによる俯瞰というアプローチ

についての共通見解を各分野別委員会等において持つことが難しいこともあっ

た。 

 政策研究大学院大学の林委員より別途示された「プログラム評価議論用資料」を

用いてプログラム評価の意義や進め方について分野別委員会等や事務局に対して

説明を行うとともに、林委員をはじめとする「科学技術・学術政策局アドバイザ

ー（研究開発評価担当）※」との意見交換の場を設けるなどの工夫を行ったもの

の、具体的な作業に落とし込むにはノウハウ・スキルの両面で困難であった。 

 
※ 安 藤 二 香 政策研究大学院大学 学術国際課 専門職 

伊地知 寛 博 成城大学 社会イノベーション学部長、教授（分科会委員） 

小 林 直 人   早稲田大学 教授 研究戦略センター副所長／研究院 副研究院長 

田 原 敬一郎  公益財団法人未来工学研究所 政策調査分析センター 主任研究員 

塚 本 恵    キャタピラー代表執行役員、渉外・広報室長（分科会委員） 

林 隆 之    政策研究大学院大学 教授（分科会委員） 

 

資料 2-1 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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○ 一方で、各分野別委員会等においては、研究開発プログラムのような一定のまとま

り毎に分野等を俯瞰し、客観的に把握することについては、個々の分野におけるこ

れまでの検討経緯・特性・事情などによって、多様な検討・工夫がなされた。 

 

 例えば、研究開発計画とは別の形で計画・戦略作りがなされているものや、分野

を俯瞰する取り組みがあり、その計画・戦略や分野全体を俯瞰するエビデンスを

ベースに必要な改善を図る取り組みがなされているものが見受けられた。この場

合、わざわざ研究開発プログラムを再定義して、屋上屋を重ねる取組を行うよ

り、この取組を充実・強化することが重要であるとの共通理解が得られた。 

 また、研究開発計画に対して、これに基づくマネジメントや評価を行うとの考え

方が形骸化しているため、評価作業に落とし込みづらい、評価になじみづらいと

の意見もあった。 

 さらに、専門分野の専門知識は専門外の有識者や国民にとっては理解や把握が困

難な場合もあり、研究開発プログラムは誰にとっても分かりやすいエビデンスと

なりうることや、客観的なエビデンスによって様々な視点から全体を俯瞰するこ

とで専門家にとっても思いもよらない新たな気づきを得られる可能性があるとの

意見も示された。 

 

 

２． 今後の対応について 

 

今般の研究開発プログラム評価の試行的な実施により、様々な課題や視点が得られ

た。これを踏まえ、今年度は、以下の３点を軸に、分科会事務局を中心に検討を進めて

いくこととしたい。また、次期科学技術基本計画が策定された後に、検討・調整状況を

ご報告しつつ、改めてご議論いただきたい。 

 

 研究開発計画は今期限りとし、分野ごとの特性や事情等を考慮し、新たな枠組み

として、分野ごとに研究開発の進め方戦略等を記載した「研究開発戦略・計画

（仮称）」と分野全体を客観的に俯瞰・把握できるとともに、分野全体を評価す

るための基盤となる「研究開発プログラム」を策定する方向で検討を進める。

（別資料） 

 「研究開発戦略・計画」（仮称）については、政府全体を対象とした既存の戦

略・計画などがある場合は、出来る限りそれを取り込んだものとする。又はそれ

をもって代えることが可能な仕組みとする。 

 「研究開発プログラム」については、具体化するためには、追加的な労力が必要

となることに加え、客観的なエビデンスに対するリテラシーが必要となるため、

SciREX（政策のための科学）事業のプロジェクトを活用することにより、研究評

価の専門家や分科会事務局が、分野別委員会等事務局をサポートする仕組みを検

討する。 
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（別紙） 

 

各分野別委員会等における評価結果の概要と主な意見 

 

（１）情報科学技術分野 ※１ 

 

情報委員会において検討を行った結果、第５期科学技術基本計画において示された

超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術（サイバーセ

キュリティ技術、IoT システム建築技術、ビッグデータ解析技術、AI 技術、デバイス

技術、ネットワーク技術、エッジコンピューティング）については、期間中に一定の

強化が図られたとのとりまとめがなされた。一方、新型コロナウイルス感染症の流行

により AI 技術をはじめとする情報科学技術に対する期待は高まっており、「富岳」

等の計算資源と多様なデータが学術情報ネットワークで接続され、一体的かつ有効に

機能することの重要性が示された。また、新たな評価基準のあり方を不断に検討し、

それらを取り込んだ評価システムを構築する必要性が示された。 

 研究開発プログラム評価に当たっては、文部科学省としての政策評価や行政事業レ

ビュー等と重複して評価を行うことは事務負担が大きく、可能な限り評価項目を共通

化するなど効率的な実施とすることが必要であるとの指摘がなされた。また、今般の

新型コロナウイルス感染症の流行のような社会的価値観に劇的な変化をもたらす突発

的な事態にも適切に対応できるよう、計画変更が行えるようしておくことの重要性が

示された。その他、被評価者と評価者が施策の進捗に応じて評価基準の見直しをする

ことや、評価の機会への若手研究者の参画を促すためのオンライン会議の活用の必要

性なども示された。 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 ※１ 

 

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会において検討を行った結果、同分野におけ

る中目標の下で行われている、「元素戦略プロジェクト」、「ナノテクノロジープラ

ットフォーム」、「材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業」の３つの

事業は相互補完的なポートフォリオを形成し、三位一体でその成果が最大限発揮され

る関係にあること、また研究開発を行う事業と基盤となる事業のバランスが取れてい

るほか、主に基礎研究分野で活躍している研究者が、産業応用に繋がる研究開発にも

参加できる機会を提供している等、中目標達成に寄与しているとの評価案が示されて

いる。 

一方で、評価について、分野全体を俯瞰するには JST の取組等も含めた公的投資を

広く見た上で、相乗効果や人材育成、予算規模や重要な研究開発等を議論すべきとい

う点や、現在だけでなく過去から未来に向けた時間軸を意識した評価が重要である点

について指摘がなされた。また、同分野においては、論文の被引用数 TOP1%、10%等の

論文指標を強調しすぎることによる弊害も指摘された。 

その他にも、既存の枠組にとらわれない、研究者が広く注目できる施策の制度設計

の重要性や、大量のデータを利活用し、同分野の研究開発のデジタルトランスフォー

メンション等を推進することが、中目標の更なる達成に繋がるとの指摘もなされた。 
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（３）量子科学技術分野 ※３ 

 

  統合イノベーション戦略推進会議の下、本年１月に取りまとめられた「量子技術イノ

ベーション戦略」に基づき、本プログラム評価の構成等を検討することとしていたた

め、現時点までに右評価は実施しておらず、今後、構成・方策等を含めて検討していく

予定。 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 ※１ 

 

 環境エネルギー科学技術員会において検討を行った結果、３つの中目標（温室効果

ガスの抜本的な削減に寄与する研究開発やその成果を企業や他省へ橋渡しすること、

気候変動に関する予測情報やメカニズム解明等の科学的な知見を関係省庁や地方公共

団体等の適応策検討・立案に活用を促しまた IPCC や共同研究等を通じた国際貢献に

も寄与すること、データ統合・解析システム（DIAS）の構築やシステム上のデータの

利用推進を図ること）に関しては、何れも成果を挙げているとのとりまとめがなされ

た。 

 一方で、３つの中目標ごとにならべることによって、目標間の連携や他の目標への

波及効果などを追加的に評価できることが望ましいこと、現在内閣府において検討が

進められている「研究開発における追跡調査・追跡評価」等の枠組み等を活用し、プ

ログラムの研究開発成果の展開状況と成果還元・波及効果の状況を把握することが望

ましいとの考え方も示された。 

 

 

（５）核融合科学技術分野 ※１ 

 

 核融合科学技術委員会において検討を行った結果、研究開発課題と研究開発プログ

ラムの単位（中目標）が一致していることや、平成 29 年 12 月にとりまとめた報告書

「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」において、原型炉段階に移行するための原

型炉開発ロードマップを作成することや、ロードマップに基づいて各要素技術の技術

的成熟度を確認するためのチェックアンドレビューを実施することとなっており、当

該レビュー作業を研究開発プログラム評価に位置づけてはどうかとの考えが示され

た。なお、直近の中間チェックアンドレビューが令和３年度を目途に実施される予定

となっている。 

一方で、研究開発プログラム評価の切り口では、技術的成熟度の確認のみならず、

国内はもとより海外も含めた研究成果や研究ネットワークの状況（できれば経年変

化）、産業界を含めた人材育成の状況などの把握にも努めることが適当ではないかと

の意見が示された。 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 ※１ 

 

  脳科学委員会において検討を行った結果、現在は、複数の中目標にまたがる形で３

つの研究開発課題（脳プロ、革新脳、国際脳）が進められていること、内閣官房健
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康・医療戦略室において各省連携による統合プロジェクトの見直しが検討されてお

り、これに併せて文部科学省における戦略的な脳科学研究の推進方策を検討するため

の作業部会が設置され、検討が進められていることなどから、研究開発プログラムの

試行的な評価を、脳科学研究全体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であっ

た。 

  また、現在、内閣官房で進められている９つの統合プロジェクトのうち、「脳とこ

ころの健康大国実現プロジェクト」と相補的な形で、新たに「脳とこころの研究推進

プログラム（仮題）」を設置し、この中に研究開発課題を集約するとともに、現在、

研究開発課題毎に配置されている PS、PO などの再配置も視野に検討が進められてお

り、これらの再編・改善が整った段階で研究開発プログラム評価のあり方を検討する

ことが適当ではないかとの意見が示された。 

 

 次に、ライフサイエンス委員会において検討を行った結果、現在は、５つの中目標に

またがる形で１６個の研究開発課題が進められていること、内閣官房健康・医療戦略

室において各省連携による統合プロジェクト（一つ一つが研究開発プログラムに相

当）が進められており、ここでも有識者による評価を受けていることなどから、研究

開発プログラムの試行的な評価を、ライフサイエンス分野の１６個の研究開発課題全

体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であったという意見が示されている。 

  このため、今後は、いわゆる評価疲れの観点も踏まえ、研究開発計画によらず、内

閣官房で進められている９つの個々の統合プロジェクトを研究開発プログラムと位置

づけ、内閣官房で設定されている KPI 等に基づく厚生労働省や経済産業省も含めて実

施される健康・医療戦略推進本部の下での評価をもって代えることが適当ではないか

との意見が示された。 

 

 

（７）防災科学技術分野 ※３ 

 

防災に関する研究開発は幅が広く、防災をテーマに実施される他分野における研究開

発や、文部科学省以外の機関において実施される研究開発があるほか、これらの研究開

発に対しては、他機関においても別途の評価等が実施されている。文部科学省において

分野全体を俯瞰・把握した上での研究開発プログラム評価の実施には効果と効率の観点

から再考を要する。したがって、ここでは、防災科学技術委員会において、施策マップ

にある研究開発課題を通じて得られた各種成果の評価を実施するに際しては、第５期科

学技術基本計画により示された「自然災害への対応」の観点を重視したところ、一定の

貢献が認められ、自然災害に対する防災科学技術の推進がなされたとの評価がなされ

た。 

 

 

（８）航空科学技術分野 ※１ 

 

航空科学技術委員会において検討を行った結果、社会からの要請に応える研究開

発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及び航空産業の持続的発展につながる基盤

技術の研究開発が何れも着実に推進されており、一定の成果が得られているとの評価

案が示されている。 
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  一方で、今後の取組の方向性として研究開発ビジョン中間とりまとめにおける「デ

ザイン・シナリオを実現する研究開発基盤の方向性」の記載事項に留意していくべき

であること、各事業の連携による相乗効果や更なる貢献の可能性を考慮して研究開発

を進めるべきであること、また、我が国の研究開発の優位性や進捗状況を諸外国と比

較・評価した結果に基づく処置（事業進捗の加速等）の要否、基礎基盤的な事業にお

ける人材力の維持・強化及び挑戦的な技術課題を創出するための活動、開発した技術

の活用先（具体的な事例による）、効率的な研究開発のための課題間のコミュニケー

ションなどについて評価することを検討してはどうかとの指摘がなされている。 

 

 

（９）原子力科学技術分野 ※１ 

 

 原子力科学技術委員会事務局において検討を行った結果、２つの中目標（原子力分

野の研究・開発・利用の基盤整備、福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定

供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等）に関しては、何れも一定の成果

や体制構築がなされており、科学技術基本計画やエネルギー基本計画に貢献する価値

の高いものであるとの評価案を示している。 

  一方で、何れの取組も現段階では進行中かつ長期間の事業実施が必要であるため、

今後とも定期的に事業内容や進捗状況の確認を行うべきであり、また、今後の事業の

進捗状況に応じて、評価指標自体の見直しも必要ではないかとの考え方も示されてい

る。 

 

 

※１  分野別委員会等における評価結果がとりまとめられた場合 

※２ 事務局による自己評価案が作成された（分野別委員会等での議論がなされたもの

の、評価結果の取りまとめには至っていない）場合 

※３ その他の場合 
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研究開発・評価分科会における 

研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめ（案） 

 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 

 

 

研究計画・評価分科会に属する各分野別委員会等において実施された研究開発プログ

ラム評価の試行的実施に関して、別紙のとおり各分野別委員会等より様々な意見が示さ

れた。 

これを踏まえ、とりまとめを行った分科会事務局としての見解及び今後の対応につい

て考え方を以下のとおり整理した。 

 

 

１． 各分野別委員会等における対応状況と主な意見のまとめ 

 

 ○ 「研究開発課題」の評価については、評価手順や様式が明確であり、かつ既に評価

作業が定着している。一方で、今般の研究開発プログラムの評価は、試行的な取組

であり、様々な形で評価作業がなされたが、概ね各分野別委員会等及びその事務局

における評価作業は大変困難であったとの意見が多く示された。 

 

 ○ その理由として、大きく３つの意見に整理できると考える。 

 

 研究開発計画1に記載されている内容（具体的には、中目標毎のアウトプット指

標及びアウトカム指標）の各分野の性質に合わせた検討・見直しや、研究開発

プログラムの評価の具体的な進め方の検討が、研究開発計画を策定した時点

（平成 28 年度）以降、具体的になされていなかったため、結果として、後付け

の評価を行うことが相応しくないのではないかとの印象を感じられた委員がお

られた。 

 研究開発プログラム全体を改めて俯瞰することの意義（分野別委員会等におい

ては、日常的な審議・検討を通じて分野全体を俯瞰していると感じられる委員

がおられた）や、そもそも何をどのように俯瞰するのかといった、純粋な疑問

を持たれる委員がおられ、各分野別委員会等を超えて文部科学省全体として客

観的に把握できる、エビデンスによる俯瞰というアプローチについての共通見

解を各分野別委員会等において持つことが難しいこともあった。 

 政策研究大学院大学の林委員より別途示された「プログラム評価議論用資料」

を用いてプログラム評価の意義や進め方について分野別委員会等や事務局に対

して説明を行うとともに、林委員をはじめとする「科学技術・学術政策局アド

バイザー（研究開発評価担当）※」との意見交換の場を設けるなどの工夫を行っ

たものの、具体的な作業に落とし込むにはノウハウ・スキルの両面で困難であ

った。 

 

                                                   
1 研究開発計画（平成 29 年 2 月（最終改訂：平成 29 年 8 月）科学技術・学術審議会研究計画・評

価分科会） 

資料 2-2 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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※ 安 藤 二 香 政策研究大学院大学 学術国際課 専門職 

伊地知 寛 博 成城大学 社会イノベーション学部長、教授（分科会委員） 

小 林 直 人   早稲田大学 教授 研究戦略センター副所長／研究院 副研究院長 

田 原 敬一郎  公益財団法人未来工学研究所 政策調査分析センター 主任研究員 

塚 本 恵    キャタピラー代表執行役員、渉外・広報室長（分科会委員） 

林 隆 之    政策研究大学院大学 教授（分科会委員） 

 

 

○ 一方で、各分野別委員会等においては、研究開発プログラムのような一定のまとま

り毎に分野等を俯瞰し、客観的に把握することについては、個々の分野におけるこ

れまでの検討経緯・特性・事情などによって、多様な検討・工夫がなされた。 

 

 例えば、研究開発計画とは別の形で計画・戦略作りがなされているものや、分野

を俯瞰する取り組みがあり、その計画・戦略や分野全体を俯瞰するエビデンスを

ベースに必要な改善を図る取り組みがなされているものが見受けられた。この場

合、わざわざ研究開発プログラムを再定義して、屋上屋を重ねる取組を行うよ

り、この取組を充実・強化することが重要であるとの共通理解が得られた。 

 また、研究開発計画に対して、これに基づくマネジメントや評価を行うとの考え

方が形骸化しているため、評価作業に落とし込みづらい、評価になじみづらいと

の意見もあった。 

 さらに、研究開発プログラムは、専門分野の専門知識は専門外の有識者や国民に

とっては理解や把握が困難な場合もあり、研究開発プログラムは誰にとっても分

かりやすいエビデンスやとなりうることや、客観的なエビデンスを用いて示すこ

とによって、様々な視点から全体を俯瞰することが可能となり、で専門家にとっ

ても思いもよらない新たな気づきを得られる可能性があるとの意見も示された。 

 

 

２． 今後の対応について 

 

今般の研究開発プログラム評価の試行的な実施により、様々な課題や視点が得られ

た。これを踏まえ、今年度は、以下の３点を軸に、分科会事務局を中心に検討を進めて

いくこととしたい。また、次期科学技術・イノベーション基本計画が策定された後に、

検討・調整状況をご報告しつつ、改めてご議論いただきたい。 

 

 研究開発計画は今期限りとし、分野ごとの特性や事情等を考慮し、新たな枠組み

として、分野ごとに研究開発の進め方戦略等を記載した「研究開発戦略・計画

（仮称）」と分野全体を客観的に俯瞰・把握できるとともに、分野全体を評価す

るための基盤となる「研究開発プログラム」を策定する方向で検討を進める。

（別資料） 

 「研究開発戦略・計画」（仮称）については、政府全体を対象とした既存の戦

略・計画などがある場合は、出来る限りそれを取り込んだものとする。又はそ

れをもって代えることが可能な仕組みとする。 

 「研究開発プログラム」については、具体化するためには、追加的な労力が必要

となることに加え、客観的なエビデンスに対するリテラシーが必要となるため、

SciREX（政策のための科学）事業のプロジェクトを活用することにより、研究評
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価の専門家や分科会事務局が、分野別委員会等事務局をサポートする仕組みを検

討する。 

 

 

 

（別紙） 

 

各分野別委員会等における評価結果の概要と主な意見 

 

（１）情報科学技術分野 ※１ 

 

情報委員会において検討を行った結果、第５期科学技術基本計画において示された

超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術（サイバーセ

キュリティ技術、IoT システム建築技術、ビッグデータ解析技術、AI 技術、デバイス

技術、ネットワーク技術、エッジコンピューティング）については、期間中に一定の

強化が図られたとのとりまとめがなされた。一方、新型コロナウイルス感染症の流行

により AI 技術をはじめとする情報科学技術に対する期待は高まっており、「富岳」

等の計算資源と多様なデータが学術情報ネットワークで接続され、一体的かつ有効に

機能することの重要性が示された。また、新たな評価基準のあり方を不断に検討し、

それらを取り込んだ評価システムを構築する必要性が示された。 

 研究開発プログラム評価に当たっては、文部科学省としての政策評価や行政事業レ

ビュー等と重複して評価を行うことは事務負担が大きく、可能な限り評価項目を共通

化するなど効率的な実施とすることが必要であるとの指摘がなされた。また、今般の

新型コロナウイルス感染症の流行のような社会的価値観に劇的な変化をもたらす突発

的な事態にも適切に対応できるよう、計画変更が行えるようしておくことの重要性が

示された。その他、被評価者と評価者が施策の進捗に応じて評価基準の見直しをする

ことや、評価の機会への若手研究者の参画を促すためのオンライン会議の活用の必要

性なども示された。 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 ※１ 

 

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会において検討を行った結果、同分野におけ

る中目標の下で行われている、「元素戦略プロジェクト」、「ナノテクノロジープラ

ットフォーム」、「材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業」の３つの

事業は相互補完的なポートフォリオを形成し、三位一体でその成果が最大限発揮され

る関係にあること、また研究開発を行う事業と基盤となる事業のバランスが取れてい

るほか、主に基礎研究分野で活躍している研究者が、産業応用に繋がる研究開発にも

参加できる機会を提供している等、中目標達成に寄与しているとの評価案が示されて

いる。 

一方で、評価について、分野全体を俯瞰するには JST の取組等も含めた公的投資を

広く見た上で、相乗効果や人材育成、予算規模や重要な研究開発等を議論すべきとい

う点や、現在だけでなく過去から未来に向けた時間軸を意識した評価が重要である点
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について指摘がなされた。また、同分野においては、論文の被引用数 TOP1%、10%等の

論文指標を強調しすぎることによる弊害も指摘された。 

その他にも、既存の枠組にとらわれない、研究者が広く注目できる施策の制度設計

の重要性や、大量のデータを利活用し、同分野の研究開発のデジタルトランスフォー

メンション等を推進することが、中目標の更なる達成に繋がるとの指摘もなされた。 

 

 

（３）量子科学技術分野 ※３ 

 

  統合イノベーション戦略推進会議の下、本年１月に取りまとめられた「量子技術イノ

ベーション戦略」に基づき、本プログラム評価の構成等を検討することとしていたた

め、現時点までに右評価は実施しておらず、今後、構成・方策等を含めて検討していく

予定。 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 ※１ 

 

 環境エネルギー科学技術委員会において検討を行った結果、３つの中目標（温室効

果ガスの抜本的な削減に寄与する研究開発やその成果を企業や他省へ橋渡しするこ

と、気候変動に関する予測情報やメカニズム解明等の科学的な知見を関係省庁や地方

公共団体等の適応策検討・立案に活用を促しまた IPCC や共同研究等を通じた国際貢

献にも寄与すること、データ統合・解析システム（DIAS）の構築やシステム上のデー

タの利用推進を図ること）に関しては、何れも成果を挙げているとのとりまとめがな

された。 

 一方で、３つの中目標ごとにならべることによって、目標間の連携や他の目標への

波及効果などを追加的に評価できることが望ましいこと、現在内閣府において検討が

進められている「研究開発における追跡調査・追跡評価」等の枠組み等を活用し、プ

ログラムの研究開発成果の展開状況と成果還元・波及効果の状況を把握することが望

ましいとの考え方も示された。 

 

 

（５）核融合科学技術分野 ※１ 

 

 核融合科学技術委員会において検討を行った結果、研究開発課題と研究開発プログ

ラムの単位（中目標）が一致していることや、平成 29 年 12 月にとりまとめた報告書

「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」において、原型炉段階に移行するための原

型炉開発ロードマップを作成することや、ロードマップに基づいて各要素技術の技術

的成熟度を確認するためのチェックアンドレビューを実施することとなっており、当

該レビュー作業を研究開発プログラム評価に位置づけてはどうかとの考えが示され

た。なお、直近の中間チェックアンドレビューが令和３年度を目途に実施される予定

となっている。 

一方で、研究開発プログラム評価の切り口では、技術的成熟度の確認のみならず、

国内はもとより海外も含めた研究成果や研究ネットワークの状況（できれば経年変
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化）、産業界を含めた人材育成の状況などの把握にも努めることが適当ではないかと

の意見が示された。 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 ※１ 

 

  脳科学委員会において検討を行った結果、現在は、複数の中目標にまたがる形で３

つの研究開発課題（脳プロ、革新脳、国際脳）が進められていること、内閣官房健

康・医療戦略室において各省連携による統合プロジェクトの見直しが検討されてお

り、これに併せて文部科学省における戦略的な脳科学研究の推進方策を検討するため

の作業部会が設置され、検討が進められていることなどから、研究開発プログラムの

試行的な評価を、脳科学研究全体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であっ

た。 

  また、現在、内閣官房で進められている９つの統合プロジェクトのうち、「脳とこ

ころの健康大国実現プロジェクト」と相補的な形で、新たに「脳とこころの研究推進

プログラム（仮題）」を設置し、この中に研究開発課題を集約するとともに、現在、

研究開発課題毎に配置されている PS（プログラムスーパーバイザー）、PO（プログラ

ムオフィサー）などの再配置も視野に検討が進められており、これらの再編・改善が

整った段階で研究開発プログラム評価のあり方を検討することが適当ではないかとの

意見が示された。 

 

 次に、ライフサイエンス委員会において検討を行った結果、現在は、５つの中目標に

またがる形で１６個の研究開発課題が進められていること、内閣官房健康・医療戦略

室において各省連携による統合プロジェクト（一つ一つが研究開発プログラムに相

当）が進められており、ここでも有識者による評価を受けていることなどから、研究

開発プログラムの試行的な評価を、ライフサイエンス分野の１６個の研究開発課題全

体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であったという意見が示されている。 

  このため、今後は、いわゆる評価疲れの観点も踏まえ、研究開発計画によらず、内

閣官房で進められている９つの個々の統合プロジェクトを研究開発プログラムと位置

づけ、内閣官房で設定されている KPI 等に基づく厚生労働省や経済産業省も含めて実

施される健康・医療戦略推進本部の下での評価をもって代えることが適当ではないか

との意見が示された。 

 

 

（７）防災科学技術分野 ※３ 

 

防災に関する研究開発は幅が広く、防災をテーマに実施される他分野における研究開

発や、文部科学省以外の機関において実施される研究開発があるほか、これらの研究開

発に対しては、他機関においても別途の評価等が実施されている。文部科学省において

分野全体を俯瞰・把握した上での研究開発プログラム評価の実施には効果と効率の観点

から再考を要する。したがって、ここでは、防災科学技術委員会において、施策マップ

にある研究開発課題を通じて得られた各種成果の評価を実施するに際しては、第５期科

学技術基本計画により示された「自然災害への対応」の観点を重視したところ、一定の
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貢献が認められ、自然災害に対する防災科学技術の推進がなされたとの評価がなされ

た。 

 

 

（８）航空科学技術分野 ※１ 

 

航空科学技術委員会において検討を行った結果、社会からの要請に応える研究開

発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及び航空産業の持続的発展につながる基盤

技術の研究開発が何れも着実に推進されており、一定の成果が得られているとの評価

案が示されている。 

  一方で、今後の取組の方向性として研究開発ビジョン中間とりまとめにおける「デ

ザイン・シナリオを実現する研究開発基盤の方向性」の記載事項に留意していくべき

であること、各事業の連携による相乗効果や更なる貢献の可能性を考慮して研究開発

を進めるべきであること、また、我が国の研究開発の優位性や進捗状況を諸外国と比

較・評価した結果に基づく処置（事業進捗の加速等）の要否、基礎基盤的な事業にお

ける人材力の維持・強化及び挑戦的な技術課題を創出するための活動、開発した技術

の活用先（具体的な事例による）、効率的な研究開発のための課題間のコミュニケー

ションなどについて評価することを検討してはどうかとの指摘がなされている。 

 

 

（９）原子力科学技術分野 ※１ 

 

 原子力科学技術委員会事務局において検討を行った結果、２つの中目標（原子力分

野の研究・開発・利用の基盤整備、福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定

供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等）に関しては、何れも一定の成果

や体制構築がなされており、科学技術基本計画やエネルギー基本計画に貢献する価値

の高いものであるとの評価案を示している。 

  一方で、何れの取組も現段階では進行中かつ長期間の事業実施が必要であるため、

今後とも定期的に事業内容や進捗状況の確認を行うべきであり、また、今後の事業の

進捗状況に応じて、評価指標自体の見直しも必要ではないかとの考え方も示されてい

る。 

 

 

※１  分野別委員会等における評価結果がとりまとめられた場合 

※２ 事務局による自己評価案が作成された（分野別委員会等での議論がなされたもの

の、評価結果の取りまとめには至っていない）場合 

※３ その他の場合 
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研究開発・評価分科会における 

研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめ（案） 

 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 

 

 

研究計画・評価分科会に属する各分野別委員会等において実施された研究開発プログ

ラム評価の試行的実施に関して、別紙のとおり各分野別委員会等より様々な意見が示さ

れた。 

これを踏まえ、とりまとめを行った分科会事務局としての見解及び今後の対応につい

て考え方を以下のとおり整理した。 

 

 

１． 各分野別委員会等における対応状況と主な意見のまとめ 

 

 ○ 「研究開発課題」の評価については、評価手順や様式が明確であり、かつ既に評価

作業が定着している。一方で、今般の研究開発プログラムの評価は、試行的な取組

であり、様々な形で評価作業がなされたが、概ね各分野別委員会等及びその事務局

における評価作業は大変困難であったとの意見が多く示された。 

 

 ○ その理由として、大きく３つの意見に整理できると考える。 

 

 研究開発計画1に記載されている内容（具体的には、中目標毎のアウトプット指

標及びアウトカム指標）の各分野の性質に合わせた検討・見直しや、研究開発

プログラムの評価の具体的な進め方の検討が、研究開発計画を策定した時点

（平成 28 年度）以降、具体的になされていなかったため、結果として、後付け

の評価を行うことが相応しくないのではないかとの印象を感じられた委員がお

られた。 

 研究開発プログラム全体を改めて俯瞰することの意義（分野別委員会等におい

ては、日常的な審議・検討を通じて分野全体を俯瞰していると感じられる委員

がおられた）や、そもそも何をどのように俯瞰するのかといった、純粋な疑問

を持たれる委員がおられ、各分野別委員会等を超えて文部科学省全体として客

観的に把握できる、エビデンスによる俯瞰というアプローチについての共通見

解を各分野別委員会等において持つことが難しいこともあった。 

 政策研究大学院大学の林委員より別途示された「プログラム評価議論用資料」

を用いてプログラム評価の意義や進め方について分野別委員会等や事務局に対

して説明を行うとともに、林委員をはじめとする「科学技術・学術政策局アド

バイザー（研究開発評価担当）※」との意見交換の場を設けるなどの工夫を行っ

たものの、具体的な作業に落とし込むにはノウハウ・スキルの両面で困難であ

った。 

 

                                                   
1 研究開発計画（平成 29 年 2 月（最終改訂：平成 29 年 8 月）科学技術・学術審議会研究計画・評

価分科会） 

資料 2-3 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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※ 安 藤 二 香 政策研究大学院大学 学術国際課 専門職 

伊地知 寛 博 成城大学 社会イノベーション学部長、教授（分科会委員） 

小 林 直 人   早稲田大学 教授 研究戦略センター副所長／研究院 副研究院長 

田 原 敬一郎  公益財団法人未来工学研究所 政策調査分析センター 主任研究員 

塚 本 恵    キャタピラー代表執行役員、渉外・広報室長（分科会委員） 

林 隆 之    政策研究大学院大学 教授（分科会委員） 

 

○ 一方で、各分野別委員会等においては、研究開発プログラムのような一定のまとま

り毎に分野等を俯瞰し、客観的に把握することについては、個々の分野におけるこ

れまでの検討経緯・特性・事情などによって、多様な検討・工夫がなされた。 

 

 例えば、研究開発計画とは別の形で計画・戦略作りがなされているものや、分野

を俯瞰する取り組みがあり、その計画・戦略や分野全体を俯瞰するエビデンスを

ベースに必要な改善を図る取り組みがなされているものが見受けられた。この場

合、わざわざ研究開発プログラムを再定義して、屋上屋を重ねる取組を行うよ

り、この取組を充実・強化することが重要であるとの共通理解が得られた。 

 また、研究開発計画に対して、これに基づくマネジメントや評価を行うとの考え

方が形骸化しているため、評価作業に落とし込みづらい、評価になじみづらいと

の意見もあった。 

 さらに、研究開発プログラムは、専門分野の専門知は専門外の有識者や国民にと

っては理解や把握が困難な場合もあり、誰にとっても分かりやすいエビデンスや

客観的なエビデンスを用いて示すことによって、様々な視点から全体を俯瞰する

ことが可能となり、専門家にとっても思いもよらない新たな気づきを得られる可

能性があるとの意見も示された。 

 

２． 今後の対応について 

 

今般の研究開発プログラム評価の試行的な実施により、様々な課題や視点が得られ

た。これを踏まえ、今年度は、以下の３点を軸に、分科会事務局を中心に検討を進めて

いくこととしたい。また、次期科学技術・イノベーション基本計画が策定された後に、

検討・調整状況をご報告しつつ、改めてご議論いただきたい。 

 

 研究開発計画は今期限りとし、分野ごとの特性や事情等を考慮し、新たな枠組み

として、分野ごとに研究開発の進め方戦略等を記載した「研究開発戦略・計画

（仮称）」と分野全体を客観的に俯瞰・把握できるとともに、分野全体を評価す

るための基盤となる「研究開発プログラム」を策定する方向で検討を進める。

（別資料） 

 「研究開発戦略・計画」（仮称）については、政府全体を対象とした既存の戦

略・計画などがある場合は、出来る限りそれを取り込んだものとする。又はそ

れをもって代えることが可能な仕組みとする。 

 「研究開発プログラム」については、具体化するためには、追加的な労力が必要

となることに加え、客観的なエビデンスに対するリテラシーが必要となるため、

SciREX（政策のための科学）事業のプロジェクトを活用することにより、研究評

価の専門家や分科会事務局が、分野別委員会等事務局をサポートする仕組みを検

討する。 
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（別紙） 

 

各分野別委員会等における評価結果の概要と主な意見 

 

（１）情報科学技術分野 ※１ 

 

情報委員会において検討を行った結果、第５期科学技術基本計画において示された

超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術（サイバーセ

キュリティ技術、IoT システム建築技術、ビッグデータ解析技術、AI 技術、デバイス

技術、ネットワーク技術、エッジコンピューティング）については、期間中に一定の

強化が図られたとのとりまとめがなされた。一方、新型コロナウイルス感染症の流行

により AI 技術をはじめとする情報科学技術に対する期待は高まっており、「富岳」

等の計算資源と多様なデータが学術情報ネットワークで接続され、一体的かつ有効に

機能することの重要性が示された。また、新たな評価基準のあり方を不断に検討し、

それらを取り込んだ評価システムを構築する必要性が示された。 

 研究開発プログラム評価に当たっては、文部科学省としての政策評価や行政事業レ

ビュー等と重複して評価を行うことは事務負担が大きく、可能な限り評価項目を共通

化するなど効率的な実施とすることが必要であるとの指摘がなされた。また、今般の

新型コロナウイルス感染症の流行のような社会的価値観に劇的な変化をもたらす突発

的な事態にも適切に対応できるよう、計画変更が行えるようしておくことの重要性が

示された。その他、被評価者と評価者が施策の進捗に応じて評価基準の見直しをする

ことや、評価の機会への若手研究者の参画を促すためのオンライン会議の活用の必要

性なども示された。 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 ※１ 

 

ナノテクノロジー・材料科学技術委員会において検討を行った結果、同分野におけ

る中目標の下で行われている、「元素戦略プロジェクト」、「ナノテクノロジープラ

ットフォーム」、「材料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業」の３つの

事業は相互補完的なポートフォリオを形成し、三位一体でその成果が最大限発揮され

る関係にあること、また研究開発を行う事業と基盤となる事業のバランスが取れてい

るほか、主に基礎研究分野で活躍している研究者が、産業応用に繋がる研究開発にも

参加できる機会を提供している等、中目標達成に寄与しているとの評価案が示されて

いる。 

一方で、評価について、分野全体を俯瞰するには JST の取組等も含めた公的投資を

広く見た上で、相乗効果や人材育成、予算規模や重要な研究開発等を議論すべきとい

う点や、現在だけでなく過去から未来に向けた時間軸を意識した評価が重要である点

について指摘がなされた。また、同分野においては、論文の被引用数 TOP1%、10%等の

論文指標を強調しすぎることによる弊害も指摘された。 

その他にも、既存の枠組にとらわれない、研究者が広く注目できる施策の制度設計

の重要性や、大量のデータを利活用し、同分野の研究開発のデジタルトランスフォー

メンション等を推進することが、中目標の更なる達成に繋がるとの指摘もなされた。 
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（３）量子科学技術分野 ※３ 

 

  統合イノベーション戦略推進会議の下、本年１月に取りまとめられた「量子技術イノ

ベーション戦略」に基づき、本プログラム評価の構成等を検討することとしていたた

め、現時点までに右評価は実施しておらず、今後、構成・方策等を含めて検討していく

予定。 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 ※１ 

 

 環境エネルギー科学技術委員会において検討を行った結果、３つの中目標（温室効

果ガスの抜本的な削減に寄与する研究開発やその成果を企業や他省へ橋渡しするこ

と、気候変動に関する予測情報やメカニズム解明等の科学的な知見を関係省庁や地方

公共団体等の適応策検討・立案に活用を促しまた IPCC や共同研究等を通じた国際貢

献にも寄与すること、データ統合・解析システム（DIAS）の構築やシステム上のデー

タの利用推進を図ること）に関しては、何れも成果を挙げているとのとりまとめがな

された。 

 一方で、３つの中目標ごとにならべることによって、目標間の連携や他の目標への

波及効果などを追加的に評価できることが望ましいこと、現在内閣府において検討が

進められている「研究開発における追跡調査・追跡評価」等の枠組み等を活用し、プ

ログラムの研究開発成果の展開状況と成果還元・波及効果の状況を把握することが望

ましいとの考え方も示された。 

 

 

（５）核融合科学技術分野 ※１ 

 

 核融合科学技術委員会において検討を行った結果、研究開発課題と研究開発プログ

ラムの単位（中目標）が一致していることや、平成 29 年 12 月にとりまとめた報告書

「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」において、原型炉段階に移行するための原

型炉開発ロードマップを作成することや、ロードマップに基づいて各要素技術の技術

的成熟度を確認するためのチェックアンドレビューを実施することとなっており、当

該レビュー作業を研究開発プログラム評価に位置づけてはどうかとの考えが示され

た。なお、直近の中間チェックアンドレビューが令和３年度を目途に実施される予定

となっている。 

一方で、研究開発プログラム評価の切り口では、技術的成熟度の確認のみならず、

国内はもとより海外も含めた研究成果や研究ネットワークの状況（できれば経年変

化）、産業界を含めた人材育成の状況などの把握にも努めることが適当ではないかと

の意見が示された。 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 ※１ 

 

  脳科学委員会において検討を行った結果、現在は、複数の中目標にまたがる形で３

つの研究開発課題（脳プロ、革新脳、国際脳）が進められていること、内閣官房健
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康・医療戦略室において各省連携による統合プロジェクトの見直しが検討されてお

り、これに併せて文部科学省における戦略的な脳科学研究の推進方策を検討するため

の作業部会が設置され、検討が進められていることなどから、研究開発プログラムの

試行的な評価を、脳科学研究全体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であっ

た。 

  また、現在、内閣官房で進められている９つの統合プロジェクトのうち、「脳とこ

ころの健康大国実現プロジェクト」と相補的な形で、新たに「脳とこころの研究推進

プログラム（仮題）」を設置し、この中に研究開発課題を集約するとともに、現在、

研究開発課題毎に配置されている PS（プログラムスーパーバイザー）、PO（プログラ

ムオフィサー）などの再配置も視野に検討が進められており、これらの再編・改善が

整った段階で研究開発プログラム評価のあり方を検討することが適当ではないかとの

意見が示された。 

 

 次に、ライフサイエンス委員会において検討を行った結果、現在は、５つの中目標に

またがる形で１６個の研究開発課題が進められていること、内閣官房健康・医療戦略

室において各省連携による統合プロジェクト（一つ一つが研究開発プログラムに相

当）が進められており、ここでも有識者による評価を受けていることなどから、研究

開発プログラムの試行的な評価を、ライフサイエンス分野の１６個の研究開発課題全

体を俯瞰する形で実施することが困難な状況であったという意見が示されている。 

  このため、今後は、いわゆる評価疲れの観点も踏まえ、研究開発計画によらず、内

閣官房で進められている９つの個々の統合プロジェクトを研究開発プログラムと位置

づけ、内閣官房で設定されている KPI 等に基づく厚生労働省や経済産業省も含めて実

施される健康・医療戦略推進本部の下での評価をもって代えることが適当ではないか

との意見が示された。 

 

 

（７）防災科学技術分野 ※３ 

 

防災に関する研究開発は幅が広く、防災をテーマに実施される他分野における研究開

発や、文部科学省以外の機関において実施される研究開発があるほか、これらの研究開

発に対しては、他機関においても別途の評価等が実施されている。文部科学省において

分野全体を俯瞰・把握した上での研究開発プログラム評価の実施には効果と効率の観点

から再考を要する。したがって、ここでは、防災科学技術委員会において、施策マップ

にある研究開発課題を通じて得られた各種成果の評価を実施するに際しては、第５期科

学技術基本計画により示された「自然災害への対応」の観点を重視したところ、一定の

貢献が認められ、自然災害に対する防災科学技術の推進がなされたとの評価がなされ

た。 

 

 

（８）航空科学技術分野 ※１ 

 

航空科学技術委員会において検討を行った結果、社会からの要請に応える研究開

発、次世代を切り開く先進技術の研究開発及び航空産業の持続的発展につながる基盤
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技術の研究開発が何れも着実に推進されており、一定の成果が得られているとの評価

案が示されている。 

  一方で、今後の取組の方向性として研究開発ビジョン中間とりまとめにおける「デ

ザイン・シナリオを実現する研究開発基盤の方向性」の記載事項に留意していくべき

であること、各事業の連携による相乗効果や更なる貢献の可能性を考慮して研究開発

を進めるべきであること、また、我が国の研究開発の優位性や進捗状況を諸外国と比

較・評価した結果に基づく処置（事業進捗の加速等）の要否、基礎基盤的な事業にお

ける人材力の維持・強化及び挑戦的な技術課題を創出するための活動、開発した技術

の活用先（具体的な事例による）、効率的な研究開発のための課題間のコミュニケー

ションなどについて評価することを検討してはどうかとの指摘がなされている。 

 

 

（９）原子力科学技術分野 ※１ 

 

 原子力科学技術委員会事務局において検討を行った結果、２つの中目標（原子力分

野の研究・開発・利用の基盤整備、福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定

供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等）に関しては、何れも一定の成果

や体制構築がなされており、科学技術基本計画やエネルギー基本計画に貢献する価値

の高いものであるとの評価案を示している。 

  一方で、何れの取組も現段階では進行中かつ長期間の事業実施が必要であるため、

今後とも定期的に事業内容や進捗状況の確認を行うべきであり、また、今後の事業の

進捗状況に応じて、評価指標自体の見直しも必要ではないかとの考え方も示されてい

る。 

 

 

※１  分野別委員会等における評価結果がとりまとめられた場合 

※２ 事務局による自己評価案が作成された（分野別委員会等での議論がなされたもの

の、評価結果の取りまとめには至っていない）場合 

※３ その他の場合 
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計評分科会における新たな仕組みの方向性(案)
文部科学省科学技術・学術政策局

企画評価課

研究開発計画の形骸化、中目標単位で研究開発課題を束ねた研究開発プログラム作成の困難性、次
期科学技術・イノベーション基本計画の検討が進捗していること等を踏まえ、研究計画・評価分科会
における審議の在り方と新たな仕組みについて検討を行うことが適当ではないか。

次期（令和3年度以降）より現行の研究開発計画を廃止し、各分野において重点的・戦略的に推進
すべき研究開発の取組や推進方策を定めるための「文部科学省○○分野における研究開発戦略・計画
（仮称）」（以下、「分野別戦略・計画」という。）と、分野別戦略・計画に基づいて分野全体を客
観的なエビデンスとして俯瞰・把握し、「戦略・計画」の改訂や見直しに活用できるようにするとと
もに、エビデンスに基づいてプログラム評価を行う基盤となる「文部科学省○○分野における研究開
発プログラム」（以下、「分野別プログラム」という。）を策定してはどうか。

１．見直しの背景

２．新たな仕組み(案)の概要

○各分野における固有の特性・事情等に応じた策定を可能としてはどうか。
例えば、分野別委員会や内閣官房等において政府全体を対象として別途検討・策定している戦略・

計画※を引用・活用できることとする又はそれをもって代えることが可能な仕組みとするとともに、
分野を俯瞰する戦略・計画として最低限のポイントを記載した文書を分野別委員会でまとめるべきで
はないか。※ 科学技術・イノベーション基本計画、健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画、AI戦略、バイオ戦略、量子技術
イノベーション戦略 等

○分野別戦略・計画に最低限盛り込まれるべき要素については、①各分野における研究開発推進の
必要性、重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づく計画、②各分野に共通する横
断的事項、の２点を基本とすることが適当ではないか。

３．「分野別戦略・計画」とは

○分野別戦略・計画と整合する形で、分野全体を客観的かつエビデンスに基づいて俯瞰・把握でき、
これによって、分野別戦略・計画等の進捗状況の把握や見直し・改訂のための材料となることと、
エビデンスに基づいたプログラム評価にも資するものであることを明確にし、まさに文部科学省に
おけるEBPMの推進の基盤であると位置づけてはどうか。

○分野別プログラムの評価の視点は、研究開発課題に関しては、課題や事業のアカウンタビリティ
やメリハリを意識した評価（evaluation（有用性に主眼があって、成果や結果に伴った評価）や
rating（格付、メリハリ））の視点が強いことに対して、分野別プログラムに関しては、プログラ
ム全体を俯瞰して、それを構成する研究開発課題間の関係性の把握やプログラム全体に対する気づ
きや改善点を得るといった、分野別委員会やその事務局の組織学習につなげるための評価
（assessment）の視点が強いものとして、評価の違いを明確化してはどうか。

４．「分野別プログラム」とは

○次期科学技術・イノベーション基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、引き
続き適切な仕組みの在り方を検討・議論する必要。

○分野別プログラムの策定・活用や評価は、負担軽減、評価の屋上屋排除、評価スキル・ノウハウ
の習得獲得や、評価担当者のリテラシー向上など課題が多いため、引き続き、分科会事務局及び分
野別委員会を支援する様々な工夫や取り組みを充実させる必要。

５．今後の取組

資料3
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16
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研究計画・評価分科会における審議の方向性について（案） 

～ 新たな仕組みとして、文部科学省分野別研究開発戦略・計画（仮称）と 

分野別研究開発プログラム（仮称）の策定による研究推進と評価の新たな取組 ～ 
 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 
 
１．はじめに 
 
 今般、「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議

論のとりまとめ」を行ったところ、研究開発計画の形骸化と中目標単位で研究開発課題を

束ねた研究開発プログラムの評価の困難性が確認されたところ。 
 
 また、次期科学技術基本計画の検討が内閣府において進められている中で、内閣府にお

ける検討に資する観点から、総合政策特別委員会において検討が進められ、令和 2 年 3 月

26 日に「知識集約型の価値創造に向けた科学技術イノベーション政策の展開－Society 5.0
の実現で世界をリードする国へ－」（最終取りまとめ）として最終的な取りまとめがなされ

ている。 
 
 さらに、CSTI（総合科学技術・イノベーション会議）においては、次期大綱的指針の改

訂に向けて、研究開発評価の充実に向けた検討がなされており、「追跡調査及び評価の有効

性の確認」及び「あるべき CSTI 評価」を着目点として、令和２年度中にとりまとめを行

うべく検討が進められており、その中で、特にあるべき CSTI 評価については、① 政府全

体で進めている施策についての科学技術・イノベーション政策（次期科学技術基本計画等）

推進等の政府全体の観点からの総合的な評価及びモニタリング、② 省庁等が自らの政策実

現に向けた成果等を生み出すような評価が出来ているかどうかの観点からの俯瞰的な評価

（メタ評価）、の２点が示されている。これを踏まえると、各省庁等における評価について

は、専門家による熟議を中心とした視点に加え、より俯瞰的・客観的なエビデンスに基づ

く分析の視点が求められることが想定される。 
 
 これらの現時点における情勢を踏まえ、文部科学省内において事務的に検討を行った結

果、研究計画・評価分科会の審議の方向性については、以下のような視点で検討を深めて

いただくことが適切ではないかと考える。 
 
○ 現行の研究開発計画※に基づく研究の推進や評価の仕組みついては、第 10 期研究計画・

評価分科会の設置期間をもって廃止してはどうか。 
 

※ 研究開発計画とは、第５期科学技術基本計画の第２章及び第３章に関する研究開発課題に対応するため、各分野別

委員会等における議論を中心に、今後実施すべき「重点的に実施すべき研究開発の取組」及び「推進方策」として

とりまとめたもの。平成 29 年 2月に策定されており、科学技術基本計画との平仄により、今後 10 年程度を見通し、

おおむね５年程度を計画の対象期間と位置付けている。 

 
○ これに変わる新たな仕組みとして、総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章「研究

開発の戦略的な推進」に符合するものとして、各分野において重点的・戦略的に推進す

べき研究開発の取組や推進方策を定めるための「文部科学省○○分野における研究開発

戦略・計画（仮称）」（以下、「分野別戦略・計画」という。）と、分野別戦略・計画に基づ

いて分野全体を客観的かつエビデンス基づいて把握・俯瞰でき、エビデンスに基づいた

プログラム評価にも資することとなり、文部科学省における EBPM の推進の基盤となる

資料 4-1 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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「文部科学省○○分野研究開発プログラム（仮称）」（以下、「分野別プログラム」という。）

を策定することとしてはどうか。 
 
 
２．「分野別戦略・計画」の在り方 
 
○ 「分野別戦略・計画」の対象となる範囲・粒度については、各分野別委員会等、あるい

は類似の分野別委員会等間で連携した形で定めることが出来ることとする。その際に、

現行の研究開発計画における中目標レベルで研究開発プログラム評価を試行的に実施さ

れたこと、文部科学省政策評価基本計画において定められている「文部科学省の使命と

政策目標」（以下、「政策評価体系」という。）との整合性を図ることで、効果的なフォロ

ーアップや評価等が可能となることを十分考慮しつつ、各分野別委員会等において適切

に設定することが適当ではないか。また統合イノベーション戦略２０１９に基づいて個

別に設定されている AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦

略２０１９など、既存の戦略や計画がある場合は、その考え方や整理を踏まえた設定が

適切ではないか。 
 
○ 「分野別戦略・計画」の作成にあたっては、各分野における分野の特性・固有事情に応

じた「分野別戦略・計画」の策定を可能とする観点から、既に分野別委員会等において

検討・とりまとめ等を行っている戦略あるいは計画（例えば、次期科学技術基本計画に

資する検討を行っている総合政策特別委員会において各分野別委員会等より示された検

討結果（関係部会等における検討結果、令和元年 11 月 7 日）や、核融合科学技術委員会

における「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（平成 29 年 12 月 18 日）など）や、

政府全体、内閣官房や内閣府等において別途定められている戦略や計画（例えば、上述

の AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦略２０１９など）

を引用・活用することは、類似の作業・取組との重複排除の観点からは有用ではないか。

また、上述の文書を十分に引用・活用した上で、分野を俯瞰する戦略・計画として最低

限のポイントを記載した文書を分野別委員会等でまとめるべきではないか。 
 
○ 「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき要素については、① 各分野における

研究開発推進の必要性、重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づく計

画、②各分野に共通する横断的な留意事項、の２点とすることが適当ではないか。また、

「分野別戦略・計画」には、文部科学省の役割や所掌等に鑑み、国立大学や国立研究開

発法人への支援、重点分野への競争的資金等産学連携の推進、研究環境の整備、科学技

術人材の育成等による基礎研究、学術研究の振興や、イノベーション創出につながる取

組の支援等に関する視点も盛り込むことが重要ではないか。 
 

※ 現行の研究開発計画においては、分野ごとに、どのような部分を重点的に取り組むべきかを定めた「重点的に実施

すべき研究開発の取組」と、分野横断的な視点としての人材育成、オープンサイエンスの推進、オープンイノベー

ション（産学連携）の推進、知財戦略・標準化戦略、社会との関係深化、研究基盤、国内外の研究ネットワーク構築

の強化、分野融合の推進といった横断的な視点に関する留意事項が記載されている。 
 

※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章では、研究開発をめぐる国内外の動向を俯瞰し、重要な研究開発領域

への集中投資の必要性に言及した上で、そのような研究開発領域を定めるための４つの方針を記載している。また、

研究開発領域ごとに研究開発の例が示されるとともに、最新の知見や国内外の動向等も踏まえて柔軟に見直しを行

うことが重要とされている。さらに、対象となる分野に横断的に関わる留意事項として、分野別の人材育成、ファ

ンディングの在り方、社会実装に向けた仕組みの整備、最新科学技術の情報管理、戦略的な科学技術協力、世界に

伍する研究拠点の構築といった視点が挙げられている。 

 

※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章における研究開発領域を定めるための４つの方針 

（方針１）サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合が進む中で、「超」高精密、高品質、高性能で複雑なすり合わ
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せが必要なフィジカル技術や現場のリアルデータを持つ強みを発揮し、バリューチェーンの中核を押さえる。 

（方針２）世界中が SDGs の達成を目指す中で、課題先進国（少子高齢化、社会保障費の増大、都市への人口集中、エ

ネルギー・食料・水・環境問題等）のソリューションモデルを、人文学・社会科学と自然科学の知見を総合的に活

用することにより、我が国が世界に先駆けて社会実装し、グローバルに展開する。 

（方針３）将来の産業や社会を一変させる可能性のある最先端の新興技術（エマージングテクノロジー）を追求し、

先行者利益の獲得や国際競争力の確保を目指す。 

（方針４）日本の持つ地理的・地政学的状況も見定めた国家存立の基幹的な機能を確保・向上する。 

 
○ いずれにせよ、「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき内容については、第 6 期

科学技術基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、引き続き検討・議

論する必要があると考える。 
 
 
３．「分野別プログラム」の在り方 
 
○ 現在、現行の研究開発計画に基づく評価については、研究開発課題の評価と、研究開発

プログラムの評価の試行的な実施が行われている。前者は仕組みとしてはほぼ確立して

いるものの、後者は未だ検討途上にある上、今般の試行的な実施を通じて、様々な課題

や困難性があることが判明した。 
 
○ また、現行の研究開発計画が策定された際の課題として、① 俯瞰的な評価方法、② 適
切なアウトプット指標・アウトカム指標の継続的な検討が挙げられていたものの、これ

らの諸点については、これまで検討が必ずしも適切に進められてきたとは言えない状況

にある。 
 
○ さらに、評価の屋上屋、評価作業における負担増など評価疲れの指摘がある中で、評価

のためだけに新たな仕組みを導入することについては、文部科学省内においても様々な

意見があり、これまで具体的な導入が進みづらかった要因でもあると考えられる。 
 

○ 一方で、大綱的指針において既に研究開発プログラムとその評価の導入の方針が示され

て約 10 年強が経過している中で、研究開発計画と研究開発プログラムとの関係の再整

理、そして、研究開発プログラムの評価を具体的に進めていくための検討が必要である。 
 
○ したがって、新たな「分野別プログラム」については、単に評価のための仕組みとして

の導入を検討するという位置づけとはせずに、「分野別戦略・計画」と整合する形で分野

全体を客観的かつエビデンスに基づいて把握・俯瞰でき、これによって、分野別戦略・

計画等の見直し、レビュー、改訂を行うための材料となることと、エビデンスに基づい

たプログラム評価にも資するものであることを明確にし、まさに文部科学省における

EBPM の推進の基盤であるとの位置付けとしてはどうか。 
 
○ また、「分野別プログラム」の評価の視点については、研究開発課題の評価が事業のア

カウンタビリティやメリハリを意識した評価（evaluation（有用性に主眼があって、成果

や結果に伴った評価）や rating（格付、メリハリ））の視点が強いことに対して、プログ

ラム全体を俯瞰した視点から、研究開発課題間の関係性や分野別プログラム全体に対す

る気づきや改善点を得るといった分野別委員会等やその事務局の組織学習につなげるた

めの評価（assessment）の視点が強いものとして、評価の視点の違いを明確にすることが

適当ではないか。 
 
○ 「分野別プログラム」に盛り込まれるべき要素としては、既存の施策マップに加えて、
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プログラム全体として特に把握・検証すべき事項の特定（Learning Agenda の設定）、研究

開発課題間の関係性を明確化し、プログラム全体の目標との関係性や取り組みを論理的

に整理するためのロジックチャート、定量的に把握可能な指標（論文、特許、若手人材、

国際協力関係など）に関して経年変化で比較可能な可視化された情報など、EBPM を推

進するために必要なエビデンス※を整えていくことが重要ではないか。 
 

※ 具体的な事例 

「プログラム評価議論用資料」林隆之教授＠政策研究大学院大学 

「文部科学省における分野別研究開発プログラムのイメージ（案）」 

 
○ 「分野別プログラム」を順次導入することにより、分野内を客観的なエビデンスによっ

て組織学習を進めることが可能となり、分野俯瞰をもちろんのこと分野を超えた議論（分

野融合や横串的視点との接続など）により、審議の活性化が図られることが見込まれる。

また、評価にまつわる概念整理や評価システムの明確化により、屋上屋の評価という指

摘に対応できるとともに、評価に関する重複作業の排除や効率化が期待される。さらに、

客観的なエビデンスの把握による組織学習が可能となり、これによって誰にとっても分

かりやすいエビデンスが提供されることで各分野における研究開発の推進に対する国民

の理解もより得られやすくなると考える。一方で、そのようなエビデンスに関するスキ

ルやノウハウ等が必要であり、段階的な導入が適当である。このため、文部科学省にお

ける評価に関わる職員の評価リテラシー向上のための各種取組の充実を図る必要がある

と考える。 
 
○ いずれにせよ、「分野別プログラム」の在り方や最低限盛り込まれるべき内容について

は、第 6 期科学技術基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、引き続

き検討・議論する必要があると考える。 
 
 

（了） 
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（別紙１） 

現行の研究開発計画の中目標と文部科学省政策評価体系との関係性 
※ 研究開発プログラムの粒度の目安として完全には一致していないことに留意 

現行の研究開発計画 

（中目標） 

文部科学省政策評価体系 

（施策目標） 

情報科学技術分野 
（第１章Ⅰ．１．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

ナノテクノロジー・材料科学技術分野 
（第１章Ⅰ．２．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

量子科学技術分野 
（第１章Ⅰ．３．） 

研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強

化 
（施策目標８－３） 

環境エネルギー科学技術分野（エネルギ

ー） 
（第２章Ⅰ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

核融合科学技術分野 
（第２章Ⅰ．２．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（気候変動） 
（第２章Ⅱ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（地球観測） 
（第２章Ⅲ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

医療品・医療機器開発への取組 
（第３章Ⅰ．１．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

臨床研究・治験への取組 
（第３章Ⅰ．２．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

世界最先端の医療の実現に向けた取組 
（第３章Ⅰ．３．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

疾病領域ごとの取組 
（第３章Ⅰ．４．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

研究開発の環境整備や国際的視点 

に基づく取組（第３章Ⅰ．５．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

防災科学技術分野（予測力・ 

予防力の向上）（第４章Ⅰ．１．） 
安全・安心の確保に関する課題への対応 

（施策目標９－４） 

防災科学技術分野（対応力の向上） 
（第４章Ⅰ．２．） 

安全・安心の確保に関する課題への対応 
（施策目標９－４） 

航空科学技術分野 
（第５章Ⅰ．１．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

福島原発廃炉や原子力の安全向上など 
（第５章Ⅰ．２．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備 
（第５章Ⅰ．３．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 
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（別紙２） 

 

各分野別委員会等における「分野別戦略・計画」と「分野別プログラム」の素材（案） 

 

 

（１）情報科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  AI 戦略２０１９ 

第６期科学技術基本計画の検討に向けた論点（ 情報分野の視点から）（令和元年７

月 2 2 日、情報委員会） 

今後の情報分野の研究の進め方について（令和元年 11 月 5 日、情報委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  マテリアル革新力強化のための政府戦略に向けて（令和 2年 6月 2日、マテリアル革

新力強化のための戦略策定に向けた準備会合、文部科学省、経済産業省） 

イノベーション創出の最重要基盤となるマテリアルテクノロジーの戦略的強化に向け

て（第６期科学技術基本計画に向けた提言）（令和元年 10 月 18 日、ナノテクノロジ

ー・材料科学技術委員会 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（３）量子科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  量子技術イノベーション戦略２０１９ 

  第６期科学技術基本計画に向けた検討について（令和元年 10 月 1 日、量子科学技術

委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

 今後の環境エネルギー科学技術分野の研究開発の在り方（素案）（第 5 回環境エネ

ルギー科学技術委員会、会議後修正案（令和元年 11 月７日現在） 

 ② 分野別プログラム 

  省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 

  統合的気候モデル高度化研究プログラム 

  気候変動適応技術社会実装プログラム 

  地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム 
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（５）核融合科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成 29 年 12 月 18 日、核融合科学技術委員

会） 

  原型炉研究開発ロードマップについて（一次まとめ）（平成 30 年 7 月 24 日、核融合

科学技術委員会） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた核融合科学技術委員会の考え方について（令和

元年 10 月 23 日、核融合科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  ITER 計画、幅広いアプローチ（BA）活動 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 

【脳科学委員会】 

① 分野別戦略・計画 

   健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本

部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

    のうち、「脳とこころの健康大国実現プロジェクト」 

 

【ライフサイエンス委員会】 

① 分野別戦略・計画 

   健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本

部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

 

 

（７）防災科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  第６期科学技術基本計画に盛り込むべき防災科学技術分野の施策等について（提

言）（令和元年 10 月、防災科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（８）航空科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン中間とりまとめ（令和元年 10 月） 
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  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン最終とりまとめ（令和３年 10 月頃策定

予定） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（９）原子力科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  第５次エネルギー基本計画（閣議決定、平成 30 年） 

  原子力委員会の「原子力利用に関する基本的考え方」に関する対処方針について（閣

議決定、平成 29 年） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた原子力科学技術の推進方策について（令和元年

10 月 24 日、原子力科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 
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研究計画・評価分科会における審議の方向性について（案） 

～ 新たな仕組みとして、文部科学省分野別研究開発戦略・計画（仮称）と 

分野別研究開発プログラム（仮称）の策定による研究推進と評価の新たな取組 ～ 
 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 
 
１．はじめに 
 
 今般、「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議

論のとりまとめ」を行ったところ、研究開発計画の形骸化と中目標単位で研究開発課題を

束ねた研究開発プログラムの評価の困難性が確認されたところ。 
 
 また、次期科学技術・イノベーション基本計画の検討が内閣府において進められている

中で、内閣府における検討に資する観点から、総合政策特別委員会において検討が進めら

れ、令和 2 年 3 月 26 日に「知識集約型の価値創造に向けた科学技術イノベーション政策の

展開－Society 5.0 の実現で世界をリードする国へ－」（最終取りまとめ）として最終的な取

りまとめがなされている。 
 
 さらに、CSTI（総合科学技術・イノベーション会議）においては、次期大綱的指針の改

訂に向けて、研究開発評価の充実に向けた検討がなされており、「追跡調査及び評価の有効

性の確認」及び「あるべき CSTI 評価」を着目点として、令和２年度中にとりまとめを行

うべく検討が進められており、その中で、特にあるべき CSTI 評価については、① 政府全

体で進めている施策についての科学技術・イノベーション政策（次期科学技術・イノベー

ション基本計画等）推進等の政府全体の観点からの総合的な評価及びモニタリング、② 省
庁等が自らの政策実現に向けた成果等を生み出すような評価が出来ているかどうかの観点

からの俯瞰的な評価（メタ評価）、の２点が示されている。これを踏まえると、各省庁等に

おける評価については、専門家による熟議を中心とした視点に加え、より俯瞰的・客観的

なエビデンスに基づく分析の視点が求められることが想定される。 
 
 これらの現時点における情勢を踏まえ、文部科学省内において事務的に検討を行った結

果、研究計画・評価分科会の審議の方向性については、以下のような視点で検討を深めて

いただくことが適切ではないかと考える。 
 
○ 現行の研究開発計画※に基づく研究の推進や評価の仕組みついては、第 10 期研究計画・

評価分科会の設置期間をもって廃止してはどうか。なお、分野別戦略・計画が策定され

るまでの期間における研究開発評価については・・・ 
 

※ 研究開発計画とは、第５期科学技術基本計画の第２章及び第３章に関する研究開発課題に対応するため、各分野別

委員会等における議論を中心に、今後実施すべき「重点的に実施すべき研究開発の取組」及び「推進方策」として

とりまとめたもの。平成 29 年 2月に策定されており、科学技術基本計画との平仄により、今後 10 年程度を見通し、

おおむね５年程度を計画の対象期間と位置付けている。 

 
○ これに変わる新たな仕組みとして、総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章「研究

開発の戦略的な推進」に符合するものとして、各分野において重点的・戦略的に推進す

べき研究開発の取組や推進方策を定めるための「文部科学省○○分野における研究開発

戦略・計画（仮称）」（以下、「分野別戦略・計画」という。）と、分野別戦略・計画に基づ

いて分野全体を客観的かつエビデンス基づいて把握・俯瞰でき、エビデンスに基づいた

資料 4-2 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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プログラム評価にも資することとなり、文部科学省における EBPM の推進の基盤となる

「文部科学省○○分野研究開発プログラム（仮称）」（以下、「分野別プログラム」という。）

を策定することとしてはどうか。 
 
 
２．「分野別戦略・計画」の在り方 
 
○ 「分野別戦略・計画」の対象となる範囲・粒度については、各分野別委員会等、あるい

は類似の分野別委員会等間で連携した形で定めることが出来ることとする。その際に、

現行の研究開発計画における中目標レベルで研究開発プログラム評価を試行的に実施さ

れたこと、文部科学省政策評価基本計画において定められている「文部科学省の使命と

政策目標」（以下、「政策評価体系」という。）との整合性を図ることで、効果的なフォロ

ーアップや評価等が可能となることを十分考慮しつつ、各分野別委員会等において適切

に設定することが適当ではないか。また統合イノベーション戦略２０１９に基づいて個

別に設定されている AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦

略２０１９など、既存の戦略や計画がある場合は、その考え方や整理を踏まえた設定が

適切ではないか。なお、今後、「統合イノベーション戦略２０２０」や翌年度以降に個別

に設定される戦略等にも対応可能なものとすることが必要となる。 
 
○ 「分野別戦略・計画」の作成にあたっては、各分野における分野の特性・固有事情に応

じた「分野別戦略・計画」の策定を可能とする観点から、既に分野別委員会等において

検討・とりまとめ等を行っている戦略あるいは計画（例えば、次期科学技術・イノベー

ション基本計画に資する検討を行っている総合政策特別委員会において各分野別委員会

等より示された検討結果（関係部会等における検討結果、令和元年 11 月 7 日）や、核融

合科学技術委員会における「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（平成 29 年 12 月 18

日）など）や、政府全体、内閣官房や内閣府等において別途定められている戦略や計画

（例えば、上述の AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦略

２０１９など）を引用・活用することは、類似の作業・取組との重複排除の観点からは

有用ではないか。また、上述の文書を十分に引用・活用した上で、分野を俯瞰する戦略・

計画として最低限のポイントを記載した文書を分野別委員会等でまとめるべきではない

か。 
 
○ 「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき要素については、① 各分野における

研究開発推進の必要性、重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づく計

画、②各分野に共通する横断的な留意事項、の２点とすることが適当ではないか。また、

「分野別戦略・計画」には、文部科学省の役割や所掌等に鑑み、国立大学や国立研究開

発法人への支援、重点分野への競争的資金等産学連携の推進、研究環境の整備、科学技

術人材の育成等による基礎研究、学術研究の振興や、イノベーション創出につながる取

組の支援等に関する視点も盛り込むことが重要ではないか。 
 

※ 現行の研究開発計画においては、分野ごとに、どのような部分を重点的に取り組むべきかを定めた「重点的に実施

すべき研究開発の取組」と、分野横断的な視点としての人材育成、オープンサイエンスの推進、オープンイノベー

ション（産学連携）の推進、知財戦略・標準化戦略、社会との関係深化、研究基盤、国内外の研究ネットワーク構築

の強化、分野融合の推進といった横断的な視点に関する留意事項が記載されている。 
 

※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章では、研究開発をめぐる国内外の動向を俯瞰し、重要な研究開発領域

への集中投資の必要性に言及した上で、そのような研究開発領域を定めるための４つの方針を記載している。また、

研究開発領域ごとに研究開発の例が示されるとともに、最新の知見や国内外の動向等も踏まえて柔軟に見直しを行

うことが重要とされている。さらに、対象となる分野に横断的に関わる留意事項として、分野別の人材育成、ファ

ンディングの在り方、社会実装に向けた仕組みの整備、最新科学技術の情報管理、戦略的な科学技術協力、世界に
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伍する研究拠点の構築といった視点が挙げられている。 

 

※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章における研究開発領域を定めるための４つの方針 

（方針１）サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合が進む中で、「超」高精密、高品質、高性能で複雑なすり合わ

せが必要なフィジカル技術や現場のリアルデータを持つ強みを発揮し、バリューチェーンの中核を押さえる。 

（方針２）世界中が SDGs の達成を目指す中で、課題先進国（少子高齢化、社会保障費の増大、都市への人口集中、エ

ネルギー・食料・水・環境問題等）のソリューションモデルを、人文学・社会科学と自然科学の知見を総合的に活

用することにより、我が国が世界に先駆けて社会実装し、グローバルに展開する。 

（方針３）将来の産業や社会を一変させる可能性のある最先端の新興技術（エマージングテクノロジー）を追求し、

先行者利益の獲得や国際競争力の確保を目指す。 

（方針４）日本の持つ地理的・地政学的状況も見定めた国家存立の基幹的な機能を確保・向上する。 

 
○ いずれにせよ、「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき内容については、次期

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏

まえ、また、研究開発計画が担っていたと考えられる分野全体を俯瞰した上で、複数の

分野にまたがり得るような領域における課題への取組をどうするのかといった視点に対

する対応の在り方など、引き続き検討・議論する必要があると考える。 
 
 
３．「分野別プログラム」の在り方 
 
○ 現在、現行の研究開発計画に基づく評価については、研究開発課題の評価と、研究開発

プログラムの評価の試行的な実施が行われている。前者は仕組みとしてはほぼ確立して

いるものの、後者は未だ検討途上にある上、今般の試行的な実施を通じて、様々な課題

や困難性があることが判明した。 
 
○ また、現行の研究開発計画が策定された際の課題として、① 俯瞰的な評価方法、② 適
切なアウトプット指標・アウトカム指標の継続的な検討が挙げられていたものの、これ

らの諸点については、これまで検討が必ずしも適切に進められてきたとは言えない状況

にある。 
 
○ さらに、評価の屋上屋、評価作業における負担増など評価疲れの指摘がある中で、評価

のためだけに新たな仕組みを導入することについては、文部科学省内においても様々な

意見があり、これまで具体的な導入が進みづらかった要因でもあると考えられる。 
 

○ 一方で、大綱的指針において既に研究開発プログラムとその評価の導入の方針が示され

て約 10 年強が経過している中で、研究開発計画と研究開発プログラムとの関係の再整

理、そして、研究開発プログラムの評価を具体的に進めていくための検討が必要である。 
 
○ したがって、新たな「分野別プログラム」については、単に評価のための仕組みとして

の導入を検討するという位置づけとはせずに、「分野別戦略・計画」と整合する形で分野

全体を客観的かつエビデンスに基づいて把握・俯瞰でき、これによって、分野別戦略・

計画等の見直し、レビュー、改訂を行うための材料となることと、エビデンスに基づい

たプログラム評価にも資するものであることを明確にし、まさに文部科学省における

EBPM の推進の基盤であるとの位置付けとしてはどうか。 
 
○ また、「分野別プログラム」の評価の視点については、研究開発課題に関しては、課題

やの評価が事業のアカウンタビリティやメリハリを意識した評価（evaluation（有用性に

主眼があって、成果や結果に伴った評価）や rating（格付、メリハリ））の視点が強いこ

とに対して、分野別プログラムに関しては、プログラム全体を俯瞰して、それを構成す
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るした視点から、研究開発課題間の関係性の把握や分野別プログラム全体に対する気づ

きや改善点を得るといった、分野別委員会等やその事務局の組織学習につなげるための

評価（assessment）の視点が強いものとして、評価の視点の違いを明確にすることが適当

ではないか。 
 
○ 「分野別プログラム」に盛り込まれるべき要素としては、既存の施策マップに加えて、

プログラム全体として特に把握・検証すべき事項の特定（Learning Agenda の設定）、研究

開発課題間の関係性を明確化し、プログラム全体の目標との関係性や取り組みを論理的

に整理するためのロジックチャート、定量的に把握可能な指標（論文、特許、若手人材、

国際協力関係など）に関して経年変化で比較可能な可視化された情報など、EBPM を推

進するために必要なエビデンス※を整えていくことが重要ではないか。 
 

※ 具体的な事例 

「プログラム評価議論用資料」林隆之教授＠政策研究大学院大学 

「文部科学省における分野別研究開発プログラムのイメージ（案）」 

 
○ 「分野別プログラム」を順次導入することにより、分野内を客観的なエビデンスによっ

て組織学習を進めることが可能となり、分野俯瞰をもちろんのこと分野を超えた議論（分

野融合や横串的視点との接続など）により、審議の活性化が図られることが見込まれる。

また、評価にまつわる概念整理や評価システムの明確化により、屋上屋の評価という指

摘に対応できるとともに、評価に関する重複作業の排除や効率化が期待される。さらに、

客観的なエビデンスの把握による組織学習が可能となり、これによって誰にとっても分

かりやすいエビデンスが提供されることで各分野における研究開発の推進に対する国民

の理解もより得られやすくなると考える。一方で、そのようなエビデンスに関するスキ

ルやノウハウ等が必要であり、段階的な導入が適当である。このため、文部科学省にお

ける評価に関わる職員の評価リテラシー向上のための各種取組の充実を図る必要がある

と考える。 
 
○ いずれにせよ、「分野別プログラム」の在り方や最低限盛り込まれるべき内容について

は、次期研究計画・評価分科会開始時より今後５年をかけて、次期第 6 期科学技術・イ

ノベーション基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、普及・定着を

図るべく引き続き検討・議論する必要があると考える。 
 
 

（了） 
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（別紙１） 

現行の研究開発計画の中目標と文部科学省政策評価体系との関係性 
              ※ 研究開発プログラムの粒度の目安として完全には一致していないことに留意 

現行の研究開発計画 

（中目標） 

文部科学省政策評価体系 

（施策目標） 

情報科学技術分野 
（第１章Ⅰ．１．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

ナノテクノロジー・材料科学技術分野 
（第１章Ⅰ．２．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

量子科学技術分野 
（第１章Ⅰ．３．） 

研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強

化 
（施策目標８－３） 

環境エネルギー科学技術分野（エネルギ

ー） 
（第２章Ⅰ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

核融合科学技術分野 
（第２章Ⅰ．２．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（気候変動） 
（第２章Ⅱ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（地球観測） 
（第２章Ⅲ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

医療品・医療機器開発への取組 
（第３章Ⅰ．１．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

臨床研究・治験への取組 
（第３章Ⅰ．２．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

世界最先端の医療の実現に向けた取組 
（第３章Ⅰ．３．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

疾病領域ごとの取組 
（第３章Ⅰ．４．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

研究開発の環境整備や国際的視点 

に基づく取組（第３章Ⅰ．５．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

防災科学技術分野（予測力・ 

予防力の向上）（第４章Ⅰ．１．） 
安全・安心の確保に関する課題への対応 

（施策目標９－４） 

防災科学技術分野（対応力の向上） 
（第４章Ⅰ．２．） 

安全・安心の確保に関する課題への対応 
（施策目標９－４） 

航空科学技術分野 
（第５章Ⅰ．１．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

福島原発廃炉や原子力の安全向上など 
（第５章Ⅰ．２．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備 
（第５章Ⅰ．３．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 
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（別紙２） 

 

各分野別委員会等における「分野別戦略・計画」と「分野別プログラム」の素材（案） 

 

 

（１）情報科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  AI 戦略２０１９ 

第６期科学技術基本計画の検討に向けた論点（ 情報分野の視点から）（令和元年７

月 2 2 日、情報委員会） 

今後の情報分野の研究の進め方について（令和元年 11 月 5 日、情報委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  マテリアル革新力強化のための政府戦略に向けて（令和 2年 6月 2日、マテリアル革

新力強化のための戦略策定に向けた準備会合、文部科学省、経済産業省） 

イノベーション創出の最重要基盤となるマテリアルテクノロジーの戦略的強化に向け

て（第６期科学技術基本計画に向けた提言）（令和元年 10 月 18 日、ナノテクノロジ

ー・材料科学技術委員会 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（３）量子科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  量子技術イノベーション戦略２０１９ 

  第６期科学技術基本計画に向けた検討について（令和元年 10 月 1 日、量子科学技術

委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

 今後の環境エネルギー科学技術分野の研究開発の在り方（素案）（第 5 回環境エネ

ルギー科学技術委員会、会議後修正案（令和元年 11 月７日現在） 

 ② 分野別プログラム 

  省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 

  統合的気候モデル高度化研究プログラム 

  気候変動適応技術社会実装プログラム 

  地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム 
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（５）核融合科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成 29 年 12 月 18 日、核融合科学技術委員

会） 

  原型炉研究開発ロードマップについて（一次まとめ）（平成 30 年 7 月 24 日、核融合

科学技術委員会） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた核融合科学技術委員会の考え方について（令和

元年 10 月 23 日、核融合科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  ITER 計画、幅広いアプローチ（BA）活動 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 

【脳科学委員会】 

① 分野別戦略・計画 

  健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

    のうち、「脳とこころの健康大国実現プロジェクト」 

 

【ライフサイエンス委員会】 

① 分野別戦略・計画 

  健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

 

 

（７）防災科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

 第６期科学技術基本計画に盛り込むべき防災科学技術分野の施策等について（提 

言）（令和元年 10 月、防災科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（８）航空科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン中間とりまとめ（令和元年 10 月） 

  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン最終とりまとめ（令和３年 10 月頃策定

予定） 
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 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（９）原子力科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  第５次エネルギー基本計画（閣議決定、平成 30 年） 

  原子力委員会の「原子力利用に関する基本的考え方」に関する対処方針について（閣

議決定、平成 29 年） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた原子力科学技術の推進方策について（令和元年

10 月 24 日、原子力科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 
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研究計画・評価分科会における審議の方向性について（案） 

～ 新たな仕組みとして、文部科学省分野別研究開発戦略・計画（仮称）と 

分野別研究開発プログラム（仮称）の策定による研究推進と評価の新たな取組 ～ 
 

令和２年７月 16 日 

文部科学省科学技術・学術政策局企画評価課 
 
１．はじめに 
 
 今般、「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議

論のとりまとめ」を行ったところ、研究開発計画の形骸化と中目標単位で研究開発課題を

束ねた研究開発プログラムの評価の困難性が確認されたところ。 
 
 また、次期科学技術・イノベーション基本計画の検討が内閣府において進められている

中で、内閣府における検討に資する観点から、総合政策特別委員会において検討が進めら

れ、令和 2 年 3 月 26 日に「知識的集約型の価値創造に向けた科学技術イノベーション政策

の展開－Society 5.0 の実現で世界をリードする国へ－」（最終取りまとめ）として最終的な

取りまとめがなされている。 
 
 さらに、CSTI（総合科学技術・イノベーション会議）においては、次期大綱的指針の改

訂に向けて、研究開発評価の充実に向けた検討がなされており、「追跡調査及び評価の有効

性の確認」及び「あるべき CSTI 評価」を着目点として、令和２年度中にとりまとめを行

うべく検討が進められており、その中で、特にあるべき CSTI 評価については、① 政府全

体で進めている施策についての科学技術・イノベーション政策（次期科学技術・イノベー

ション基本計画等）推進等の政府全体の観点からの総合的な評価及びモニタリング、② 省
庁等が自らの政策実現に向けた成果等を生み出すような評価が出来ているかどうかの観点

からの俯瞰的な評価（メタ評価）、の２点が示されている。これを踏まえると、各省庁等に

おける評価については、専門家による熟議を中心とした視点に加え、より俯瞰的・客観的

なエビデンスに基づく分析の視点が求められることが想定される。 
 
 これらの現時点における情勢を踏まえ、文部科学省内において事務的に検討を行った結

果、研究計画・評価分科会の審議の方向性については、以下のような視点で検討を深めて

いただくことが適切ではないかと考える。 
 
○ 現行の研究開発計画※に基づく研究の推進や評価の仕組みついては、第 10 期研究計画・

評価分科会の設置期間をもって廃止してはどうか。 
 

※ 研究開発計画とは、第５期科学技術基本計画の第２章及び第３章に関する研究開発課題に対応するため、各分野別

委員会等における議論を中心に、今後実施すべき「重点的に実施すべき研究開発の取組」及び「推進方策」として

とりまとめたもの。平成 29 年 2月に策定されており、科学技術基本計画との平仄により、今後 10 年程度を見通し、

おおむね５年程度を計画の対象期間と位置付けている。 

 
○ これに変わる新たな仕組みとして、総合政策特別委員会の最終取とりまとめ第８章「研

究開発の戦略的な推進」に符合するものとして、各分野において重点的・戦略的に推進

すべき研究開発の取組や推進方策を定めるための「文部科学省○○分野における研究開

発戦略・計画（仮称）」（以下、「分野別戦略・計画」という。）と、分野別戦略・計画に基

づいて分野全体を客観的かつエビデンス基づいて把握・俯瞰でき、エビデンスに基づい

たプログラム評価にも資することとなり、文部科学省における EBPM の推進の基盤とな

資料 4-3 
科学技術・学術審議会 
研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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る「文部科学省○○分野研究開発プログラム（仮称）」（以下、「分野別プログラム」とい

う。）を策定することとしてはどうか。 
 
 
２．「分野別戦略・計画」の在り方 
 
○ 「分野別戦略・計画」の対象となる範囲・粒度については、各分野別委員会等、あるい

は類似の分野別委員会等間で連携した形で定めることが出来ることとする。その際に、

現行の研究開発計画における中目標レベルで研究開発プログラム評価を試行的に実施さ

れたこと、文部科学省政策評価基本計画において定められている「文部科学省の使命と

政策目標」（以下、「政策評価体系」という。）との整合性を図ることで、効果的なフォロ

ーアップや評価等が可能となることを十分考慮しつつ、各分野別委員会等において適切

に設定することが適当ではないか。また統合イノベーション戦略２０１９に基づいて個

別に設定されている AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦

略２０１９など、既存の戦略や計画がある場合は、その考え方や整理を踏まえた設定が

適切ではないか。なお、今後、「統合イノベーション戦略２０２０」や翌年度以降に個別

に設定される戦略等にも対応可能なものとすることが必要となる。 
 
○ 「分野別戦略・計画」の作成にあたっては、各分野における分野の特性・固有事情に応

じた「分野別戦略・計画」の策定を可能とする観点から、既に分野別委員会等において

検討・とりまとめ等を行っている戦略あるいは計画（例えば、次期科学技術・イノベー

ション基本計画に資する検討を行っている総合政策特別委員会において各分野別委員会

等より示された検討結果（関係部会等における検討結果、令和元年 11 月 7 日）や、核融

合科学技術委員会における「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」（平成 29 年 12 月 18

日）など）や、政府全体、内閣官房や内閣府等において別途定められている戦略や計画

（例えば、上述の AI 戦略２０１９、バイオ戦略２０１９、量子技術イノベーション戦略

２０１９など）を引用・活用することは、類似の作業・取組との重複排除の観点からは

有用ではないか。また、上述の文書を十分に引用・活用した上で、分野を俯瞰する戦略・

計画として最低限のポイントを記載した文書を分野別委員会等でまとめるべきではない

か。 
 
○ 「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき要素については、① 各分野における

研究開発推進の必要性、重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づく計

画、②各分野に共通する横断的な留意事項、の２点とすることが適当ではないか。また、

「分野別戦略・計画」には、文部科学省の役割や所掌等に鑑み、国立大学や国立研究開

発法人への支援、重点分野への競争的資金等産学連携の推進、研究環境の整備、科学技

術人材の育成等による基礎研究、学術研究の振興や、イノベーション創出につながる取

組の支援等に関する視点も盛り込むことが重要ではないか。 
 

※ 現行の研究開発計画においては、分野ごとに、どのような部分を重点的に取り組むべきかを定めた「重点的に実施

すべき研究開発の取組」と、分野横断的な視点としての人材育成、オープンサイエンスの推進、オープンイノベー

ション（産学連携）の推進、知財戦略・標準化戦略、社会との関係深化、研究基盤、国内外の研究ネットワーク構築

の強化、分野融合の推進といった横断的な視点に関する留意事項が記載されている。 
 

※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章では、研究開発をめぐる国内外の動向を俯瞰し、重要な研究開発領域

への集中投資の必要性に言及した上で、そのような研究開発領域を定めるための４つの方針を記載している。また、

研究開発領域ごとに研究開発の例が示されるとともに、最新の知見や国内外の動向等も踏まえて柔軟に見直しを行

うことが重要とされている。さらに、対象となる分野に横断的に関わる留意事項として、分野別の人材育成、ファ

ンディングの在り方、社会実装に向けた仕組みの整備、最新科学技術の情報管理、戦略的な科学技術協力、世界に

伍する研究拠点の構築といった視点が挙げられている。 
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※ 総合政策特別委員会の最終取りまとめ第８章における研究開発領域を定めるための４つの方針 

（方針１）サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合が進む中で、「超」高精密、高品質、高性能で複雑なすり合わ

せが必要なフィジカル技術や現場のリアルデータを持つ強みを発揮し、バリューチェーンの中核を押さえる。 

（方針２）世界中が SDGs の達成を目指す中で、課題先進国（少子高齢化、社会保障費の増大、都市への人口集中、エ

ネルギー・食料・水・環境問題等）のソリューションモデルを、人文学・社会科学と自然科学の知見を総合的に活

用することにより、我が国が世界に先駆けて社会実装し、グローバルに展開する。 

（方針３）将来の産業や社会を一変させる可能性のある最先端の新興技術（エマージングテクノロジー）を追求し、

先行者利益の獲得や国際競争力の確保を目指す。 

（方針４）日本の持つ地理的・地政学的状況も見定めた国家存立の基幹的な機能を確保・向上する。 

 
○ いずれにせよ、「分野別戦略・計画」に最低限盛り込まれるべき内容については、次期

科学技術・イノベーション基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、

また、研究開発計画が担っていたと考えられる分野全体を俯瞰した上で、複数の分野に

またがり得るような領域における課題への取組をどうするのかといった視点に対する対

応の在り方など、引き続き検討・議論する必要があると考える。 
 
 
３．「分野別プログラム」の在り方 
 
○ 現在、現行の研究開発計画に基づく評価については、研究開発課題の評価と、研究開発

プログラムの評価の試行的な実施が行われている。前者は仕組みとしてはほぼ確立して

いるものの、後者は未だ検討途上にある上、今般の試行的な実施を通じて、様々な課題

や困難性があることが判明した。 
 
○ また、現行の研究開発計画が策定された際の課題として、① 俯瞰的な評価方法、② 適
切なアウトプット指標・アウトカム指標の継続的な検討が挙げられていたものの、これ

らの諸点については、これまで検討が必ずしも適切に進められてきたとは言えない状況

にある。 
 
○ さらに、評価の屋上屋、評価作業における負担増など評価疲れの指摘がある中で、評価

のためだけに新たな仕組みを導入することについては、文部科学省内においても様々な

意見があり、これまで具体的な導入が進みづらかった要因でもあると考えられる。 
 

○ 一方で、大綱的指針において既に研究開発プログラムとその評価の導入の方針が示され

て約 10 年強が経過している中で、研究開発計画と研究開発プログラムとの関係の再整

理、そして、研究開発プログラムの評価を具体的に進めていくための検討が必要である。 
 
○ したがって、新たな「分野別プログラム」については、単に評価のための仕組みとして

の導入を検討するという位置づけとはせずに、「分野別戦略・計画」と整合する形で分野

全体を客観的かつエビデンスに基づいて把握・俯瞰でき、これによって、分野別戦略・

計画等の見直し、レビュー、改訂を行うための材料となることと、エビデンスに基づい

たプログラム評価にも資するものであることを明確にし、まさに文部科学省における

EBPM の推進の基盤であるとの位置付けとしてはどうか。 
 
○ また、「分野別プログラム」の評価の視点については、研究開発課題に関しては、課題

や事業のアカウンタビリティやメリハリを意識した評価（evaluation（有用性に主眼があ

って、成果や結果に伴った評価）や rating（格付、メリハリ））の視点が強いことに対し

て、分野別プログラムに関しては、プログラム全体を俯瞰して、それを構成する研究開

発課題間の関係性の把握やプログラム全体に対する気づきや改善点を得るといった、分
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野別委員会等やその事務局の組織学習につなげるための評価（assessment）の視点が強い

ものとして、評価の視点の違いを明確にすることが適当ではないか。 
 
○ 「分野別プログラム」に盛り込まれるべき要素としては、既存の施策マップに加えて、

プログラム全体として特に把握・検証すべき事項の特定（Learning Agenda の設定）、研究

開発課題間の関係性を明確化し、プログラム全体の目標との関係性や取り組みを論理的

に整理するためのロジックチャート、定量的に把握可能な指標（論文、特許、若手人材、

国際協力関係など）に関して経年変化で比較可能な可視化された情報など、EBPM を推

進するために必要なエビデンス※を整えていくことが重要ではないか。 
 

※ 具体的な事例 

「プログラム評価議論用資料」林隆之教授＠政策研究大学院大学 

「文部科学省における分野別研究開発プログラムのイメージ（案）」 

 
○ 「分野別プログラム」を順次導入することにより、分野内を客観的なエビデンスによっ

て組織学習を進めることが可能となり、分野俯瞰をもちろんのこと分野を超えた議論（分

野融合や横串的視点との接続など）により、審議の活性化が図られることが見込まれる。

また、評価にまつわる概念整理や評価システムの明確化により、屋上屋の評価という指

摘に対応できるとともに、評価に関する重複作業の排除や効率化が期待される。さらに、

客観的なエビデンスの把握による組織学習が可能となり、これによって誰にとっても分

かりやすいエビデンスが提供されることで各分野における研究開発の推進に対する国民

の理解もより得られやすくなると考える。一方で、そのようなエビデンスに関するスキ

ルやノウハウ等が必要であり、段階的な導入が適当である。このため、文部科学省にお

ける評価に関わる職員の評価リテラシー向上のための各種取組の充実を図る必要がある

と考える。 
 
○ いずれにせよ、「分野別プログラム」の在り方や最低限盛り込まれるべき内容について

は、次期研究計画・評価分科会開始時より今後５年をかけて、次期科学技術・イノベー

ション基本計画の内容や、次期大綱的指針の改訂内容等を踏まえ、普及・定着を図るべ

く引き続き検討・議論する必要があると考える。 
 
 

（了） 
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（別紙１） 

現行の研究開発計画の中目標と文部科学省政策評価体系との関係性 
※ 研究開発プログラムの粒度の目安として完全には一致していないことに留意 

現行の研究開発計画 

（中目標） 

文部科学省政策評価体系 

（施策目標） 

情報科学技術分野 
（第１章Ⅰ．１．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

ナノテクノロジー・材料科学技術分野 
（第１章Ⅰ．２．） 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 
（施策目標９－１） 

量子科学技術分野 
（第１章Ⅰ．３．） 

研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強

化 
（施策目標８－３） 

環境エネルギー科学技術分野（エネルギ

ー） 
（第２章Ⅰ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

核融合科学技術分野 
（第２章Ⅰ．２．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（気候変動） 
（第２章Ⅱ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

環境エネルギー科学技術分野（地球観測） 
（第２章Ⅲ．１．） 

環境エネルギーに関する課題への対応 
（施策目標９－２） 

医療品・医療機器開発への取組 
（第３章Ⅰ．１．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

臨床研究・治験への取組 
（第３章Ⅰ．２．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

世界最先端の医療の実現に向けた取組 
（第３章Ⅰ．３．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

疾病領域ごとの取組 
（第３章Ⅰ．４．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

研究開発の環境整備や国際的視点 

に基づく取組（第３章Ⅰ．５．） 

健康・医療・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽに関する課題への対

応 
（施策目標９－３） 

防災科学技術分野（予測力・ 

予防力の向上）（第４章Ⅰ．１．） 
安全・安心の確保に関する課題への対応 

（施策目標９－４） 

防災科学技術分野（対応力の向上） 
（第４章Ⅰ．２．） 

安全・安心の確保に関する課題への対応 
（施策目標９－４） 

航空科学技術分野 
（第５章Ⅰ．１．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

福島原発廃炉や原子力の安全向上など 
（第５章Ⅰ．２．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 

原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備 
（第５章Ⅰ．３．） 

国家戦略上重要な基幹技術の推進 
（施策目標９－５） 
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（別紙２） 

 

各分野別委員会等における「分野別戦略・計画」と「分野別プログラム」の素材（案） 

 

 

（１）情報科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  AI 戦略２０１９ 

第６期科学技術基本計画の検討に向けた論点（ 情報分野の視点から）（令和元年７

月 2 2 日、情報委員会） 

今後の情報分野の研究の進め方について（令和元年 11 月 5 日、情報委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（２）ナノテクノロジー・材料科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  マテリアル革新力強化のための政府戦略に向けて（令和 2年 6月 2日、マテリアル革

新力強化のための戦略策定に向けた準備会合、文部科学省、経済産業省） 

イノベーション創出の最重要基盤となるマテリアルテクノロジーの戦略的強化に向け

て（第６期科学技術基本計画に向けた提言）（令和元年 10 月 18 日、ナノテクノロジ

ー・材料科学技術委員会 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（３）量子科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  量子技術イノベーション戦略２０１９ 

  第６期科学技術基本計画に向けた検討について（令和元年 10 月 1 日、量子科学技術

委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（４）環境エネルギー科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

 今後の環境エネルギー科学技術分野の研究開発の在り方（素案）（第 5 回環境エネ

ルギー科学技術委員会、会議後修正案（令和元年 11 月７日現在） 

 ② 分野別プログラム 

  省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発 

  統合的気候モデル高度化研究プログラム 

  気候変動適応技術社会実装プログラム 

  地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム 
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（５）核融合科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  核融合原型炉研究開発の推進に向けて（平成 29 年 12 月 18 日、核融合科学技術委員

会） 

  原型炉研究開発ロードマップについて（一次まとめ）（平成 30 年 7 月 24 日、核融合

科学技術委員会） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた核融合科学技術委員会の考え方について（令和

元年 10 月 23 日、核融合科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  ITER 計画、幅広いアプローチ（BA）活動 

 

 

（６）ライフサイエンス分野 

【脳科学委員会】 

① 分野別戦略・計画 

  健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

   のうち、「脳とこころの健康大国実現プロジェクト」 

 

【ライフサイエンス委員会】 

① 分野別戦略・計画 

  健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

   バイオ戦略２０１９ 

   第６期科学技術基本計画策定に向けたライフサイエンス分野としての提言（令和元

年10月15日、ライフサイエンス委員会、脳科学委員会） 

  ② 分野別プログラム 

   ９つの各省連携プロジェクト（内閣官房健康・医療推進戦略本部） 

 

 

（７）防災科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

 第６期科学技術基本計画に盛り込むべき防災科学技術分野の施策等について（提言 

（令和元年 10 月、防災科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（８）航空科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン中間とりまとめ（令和元年 10 月） 

  航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン最終とりまとめ（令和３年 10 月頃策定

予定） 
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 ② 分野別プログラム 

  該当なし 

 

 

（９）原子力科学技術分野 

① 分野別戦略・計画 

  第５次エネルギー基本計画（閣議決定、平成 30 年） 

  原子力委員会の「原子力利用に関する基本的考え方」に関する対処方針について（閣

議決定、平成 29 年） 

  第６期科学技術基本計画策定に向けた原子力科学技術の推進方策について（令和元年

10 月 24 日、原子力科学技術委員会） 

 ② 分野別プログラム 

  該当なし 
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研究計画・評価分科会における
研究開発計画と分野別研究戦略・計画（案）との関係

研究開発計画 分野別研究戦略・計画（案）

位置
づけ

第５期科学技術基本計画の第２章「未来の産業創造と社会変
革に向けた新たな価値創出の取組」及び第３章「経済・社会
的課題への対応」に関する研究開発課題に対応するための
計画。今後10年間を見通し、概ね５年程度が計画対象期間。

総政特最終取りまとめ第８章「研究開発の総合的な推進」に
符合するものとする内容とする予定（今後、次期科学技術・イ
ノベーション基本計画の策定を見据え再検討の予定）。

主な
内容

各分野の範囲・粒度については、文部科学省の政策評価
体系（施策目標）と章立て（中目標）を出来るだけ一致させ
ている。
記載内容は、概ね、中目標毎に、①重点的に実施すべき
研究開発の取組と、②留意すべき推進方策（人材、オープ
ンサイエンス、オープンイノベ―ション、知財戦略等、社会と
の関係深化、研究基盤、区内外の研究ネットワーク強化、
分野融合の推進など）を記載。

各分野の範囲・粒度については、これまでの経緯や効果的
なフォローアップや評価が可能となることを考慮して、各分
野別委員会において個別に設定してはどうか。

記載内容は、各分野における研究開発推進の必要性、重
点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づく
計画、②各分野に共通する横断的な留意事項、を記載し

てはどうか。（総政特最終取りまとめや次期科学技術・イノ
ベーション基本計画の内容も踏まえ、文科省全体の分野の
捉え方や分野間の平仄や整合性を図るかについては、今
後要検討。）

分
科
会
と

分
野
別
委
員
会

分科会において、研究開発計画として束ねている。

分野別委員会においては、計画策定には関与するものの、
計画策定後の活用や見直しについての議論は、まちまち。
（使用されていないケースが多く、やや形骸化が懸念。）
研究開発プログラムは、これまで作成されておらず。
（「研究開発プログラム」とは、「大目標達成のために必要な
中目標」の単位で研究開発課題等の全体を束ねたものと
されている。）

分科会において、束ねる必要はないのではないか。

各分野委員会や政府全体において別途検討やとりまとめ
がなされている戦略あるいは計画を出来るだけ引用し、分
野を俯瞰する戦略・計画として最低限のポイントを記載した
文書を分野別委員会でまとめるべきではないか。

あわせて、分野別プログラム（案）の検討・作成作業を進め
てはどうか。

【 現在 】 【令和3年度以降 】

資料5
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16
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研究開発課題と研究開発プログラム等の関係（案）

研究開発課題

内容 研究開発計画に基づいて設定された課題であり、概ね各種事
業単位に設定されている。

基本的にこれまでと同じ。

運用
状況

総額10億円以上の研究開発課題
新規、中間、事後評価を実施（実施期間に応じて）

評価の視点は、実施の適否、質向上や運用改善など
(evaluation, ratingの視点）を重視。

基本的にはこれまでと同じ。

ただし、分野別プログラムにより得られる知見など組織学習
の結果を適宜活用。

関係

法令
等

政策評価法等（10億円以上の費用を要することが見込まれる
ものについては事前評価を実施することが必要となっている）
その他、大綱的指針、文部科学省政策評価基本計画、
文部科学省研究開発評価指針 など

基本的にこれまでと同じ。

【 現在 】 【令和3年度以降 】

研究開発プログラム 分野別プログラム（案）

内容 研究開発課題を束ねたものであり、現行研究開発計画の中
目標単位が目安。

分野全体を客観的かつエビデンスに基づいて俯瞰・把握
できるものとして、まさに文部科学省におけるEBPMの推
進の基盤であると位置づけてはどうか。

運用
状況

これまで実施されておらず。（平成30年度より試行的に実
施。）

まずは、客観的・俯瞰的なエビデンスの蓄積を図るとともに、
適切なタイミングにてフォローアップや評価を実施してはどう
か。評価の視点は、気づきや改善点を得るための組織学習な
ど（assessmentの視点）を重視してはどうか。

関係

法令
等

平成24年度の大綱的指針において導入すべき、さらに平成
28年度の大綱的指針において導入加速と定着を図るべきと
の考え方が示されている。
平成28年度研究計画・評価分科会策定の研究開発計画にお
いても、追跡調査・追跡評価と併せて実施するとされている。

基本的にこれまでと同じ。
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文科省評価指針を策定

第6期科学技術・イノベーション
基本計画策定

大綱的
指針改訂

方
向
性
を

提
示

基
本
的
な

方
向
性
を

提
示

新たな仕組みに向けた今後の予定・見込み（イメージ：検討資料）
R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

CSTI

評価見直し検討

大綱的指針

文科省計評

研究開発計画
廃止

分野別戦略・計画
分野別プログラム

研究開発課題評価

分野別委員会

分野別戦略・計画

分野別プログラム

研究開発課題評価

追跡調査・評価の導入、CSTIとしての評価（科学技術基本計画のレビュー（プログラム評価的発想）にフォーカス）が示される見込み

評価専門調査会
等での検討

既存戦略・計画
等の整理

既存エビデンス
等の整理

従来の新規・中間・事後評価案を作成（分野別プログラムに併せて少し仕組みを改善予定）

従来の新規・中間・事後評価を作成（分野別プログラムに併せて少し仕組みを改善予定）

分野別戦略・計画の策定

分野別プログラムを順次整備※

※ SciREX共進化実現プログラムにおける取組を含む

必要に応じて見直し、改訂

分野別プログラムに照らした

フォローアップ・評価など

第11期中に
状況を把握

第12期中にフォローアップや
評価等の結果を聴取

第11期計評分科会 第12期計評分科会第10期計評分科会
R3.2.15~ R5.2.15~

資料6
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16

※参照されるべき「相対的に上位」にある「戦略・計画」が２年未満の場合、
必要に応じて「戦略・計画」の改訂・変更等も可能とする
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文部科学省における分野別プログラム
のイメージ（案）

令和２年７月

文部科学省 科学技術・学術政策局

評価・研究開発法人支援室

資料7
科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会
（第73回） R2.7.16
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○ 分野別プログラムとは、文部科学省におけるEBPMの推進を図る観点から、分野別
委員会が示す研究開発に関する戦略や計画等に整合する形で、分野全体を客観的か
つエビデンスに基づいて俯瞰・把握できる基盤であると位置づける。
（従来の研究開発プログラムは、研究開発計画に含まれる分野ごとの研究開発課題

等を束ねたものを基本とし、関連する国立研究開発法人や大学等の研究開発活動
なども含むものとしていたため、これに準じた単位を基本とする。）

○ 分野別プログラムの評価にあたっては、研究開発課題の評価が事業のアカウンタビ
リティのための評価（evaluationやratingに相当）の視点を重視していることに対し
て、研究開発プログラムの評価は、研究開発戦略・計画（仮称）の有効性を確認し、
研究開発課題の間の関係性やプログラム全体の気づき、改善点を得るといった組織
学習につなげるための評価（assessmentに相当）の視点を重視することとする。

○ このため、分野別プログラムでは、次の諸点に関するエビデンスを収集、作成、把
握することを基本とする。

－ 施策マップをベースとしたLearning Agendaの設定
－ セオリー評価に資するエビデンス（ロジックモデル、ポートフォリオ、

研究開発ロードマップなど）
－ 研究開発環境・基盤の把握のためのエビデンス（人材、産学連携、国際

協力、研究インフラ（共用施設を含む）など）
－ （可能であれば、）プロセス評価、インパクト評価、追跡調査に資する

エビデンス

文部科学省における分野別プログラムと評価の在り方（案）

2
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○ 分野別プログラムにおいて、研究開発課題間の関係性の把握やプログ
ラム全体の俯瞰の視点から、施策マップをベースにどのような情報・
状況を収集・把握するのかを明確にするための取組。

○ 必要となる情報・状況とは、それ自身が組織学習のための視点であり、
プログラム評価のための達成すべき到達度の目安や研究開発の戦略や
計画に示されている評価指標なども含む。

○ 必要となる情報・状況を把握するためには、分野別委員会の事務局の
EBPM推進のためのリテラシー向上や、計画的な取組が必要となるため、
分科会事務局を中心に研修や情報・状況の収集・把握を行うことを支
援するプロジェクト（SciREX共進化実現プログラムのプロジェクトと
して令和3年度に立ち上げる予定）などにより、適切な支援を行う。

○ 必要となる情報・状況は、分野等の特性によらず共通するものと、分
野等の固有の特性・事情に応じて設定されるものがあり、まずは、分
野別委員会(及び事務局）において、十分な精査・検討が必要である。
また、この作業を適切に行うために、研究開発評価の専門家（科学技
術・学術政策局においてアドバイザイーとして委嘱）による支援を行
う予定である。

Leaning Agendaの設定について

3
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

【疾病領域ごとの取組】 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応
研究開発計画：
大目標

健康・医療戦略推進本部の下、健康・医療戦略及び医療分野研究開発推進計画に基づき、国立研究開発法人日本医療研究開発機構を中心に、オールジャパンで
の医薬品創出・医療機器開発、革新的医療技術創出拠点の整備、再生医療やゲノム医療など世界最先端の医療の実現、がん、精神・神経疾患、新興・再興感染症
や難病の克服に向けた研究開発などを着実に推進する。
大目標達成のために必要な中目標

「健康・医療戦略」及び「医療分野研究開発推進計画」等に基づき、疾病領域ごとの取組：がん、精神・神経疾患、感染症等の疾患克服に向けた研究開発等を推進
する。

「健康・医療
戦略」及び
「医療分野研
究開発推進
計画」等に基
づき、がん、
精神・神経疾
患、感染症
等の疾患克
服に向けた
研究開発を
推進する。

がんの生物学的な本態解明に迫る研究、がんゲノム情報など患者の臨床データに基
づいた研究及びこれらの融合研究を推進することにより、がん医療の実用化に資する
研究を推進する。

次世代がん医療創生研究事業

アジア・アフリカ諸国に整備した海外研究
拠点を活用し、国内の感染症対策に資
する基礎的知見の集積、人材育成等を
推進する。

感染症研究国際ネットワーク
推進プログラム

中前 後 前

感染症研究国際展開戦略プログラム

中 後

感染症研究革新イニシアティブ

感染症の革新的な医薬品の創出を図る
ため、大学等の多様な領域の研究者が分
野横断的に連携し、病原性の高い病原
体等に関する人材育成や創薬シーズの
標的探索研究等を行う。

前
中

後 中
次世代がん研究シーズ戦略的育成プログラム

（「次世代がん研究戦略推進プロジェクト」

から名称変更）
がんについての革新的な基礎研究の成果を戦略的
に育成し、臨床応用を目指した研究を加速すること
で、次世代がん医療の実現を目指す。

中前前 前
後

脳科学研究戦略的推進プログラム 臨床と基礎研究の連携強化による精神・神経疾患の克服
（融合脳）

行動選択・環境適応を支える種を超えた脳機能原理の抽出と解明
（環境適応脳）

中

後

後

中

戦略的国際脳科学研究の推進（国際脳）
中前

前

前

革新的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト（革新脳）

前 中中 中中

次世代がん
医療創生研
究事業採択
課題のうち、
新規分子標
的薬剤及び
新規治療法
に資する有
望シーズ、早
期診断・個別
化治療予測
バイオマー
カー及び新
規免疫関連
有効分子の
数
（累積）

グローバル
な病原体・臨
床情報の共
有体制の確
立を基にした、
病原体に関
する全ゲノム
データベー
スの構築数

海外研究拠点の基盤強化を図り、全国の大学や研究機関に開か
れた研究拠点として活用し、各地でまん延する新興・再興感染症の
病原体に対する疫学的調査及び診断治療薬等の基礎的研究を推
進する。

国内外の感染症研究拠点等の研究基盤を強
化・充実するとともに、幅広い研究ネットワー
クを展開し、新興・再興感染症制御に資する
基礎的研究等を推進する。

新興・再興感染症研究基盤創生事業

中前

4

ライフサイエンス分野の
施策マップ（既に作成済み）
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Leaning Agendaの設定イメージ（ライフサイエンス分野の一部）

０ → １
（創造フェーズ）

１ → １０
（展開フェーズ）

１０ → １００
（大規模実証フェーズ）

100 → 1000
（大規模展開フェーズ）

（注） 数字は研究の規模・層・取組の大きさのイメージ

大
学

企
業

研
究
開
発
機
関

5

製
品
化
、
サ
ー
ビ
ス
化
、
社
会
実
装
・利
活
用
な
ど

感染症研究関連のプログラム

がん研究関連のプログラム

;

●

●

●

文科省の所掌・役割のイメージ
（社会実装までは求めない）

橋渡し研究関連のプログラム
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Leaning Agendaの設定イメージ（ライフサイエンス分野の一部）

０ → １
（創造フェーズ）

１ → １０
（展開フェーズ）

１０ → １００
（大規模実証フェーズ）

100 → 1000
（大規模展開フェーズ）

（注） 数字は研究の規模・層・取組の大きさのイメージ

大
学

企
業

研
究
開
発
機
関

6

製
品
化
、
サ
ー
ビ
ス
化
、
社
会
実
装
・利
活
用
な
ど

感染症研究関連のプログラム

がん研究関連のプログラム

;

●

●

●

文科省の所掌・役割のイメージ
（社会実装までは求めない）

橋渡し研究関連のプログラム

一体、何をLearning Agendaとするか
－知りたいことは山ほどがあるが、まずは何が分かるか、
何らかのエビデンスの専門家に出してほしい

－何らかのエビデンスを見せてくれないと、それが有効な
エビデンスなのか、さらに深掘りする価値があるのか、
判断がつかない

－そもそもエビデンスがなくとも、専門分野のことは概ね
把握している

これでは従来と変わらない、それでは
どうすればよいか。。。。
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具体的なイメージ例

０ → １
（創造フェーズ）

１ → １０
（展開フェーズ）

１０ → １００
（大規模実証フェーズ）

100 → 1000
（大規模展開フェーズ）

（注） 数字は研究の規模・層・取組の大きさのイメージ

大
学

企
業

研
究
開
発
機
関

7

製
品
化
、
サ
ー
ビ
ス
化
、
社
会
実
装
・利
活
用
な
ど

感染症研究関連のプログラム

橋渡し研究関連のプログラム
研究開発環境・基盤として、
・ 人材の状況（規模、年齢構成、女性割合など）
・ 国際協力の状況
・ 共用施設の利用状況
・ 産学連携の進展状況 など

・ 研究開発課題間のシナジー効果
・ 理研等国研とのシナジー効果
・ 分野融合の進展状況 など

青字：分野による個別の視点

赤字：分野共通の視点

・ 国内拠点の活動、ネットワーク構造
・ 国際的な位置づけ、ネットワーク構造
・ 国際頭脳循環の状況 など

・ 拠点大学間の連携状況
・ 製品化された薬、医療機器の状況
・ 追跡調査（開始から約10年強） など

分野別委員会事務局、分科会事務局を中心に
分野全体を見渡したうえで、把握したいこと、知り
たいことの優先順位やイメージを共有（そのため
の熟慮、議論、検討すること）することが何より大
切 98



○ 分野別の研究開発の戦略や計画全体で目指すビジョンと、現在実施さ
れている研究開発課題の取組とを論理的につなぐもの。

○ 研究開発課題において産み出されるアウトプット、アウトカム、イン
パクト（経済社会波及効果）はもちろんのこと、Learning Agendaにお
いて設定した組織学習の各種視点などと、推進されている研究開発課
題における取組との関係性を論理的に構造化する。

○ 特に、アウトカムについては、すぐに達成が見込まれること（橋渡し
研究の場合は、製品化された薬や医療機器の数など）と、長期的に達
成が見込まれること（ほぼ国費に依存せず自律的に大学で産み出さた
成果が薬や医療機器として実現できる状態）を区分けし、そのギャッ
プを如何に埋めていくかということが分かるように工夫することが重
要である。

セオリー評価（ロジックモデル）に資するエビデンス

8
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科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」推進事業 ロジックモデル

学際的学問
分野「政策の
ための科学」
の発展

複雑・多様な社
会課題解決に科
学技術イノベー
ション政策が貢
献

客観的根拠に
基づく政策形
成の実現

限られた資源の
下で効率的に科
学技術イノベー
ション政策が展
開

政策形成プ
ロセスの進化

政策担当者
と研究者との
継続的な対
話・協働

中核的拠点機能
（SciREXセンター）
・各拠点の取りまとめ

・重点課題PJ総括
・知見の集約
・広報
・セミナーの開催 等

112百万円

データ・情報基盤の構築

（NISTEP）
69百万円

公募型研究開発プログ
ラム（RISTEX）
・募集選考
・PJ推進 等
（JST運営費交付金の内数）

基盤的研究・人材育
成（５拠点６大学）
・基盤的研究
・教育プログラム

・サマーキャンプの開催等
354百万円

SciREX全体の俯瞰・
構造化（CRDS）
(JST運営費交付金の内数)

事業全体の設計・執
行（MEXT）
・全体総括
・予算要求
・有識者委員会 等

36百万円

研究
・公募型研究開発プロ
グラム（H30までに31件
採択）
・重点課題に基づくPJ
（H28-H30：9件）
・共進化実現PJ（R1-
R2：9件） 等

アウトリーチ
・ポータルサイト運営
(H30アクセス19,159)
・Webマガジン(H30に2
号）

・コアコンテンツの一般
公開(R1) 等

ネットワーキング
・拠点形成(5拠点6大
学)
・SciREXセミナー開催
(H30まで計28回)
・シンポジウムの開催
（年1回程度） 等

人材育成
・各拠点における教育プロ
グラムの開講（累積223名
修了）
・拠点学生を対象としたサ
マーキャンプの開催
・文科省職員を対象とした
研修の実施（年1～2回）

等

データ・情報基盤
・大学・公的機関名辞書等
のテーブルの公開

等

定常的活動 (R1) アウトプット ビジョン

官-学共創型研
究・活動の事例
の増加

共進化のGood 
practiceの創出、
取り組みの広がり

データや研究成
果・知見の集約・
蓄積・構造化

ネットワーキング活
動を通した関係者
間の交流の活性
化

政策担当者、研
究者の対話の機
会の拡大

プログラム修了生・
指導経験のある若
手教員等の増加

体系的な教育コン
テンツの開発
・改良

基盤的研究の活
性化、知見の創出

ﾈｯﾄﾜｰｸ構築と
ｺﾐｭﾆﾃｨの拡大

当該分野を経て
活躍する人材の
増加、キャリアパ
スの明確化

持続的な人材
育成とキャリア
パスの定着

現状認識と課題

科学技術イノベーション
分野においては、政策の
経済や社会への影響を
客観的・定量的に示す学
術的な知見が限定的。

当該分野（政策のための
科学）にかかわる研究者
及びこれらをつなぐことの
できる人材のコミュニティ、
及びキャリアパスが発達
途上。

複雑かつ多様な社会的課題
が顕在化し、科学技術イノ
ベーションに期待が高まる
一方、客観的根拠（エビデン
ス）に基づく合理的な政策形
成が発展途上。

当該分野にかかわる研究
者と政策担当者の間の対
話、連携が定着していな
い。

客観的根拠の基盤となる
データ・情報が体系的か
つ継続的に蓄積されてい
ない。

※予算額は令和元年度当初予算

中
間
評
価

第Ⅱ期（H28-R2)
・研究成果の取りまとめ、糾
合
・関係機関の連携の強化

・共創型研究推進のスキーム
の開発

第Ⅲ期（R3-R7）
・拠点活動の継続性の検討

・共創型研究・活動の拡大、既
存の政策プロセスとの設置点の
検討

・人材育成の成果の可視化、コ
ミュニティへの巻き込み

事業の経過と展望（主要事項）

短期 長期アウトカム

拠点形成事業

事業全体のガバナンス

公開したデータ及
び分析テーブル
を活用した研究の
増加

基盤的データ及び
分析テーブルの公
開・整備

R1-R2:文科省職員と拠点研究者による
共進化実現PJフォローアップ

R2:過去に関わった人材の追跡及びキャ
リアパスの共有の取組

R2:10周年記念
シンポジウム

R1:研究成果の調査委託
R2:CRDS俯瞰構造化

緑枠：達成状況の確認に向けた取組

第Ⅰ期（H23-H27)
・基盤的研究・人材育成
拠点の立ち上げ

・中核的拠点機能の整
備開始

中
間
評
価

政策リエゾンの人数

赤字：指標例

イベントの参加人数

修了生数、のべ教員数

コアコンテンツの閲覧数

論文,学会発表等の数

アクセス数, DL数

セオリー評価（ロジックモデル） SciREXの場合
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○ 文部科学省において推進されている研究開発課題や国立研究開発法人
の取組を含め、国全体で推進されている各種事業の位置づけを示した
もの。

○ 事業内容による区分け、予算規模による整理、基礎研究・応用研究・
開発研究などの研究フェーズによる整理など、様々な整理が可能であ
るが、全体を俯瞰する視点から適切な整理方法が考えられる。後述す
る研究開発ロードマップと併せて整理することも可能である。

セオリー評価（政策ポートフォリオ）に資するエビデンス

10
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セオリー評価（政策ポートフォリオ）に資するエビデンス がん研究の場合
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セオリー評価（政策ポートフォリオ）に資するエビデンス ナノ材料分野の場合
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０ → １
（創造フェーズ）

１ → １０
（展開フェーズ）

１０ → １００
（大規模実証フェーズ）

100 → 1000
（大規模展開フェーズ）

（注） 数字はイメージであり、その大小は無意味である

大
学
等
へ
の
ソ
フ
ト
系

支
援
事
業
の
位
置
づ
け
施
設
に
求
め
ら
れ
る

視
点

・ 拠点やプラットフォームとして、一定以上の
規模のスペースの確保が求められる。
・ より顔の見える関係での関係者が緊密に
連携・協力する場所が求められる。

・ 多様な取組に対する柔軟性・可変性
が求められる。
・ より多様な関係者が機動的に集うことが
できる場所が求められる。

事業規模
の目安

科学研究費補助金、特別研究員制度など

グローバル30、グローバルCOEなど

（グローバルキャンパス、混住型国際宿舎など）

COC、COI、地域イノベ事業、WPIなど
（最先端教育研究拠点、(国際)共同研究・共同利用施設など）

高度専門職業人材養成、教養教育の充実、学生支援など

（図書館、カフェ、学生寮、アクティブラーニングスペースなど）

13山下@施設部計画課が作成

セオリー評価（政策ポートフォリオ）に資するエビデンス
国立大学への各種支援事業と施設整備事業との関係
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○ 分野全体、あるいは、研究開発課題の研究開発の動向を客観的に把握
（できれば可視化）できるようにしたもの。

○ 例えば、３～５年ごとの経年変化によって把握することが望ましい。

○ 最先端あるいは国際的な研究開発や研究拠点を支援する研究開発課題
については、国際的な比較やネットワーク構造を把握することが望ま
しい。

セオリー評価（研究開発ポートフォリオ）に資するエビデンス

14
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セオリー評価（研究開発ポートフォリオ）に資するエビデンス
コンピュータサイエンス（AMED支援）の場合

経年比較が望ましい

取扱注意
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論文数としては大きな中核。カブリは
国際的な連携が中心

16

WPIとの比較② 東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構の天
文学・天体物理学（Astronomy & Astrophysics）での位置づけ

セオリー評価（研究開発ポートフォリオ）に資するエビデンス
拠点の規模とネットワーク構造

経年比較が望ましい

取扱注意
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「ネットワーク型拠点」方式の有効性：連携変化

拠点全論文のうち、拠点

間の共著論文の割合

拠点全論文のうち、何らかの共著

論文の割合（拠点共著以外を含

む）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

拠
点
全
論
文
の
う
ち
、
何
ら
か
の
共
著
論
文
の
割
合
（
拠
点
共
著
以
外
を
含
む
）

拠
点
全
論
文
の
う
ち
、
拠
点
間
の
共
著
論
文
の
割
合

年

ネットワーク拠点内の共著論文の増加

物質・デバイス領域共同研究拠点

ネットワーク型拠点認定

ネットワーク型拠点になる前後で確
かに拠点間の連携は増えている。た
だし、まだ数％。 17

セオリー評価（研究開発ポートフォリオ）
に資するエビデンス

取扱注意
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○ 研究開発の段階、産業化との関係、技術開発の段階など、研究開発の
経時的な状況を把握できるもの。

○ 施策マップを改良したものでも可能。

セオリー評価（研究開発ロードマップ）に資するエビデンス

18
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セオリー評価（研究開発ロードマップ）に資するエビデンス
核融合における要素技術戦略とレビュー計画
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セオリー評価（研究開発ロードマップ）に資するエビデンス
核融合における要素技術戦略とレビュー計画
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セオリー評価（研究開発ロードマップ）に資するエビデンス
がん研究の場合（再掲）
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○ 予算、人材、産学連携、国際協力、研究インフラなど、分野に横断的
な視点での把握が必要なもの。文部科学省は、大学や国立研究開発法
人を所管しており、最先端の研究開発や拠点整備を進める上で、基盤
となるこれらの把握は重要である。

○ 何をどこまで把握するか（できるか）は、各分野の特性や得られる
データ、分析可能性などの状況に応じて検討を要するが、段階的に充
実を図っていくことが重要である。

研究開発環境・基盤に資するエビデンス

22
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研究開発環境・基盤（予算）
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科学技術研究調査より加工
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研究開発環境・基盤（予算）

科学技術研究査より加工
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研究開発環境・基盤（人材）

科学技術研究調査より加工
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統計調査の二次利用をすればライフ分野の
把握が可能
さらに、任期付き研究員、男性・女性研究者の
比較も（おそらく）可能
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研究開発環境・基盤（人材）

科学技術研究調査より加工
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統計調査の二次利用をすればライフ分野の
把握が可能
さらに、任期付き研究員、男性・女性研究者の
比較も（おそらく）可能
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研究開発環境・基盤（若手研究者の状況）

保健分野、ライフサイ
エンス分野などでの
比較が可能か？
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研究開発環境・基盤（任期付研究者の状況）

保健分野、ライフサイ
エンス分野などでの
比較が可能か？
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研究開発環境・基盤（ポスドク等の状況）
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研究開発環境・基盤（年齢別論文生産性）
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研究開発環境・基盤（女性研究者）
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人材育成機能の指標化
例：東北大学金属材料研究所

• 科研費の細目「構造・機能材料」で研究課題が採択されたことがある研究
者のうち、過去に東北大学金属材料研究所に在籍していたものの割合
は？

人数 割合
大阪大学 工学部・工学研究科 40 3.1%
物質・材料研究機構 構造材料研究拠点 36 2.8%
東北大学 金属材料研究所 34 2.6%
東北大学 工学部・工学研究科 32 2.5%
九州大学 工学部・工学府・工学研究院 30 2.3%
京都大学 工学部・工学研究科 23 1.8%
東北大学 多元物質科学研究所 22 1.7%

助教・助手 准教授・助教授 教授
東北大学 金属材料研究所 7.7% 3.8% 2.3%
東北大学 工学部・工学研究科 4.5% 3.0% 1.9%
大阪大学 工学部・工学研究科 4.1% 2.4% 1.7%
京都大学 工学部・工学研究科 3.6% 1.9% 1.7%
名古屋大学 工学部・工学研究科 2.6% 2.2% 1.8%
東京大学 工学部・工学系研究科 2.8% 1.5% 1.1%
九州大学 工学部・工学府・工学研究院 2.5% 1.7% 1.7%
東北大学 多元物質科学研究所 2.6% 1.7% 1.6%

当該分野では「助教・
助手」時代を金属材料
研究所で過ごした人が
7.7%。

=>若手育成の機能

（参考）現在の当該分野の教員の所属先

32

研究開発環境・基盤（共同利用施設の人材育成機能）
取扱注意
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事例：東北大学金属材料研究所の日本の金属学・冶金工学（Metallurgy & 
Metallurgical Engineering）における位置づけ(2009-18)

大きな拠点が
複数存在し、そ
の中の主要な
位置を占める

33

研究開発環境・基盤（大型施設の供用とネットワーク構造）

経年比較が望ましい

取扱注意
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金属学・冶金工学（Metallurgy & Metallurgical Engineering）における各
研究組織の中心性指標
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次数中心性（この分野の他研究組織との共著関係の多さ）の変化

物質・材料研究機構

新日鐵住金株式会社

東北大学金属材料研究所

東北大学工学部・工学研究科

九州大学工学部・工学府・工学

研究院

日本原子力研究開発機構

大阪大学工学部・工学研究科

産業技術総合研究所

2000-18年に論文数を50本以上生んで
いる他組織との共著がある割合 34

研究開発環境・基盤（大型施設の供用とネットワーク構造） 取扱注意
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○ プロセス評価、インパクト評価、追跡調査などに資するエビデンスに
ついても、順次整備していくことが重要である。

その他

35
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追跡調査・評価
橋渡し研究関連事業

取扱注意
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令和２年７月３日 

 

研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめと 

新たな取組への意見用紙 

 

                    委員氏名： 伊地知 寛博   

 

以下の通り意見を提出します。 

 

【記入欄】 

 

1. 
1.1. 
 本分科会においては自明かもしれませんが，資料「研究開発・評価分科
会における研究開発プログラム評価の試行的実施に関する議論のまとめ
（案）」において言及されている「研究開発計画」というのは，一般的な
意味での研究開発計画ではなく，「研究開発計画」（平成 29 年 2 月（最終
改訂 平成 29 年 8 月）科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会）を指
しているものと思われることから，初出の部分では，脚註でも構いません
ので，「「研究開発計画」（平成 29 年 2 月（最終改訂 平成 29 年 8 月）
科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会）」であることを示していた
だくとよろしいのではないかと思います。 
 
1.2. 
 資料「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的
実施に関する議論のまとめ（案）」の「各分野別委員会等における対応状
況と主な意見のまとめ」の中で，整理された理由の 1 つとして，「（分野
別委員会等においては、日常的な審議・検討を通じて分野全体を俯瞰して
いると感じられる委員がおられた）」ということに対して，「客観的に把
握できるエビデンスによる俯瞰というアプローチについての共通見解を
…」という部分がありますが，「客観的に把握できるエビデンスによる俯
瞰」ということの意味は，研究開発プログラムのありようについて，当該
分野別委員会等内だけでなく，それを超えて（分野別委員会等からすれば）
第三者によっても確認でき，たとえば，文部科学省全体としての状況がわ
かるということにもあるかと考えます。ついては，たとえば，「各分野別
委員会等を超えて文部科学省全体として客観的に把握できる、エビデンス
による俯瞰」というように修正することが可能かどうか，ご検討いただけ

資料 8 

科学技術・学術審議会 

研究計画・評価分科会 

（第 73 回） R2.7.16 
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ればと思います。 
 
1.3. 
 資料「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的
実施に関する議論のまとめ（案）」において，読点の当て方を含む表現上
の観点ですが，以下のようにされると，より読みやすくなるのではないか
と思います。 

「さらに、研究開発プログラムは、専門分野の専門知は専門外の有識
者や国民にとっては理解や把握が困難な場合もあり、誰にとっても分
かりやすいエビデンスや客観的なエビデンスを用いて示すことによっ
て、様々な視点から全体を俯瞰することが可能となり、専門家にとっ
ても思いもよらない新たな気づきを得られる可能性があるとの意見も
示された。」 

 
1.4. 
 資料「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的
実施に関する議論のまとめ（案）」において，「次期科学技術基本計画が
策定された後に」とありますが，また，「計評分科会における新たな仕組
みの方向性（案）」，「研究計画・評価分科会における審議の方向性につ
いて（案）～新たな仕組みとして、文部科学省分野別研究開発戦略・計画
（仮称）と分野別研究開発プログラム（仮称）の策定による研究推進と評
価の新たな取組～」，「研究計画・評価分科会における研究開発計画と分
野別研究戦略・計画（案）との関係」においても，「次期科学技術基本計
画の検討が進捗している」や「第 6 期科学技術基本計画の内容」等とあり
ますが，科学技術基本法等の一部を改正する法律が成立して公布され，そ
の附則第 1 条及び第 2 条からも，次期のものは「科学技術・イノベーショ
ン基本計画」となることが明確であることから，「次期科学技術・イノベ
ーション基本計画」と修正されてはいかがかと思います。 
 
1.5. 
 資料「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的
実施に関する議論のまとめ（案）」において，「環境エネルギー科学技術
員会において」は「環境エネルギー科学技術委員会において」と修正され
てはいかがかと思います。 
 
1.6. 
 資料「研究開発・評価分科会における研究開発プログラム評価の試行的
実施に関する議論のまとめ（案）」において，ライフサイエンス分野の部
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分で，「研究開発課題毎に配置されている PS、PO などの再配置も」とあ
りますが，「PS」は一般的でないことから，念のため，PO も含めて，PS
と PO が何を意味するのかについて，たとえば，「PO（プログラム・オフ
ィサー）」のように修正されてはいかがかと思います。 
 
2. 
2.1. 
 「計評分科会における新たな仕組みの方向性（案）」に示される，「新
たな仕組み（案）の概要」，「「文部科学省○○分野における研究開発戦
略・計画（仮称）」（以下、「分野別戦略・計画」という。）」，「「文
部科学省○○分野における研究開発プログラム」（以下、「分野別プログ
ラム」という。）」の構成及び内容は，いずれも妥当なものであると思料
します。とりわけ，「分野別プログラムの評価の視点は、…プログラム全
体を俯瞰して、研究開発課題間の関係性やプログラム全体に対する気づき
や改善点を得るといった分野別委員会やその事務局の組織学習につなげる
ための評価(assessment)の視点が強いもの」という点は重要であると考え
ます。（表現の修正について，以下の 2.3.においてコメントいたします。） 
 
2.2. 
 「計評分科会における新たな仕組みの方向性（案）」において，「分野
別委員会や内閣官房等において政府全体を対象として別途検討・策定して
いる戦略・計画を引用・活用できることとする」とありますが，「政府全
体を対象として別途検討・策定している戦略・計画」には，科学技術・イ
ノベーション基本計画や他の分野における研究開発に係る基本計画（例．
医療分野研究開発推進計画）が該当するかと思いますので，脚註でもよろ
しいかと思いますが，それが具体的に何を指しているのかがわかるように
なっているとよろしいものと思料します。 
 それから，現在は毎年度策定されている「統合イノベーション戦略」が
ありますが，これが策定や更新された後の，所要の「分野別戦略・計画」
の更新等が必要であれば，それを促すしくみについても，何らかの言及が
なされてもよろしいかもしれません。とくに，「研究計画・評価分科会にお
ける審議の方向性について（案）～新たな仕組みとして、文部科学省分野
別研究開発戦略・計画（仮称）と分野別研究開発プログラム（仮称）の策
定による研究推進と評価の新たな取組～」において，「統合イノベーション
戦略 2019 に基づいて個別に設定されている AI 戦略 2019、バイオ戦略
2019、量子技術イノベーション戦略 2019 など、既存の戦略や計画がある
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場合は、その考え方や整理を踏まえた設定が適切ではないか」とあります
が，今後，「統合イノベーション戦略 2020」（それからさらに翌年度以降の
もの）やそれに基づき個別に設定される戦略等にも対応し得るような記述
がなされるとよろしいのではないかと思います。これは，「新たな仕組みに
向けた今後の予定・見込み（イメージ）」において，「分野別戦略・計画の
策定」が 2 か年の間になされ，以後，2 か年ごとに「必要に応じて見直し、
改訂」となっていますが，「分野別戦略・計画」に参照されるべき「相対的
により上位」にある「戦略・計画」の改定・変更等が 2 か年かそれよりも
長い場合にはこのイメージどおりの対応が可能かと思われますが，それよ
りも短い（たとえば，1 か年の間になされた）場合には，必要に応じて，
それら「戦略・計画」の改定・変更等にも対応し得るようになっている必
要があるのではないかと思われます。 
 
2.3. 
 「計評分科会における新たな仕組みの方向性（案）」において「「分野
別プログラム」とは」について，「研究計画・評価分科会における審議の
方向性について（案）～新たな仕組みとして、文部科学省分野別研究開発
戦略・計画（仮称）と分野別研究開発プログラム（仮称）の策定による研
究推進と評価の新たな取組～」において「３．「分野別プログラム」の在
り方」について，及び「文部科学省における分野別プログラムのイメージ
（案）」について，それぞれ以下のように表現を少し修正していただいて
はいかがかと思います。 

「研究開発課題に関しては、課題や事業のアカウンタビリティやメリ
ハリを意識した評価（evaluation（有用性に主眼があって、成果や結果
に伴った評価）や rating（格付、メリハリ））の視点が強いことに対
して、分野別プログラムに関しては、プログラム全体を俯瞰して、そ
れを構成する研究開発課題間の関係性の把握やプログラム全体に対す
る気づきや改善点を得るといった、分野別委員会やその事務局の組織
学習につなげるための評価(assessment)の視点が強いものとして、評価
の違いを明確化してはどうか。」 

 なお，これ以外にも細かく表現上の改善を図ったほうが良い点もあるよ
うに窺えます。 
 
2.4. 
 「分野別プログラム」とした場合，複数の分野に跨がり得るような領域
（複合領域，融合領域等）やそのもとでの課題等にどのように取り組んで
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いくのか，というイシューが常に附随するものと思われます。これは，現
行の分野別に設置されている本審議会の委員会の構成とも大きく関連する
ことから，対応は容易ではないものと思われますが，留意はされておかれ
るとよろしいのではないかと思料します。 
 
3. 
3.1. 
 「研究計画・評価分科会における研究開発計画と分野別研究戦略・計画
（案）との関係」において，令和 3 年度以降について「分野別研究戦略・
計画（案）」とした場合，「分科会と分野別委員会（との関係）」につい
て，「分科会において、（分野別研究戦略・計画（案）を）束ねる必要は
ないのではないか」というのは妥当かとは思いますが，その前提となるの
は，「主な内容」にあるように，「記載内容は、各分野における研究開発
推進の必要性、重点的・戦略的に取り組むべき研究開発領域やそれに基づ
く計画、② 各分野に共通する横断的な留意事項、を記載してはどうか」と
いうこの枠組みであり，とくに，文部科学省全体として俯瞰する場合には，
「② 各分野に共通する横断的な留意事項」については，分野別に異なる記
載ではなく，全体について総合して把握することが可能であり，できるだ
け横断的に相互対照することが可能となるような一定の共通する記載を求
めることが必要ではないかと思料します。なお，分野により，要すればさ
らに詳細な記述を加えていただいてもよろしいものと思います。 
 
4. 
4.1. 
 「文部科学省における分野別プログラムのイメージ（案）」(pp.23–26)
において，「科学技術統計調査より加工」とありますが，これは「科学技
術研究調査より加工」の誤りではないかと思われますので，ご確認の上，
修正いただければと思います。 
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